
 

１ 基本目標・施策分野の名称

59,829

総事業費（計） 77,868 81,935 84,686 0 0

都支出金 7,086 4,985

令和４年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

一般財源 49,062

 （単位：千円）

２ 施策数値指標

地方債及びその他の特定財源 0 20,126 19,250

予 算 額

事業費/年度 令和３年度 令和４年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

一般財源 63,822 59,035 63,896

都支出金 13,474 5,536

説明・コメント

基本目標 2  子どもたちがのびのびと育つまち

施策分野 5  確かな学力の育成と個性と創造力の伸長

10年後のめざす姿
 確かな学力の向上と、社会の変化に対応できる思考力、判断力、表現力が育成され、子どもたちの個性と創
造力が豊かになっています。

指標名 現状値
実 績 令和7年度 目標値

（実績値）令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

60.8%
（令和元年度）

45.7% 47.8% 47.2%
65.0%

（       ）

中学校3年生における平日の授業以
外の勉強時間（家庭学習等の時間）が
1時間以上である生徒の割合

49.9%
（令和元年度）

62.8% 59.8% 52.2%
68.0%

（       ）

小学校6年生における平日の授業以
外の勉強時間（家庭学習等の時間）が
1時間以上である児童の割合

-

施 策 分 野 評 価 シ ー ト

総事業費（計） 89,161 85,446 89,749 0 0

国庫支出金 11,865 749 5,016

1,587

３ 予算・決算の状況  （単位：千円）

1,920 743 4,863

1,577

国庫支出金

決 算 額

事業費/年度 令和３年度

施策の評価（分析）

地方債及びその他の特定財源 19,800 19,387 18,417

56,820

 



令和6年度
当初予算額

1 学力向上事業 教育指導課

20,190

事務事業の概要
児童・生徒一人ひとりが、自分の夢や希望を実現し、社会に出ても逞しく生きていくために
は、生きる力の知的な側面としての学力が必要である。教育委員会では、児童・生徒の学力
向上に向け、これまで以上に学校教育の質的量的向上が必要であると考え、積極的に学力
向上策を推進していく。

№ 事務事業名 担当
令和5年度

当初予算額 決算額

38,948 38,366

４ 重点施策                 担当課 教育指導課

施策 1  全ての児童・生徒に確かな学力を育む 基本構想・重視すべき視点 町の魅力を際立たせる

年度 【進捗状況】（主な取組等） 【評価・査定】

令和３年度

学力向上に向け、児童・生徒が主体的に学ぶ力を育むため地域学校
協働本部の運営による放課後学習「学びのテーマパーク」を実施した
ほか、漢字・英語検定を実施することで、目標を明確化しその達成に
向けた自発的な学習を促すことができた。

コロナ禍においても、感染対策を講じ環境整備
を整えるとともに、放課後学習を継続したこと
は評価できる。

令和４年度

学力向上に向け、児童・生徒が主体的に学ぶ力を育むため地域学校
協働本部の運営による放課後学習「学びのテーマパーク」を実施した
ほか、漢字・英語検定を実施することで、目標を明確化しその達成に
向けた自発的な学習を促すことができた。

放課後学習を継続しているが、引き続き、地域
学校協働本部の創設、ふるさと学習「みずほ学」
を核にして、家庭、地域に働きかけ、強固な連携
を築きつつ、改善・充実を図られたい。

令和５年度

学力向上に向け、児童・生徒が主体的に学ぶ力を育むため地域学校
協働本部の運営による放課後学習「学びのテーマパーク」の内容を
拡充したほか、英語検定を実施することで、目標を明確化しその達
成に向けた自発的な学習を促すことができた。

令和６年度

令和７年度

担当課 学校教育課・教育指導課

施策 2  すこやかな体を育て、健康的に生活する力を育む 基本構想・重視すべき視点 町の魅力を際立たせる

年度 【進捗状況】（主な取組等） 【評価・査定】

５ 個別事務事業概要 （単位：千円）

令和３年度

児童・生徒が食に関する正しい知識、望ましい食習慣を身に着けると
ともに、食物アレルギー疾患に関する事故を防止するため、アレル
ギー疾患対応マニュアルに基づく校内研修等を実施した。(学校教育
課）
体力の向上や健康の増進とともに豊かな人間性を育む基礎となる部
活動が効率的・効果的に運営できるよう、各中学校に部活動指導補
助員を配置した。(教育指導課）

令和７年度

各学校の状況を踏まえ、部活動補助員を設置
し、状況に応じて随時改善に努めている。

令和４年度

児童・生徒が食に関する正しい知識、望ましい食習慣を身に付けると
ともに、食物アレルギー疾患に関する事故を防止するため、アレル
ギー疾患対応マニュアルに基づく校内研修等を実施した。(学校教育
課）
体力の向上や健康の増進とともに豊かな人間性を育む基礎となる部
活動が効率的・効果的に運営できるよう、各中学校に部活動指導補
助員を配置した。(教育指導課）

「瑞穂町部活動基本方針」を改訂し、教員以外の
適格者が、直接指導に参加できる部活動指導員
について規定したが、各学校の実情に合わせ、
地域移行を見据えた柔軟な対応が求められる。

令和５年度

児童・生徒が食に関する正しい知識、望ましい食習慣を身に付けると
ともに、食物アレルギー疾患に関する事故を防止するため、アレル
ギー疾患対応マニュアルに基づく校内研修等を実施した。（学校教育
課）
体力の向上や健康の増進とともに豊かな人間性を育む基礎となる部
活動が効率的・効果的に運営できるよう、各中学校に部活動指導員
及び部活動指導補助員を配置した。また、部活動コーディネーターを
新たに配置した。(教育指導課）

令和６年度



89,749 84,686合 計 額 71,332

№ 事務事業名 担当
令和5年度 令和6年度

当初予算額

3 特別支援教育推進事業 教育指導課

16,790

事務事業の概要
特別な支援を必要とするすべての児童・生徒の自立や社会参加に向けた主体的な取り組み
を支援するために、幼児、児童・生徒一人ひとりが必要とする教育内容を把握し、そのもてる
力を高め、生活や学習上の困難を改善又は克服するための適切な指導及び必要な支援を
行うことを目的とする。

当初予算額 決算額

16,516 14,485

令和6年度
当初予算額

2 教育相談事業 教育指導課

34,352

事務事業の概要
専任相談員の全校配置、家庭と子供の支援員の活用、適応指導教室の運営等を
通して、教育相談体制の充実を図る。

№ 事務事業名 担当
令和5年度

当初予算額 決算額

34,285 31,835



 

【目標・成果等】※「目標」はシート作成時、「年度成果」、「課題」、「今後の方向性」は年度終了後に記入
 

●

 

 

●

 

 

Ａ拡大
 Ｂ現状のまま継続
● Ｃ手段等の見直し
 Ｄ縮小
 Ｅ廃止・休止
 Ｆ完了・終了

視点① 視点③

課題及び
今後の方向性

説
明

 英語検定の補助事業及び学習サポーターに替わる教育支援スタッフ導入に向けて
の検証等を行い、町の学力向上事業を継続していくための予算について、国や東京
都の補助金制度を模索し、町の実態・実情にあった事業を推進していく必要がある。

年 度
成 果

Ａ目標を上回って達成できた。

説
明

 英語検定を実施することで、目標を明確化し、その達成に向けた児童・
生徒の自発的な学習を促すことができた。ＡＬＴの配置や少人数指導、学
習サポーターの効果的な活用や放課後学習「学びのテーマパーク」を実
施し、学力向上に取り組んだ。

Ｂ目標をほぼ達成できた。

Ｃ目標を半分まで達成できた。

Ｄ目標を一部しか達成できなかった。

 児童・生徒一人ひとりが、自分の夢や希望を実現し、社会に出ても逞しく生きていくためには、生きる力の
知的な側面としての学力が必要である。
 教育委員会では、児童・生徒の学力向上に向けこれまで以上に学校教育の質的量的向上が必要であると
考え、積極的に学力向上策を推進していく。
・国や都の学力調査の分析
・町学力調査の実施と経年比較による課題の把握
・授業改善推進プランの作成と実践
・学習サポーターの配置（主に小学１・２年生）、外国語指導助手の配置
・英語検定の実施
・東京ベーシックドリルの積極的な活用の促進
・「ストップ２２！」キャンペーンの実施
・ゲストティーチャーの活用等における体験的な学習を基にしたふるさと学習「みずほ学」の実施
・都補助事業「地域未来塾」を実施し、放課後学習「学びのテーマパーク」として全小中学校で取り組む。こ
の放課後学習はスクールガードリーダー事業と合わせ、地域学校協働本部が地域人材を活用し運営を行
う。令和５年度から各校の実態に合わせた放課後学習「学びのテーマパーク」を設定する。

  経 緯

（いつからどのよ
うに始まったの
か）

確かな学力の育成と個性と創造力の伸長

〇全ての児童・生徒に確かな学力を育む 重点

2 子どもがのびのびと育つまち

〇

年 度
目 標

Ａ町長公約あるいは当該年度重要事業 

説
明

 小学校では基礎的・基本的な内容の定着について、中学年でのその状況を把握するため、ま
た中学校では学年初めの段階における同一観点での調査結果を基に授業改善につなげるた
め、町独自の学力調査を実施し、児童・生徒の学力向上につなげるための学力向上施策の継
続を必要とする。また、地域学校協働本部において放課後学習「学びのテーマパーク」の運営を
行い、各学校が実態に合わせた取り組みを行い学力向上を目指す。

Ｂ当該年度に新規を含む事業

Ｃ継続事業 

Ｄ規模を縮小していく事業 

根拠計画及び
根拠法令

 内容・目的

（どのようなこと
を行っているの
か・どのような状
態にしようとして
いるのか）

・平成２０年度 町独自の学力調査（一部の学年、教科）と漢字検定の実施
・平成２１年度 再編交付金（防衛省の補助金）による教育向上基金の設立
・平成２２年度 町学力調査の拡大（小学校２年生以上と実施教科増）漢字検定の実施学年増、学習サポーターの配置、国語
辞典の教室配置、ＩＴ機器（電子黒板等）の導入
・平成２３年度 英語検定の実施（中学校３年生）
・平成２４年度 中学校の学習サポーター廃止、小学校２年生の時間数増
・平成２５年度 学習サポーターの小学１年生から３年生の全学級配置
・平成２６年度 町学力調査の休止、英語検定実施学年の変更（３年生から２年生へ）小学校「瑞穂町ステップアップ教室」の開
始
・平成２７年度 中学校「瑞穂町フューチャースクール」の開講、「ストップ２２！」キャンペーンの開始
・平成２８年度 小学校「瑞穂町フューチャースクール」の開講（６年生対象）、学習サポーターの配置変更（原則小学１・２年生）
・平成３０年度 町学力調査の実施（小学３・４年生、中学１～３年生）、学習サポーターの配置変更（小学１・２年生及び３年生の
一部
・令和２年度  小・中学校「瑞穂町フューチャースクール」を改善し、放課後学習「学びのテーマパーク」を開始し、地域学校協
働本部において地域人材を活用し運営を行う。
・令和３年度  放課後学習「学びのテーマパーク」の一環として中学３年生を対象とし、高校進学を目的とした学習支援「スタ
ディアシスト」事業を実施。地域学校協働本部事業としてスクールガードリーダーを開始。（スクールガードリーダーは令和4年
度から学校運営支援事業へ変更。）

第5次瑞穂町長期総合計画、第2次瑞穂町教育基本計画

事
業
概
要

令和 5 年度事務事業評価シート
№

事務事業名

10年後のめざす姿
確かな学力の向上と、社会の変化に対応できる思考力、判断力、表現力が育成され、子どもたちの個性と創造力が豊か
になっています、

長期総合計画基本構
想（重視すべき視点）

施策名 1
長期総合計画

施策分野

学力向上事業
教育部 教育指導課 指導係担当部署

作成者 臼井 里美

基本目標

創生

5

 



【予算・決算等の状況】

【事業の適正性】※「人員要求」はシート作成時、「人員要求」査定はヒアリング後、「評価・査定」は年度終了後企画政策課が記入

 必要である
●必要ではない

983

№

R5

38,366

18,138 18,38920,082 18,138

R4R3

17,239

【住民等との協働に関する状況】

40,465 38,948

年度

事務事業名 学力向上事業

担当部署 教育部 教育指導課 指導係

事業費

協働できない

協働状況
（予定）

備品・消耗品購入（指導者用デジタル教科書）

内
訳

地方債及びその他の特定財源

予
算
・
決
算
及
び
コ
メ
ン
ト

予算・決算等の構成

学力調査委託料

英語指導助手派遣

学習サポーター

コメント

国庫支出金

一般財源

英語検定委託料

都支出金

消耗品（英語検定テキスト）

放課後学習「学びのテーマパーク」謝礼

地域学校協働本部スクールガードリーダー謝礼

漢字検定委託料

5,519

9,44910,544

780

19,800

835

2,948

2,216

2,340

650

1,116

1,064

協働による
効果
（見込み）

学習サポーターの雇用、地域学校協働本部事業による「学びのテーマパーク」の学習支援員の雇用
を洗練することにより、学力の向上につながる。

実施中

実施予定

検討中

未検討

協働事業名
（予定）

学習サポーター

地域学校協働本部

●

R6

（単位：千円）

780

行評要求 当初要求

983

25,082

27,048

983

行評要求決算額

2,340 2,9482,340

24,830

9,449

24,661

256

733

331

835

12,393

9,449

23,456

5,472

10,544

1,163 1,163 1,163

24,830

330 331

1,1631,033

983

18,417

24,830

19,250 19,250 18,417

9,343

780 780

査定後

780 780

評価・査定

人員
要求

人員増の必要性

主 管 課

引き続き、放課後学習「学びのテーマパーク」、町
独自の学力調査、英語検定、学習サポーターの
各施策を実施する。

放課後学習「学び
のテーマパーク」、
町独自の学力調
査、漢字・英語検
定、学習サポー
ター・補習指導員、
東京ベ－シックドリ
ルの活用の各施策
を実施する。「学び
のテーマパーク」の
一環として中学３
年生を対象とした
スタディアシスト事
業の実施、地域学
校協働本部事業と
してスクールガード
リーダーの実施、
及び中学校の新し
い教科書に対応し
た指導者用デジタ
ル教科書購入のた
め増額。

引き続き、放課後
学習「学びのテー
マパーク」、町独自
の学力調査、漢字・
英語検定、学習サ
ポーター・補習指
導員、東京ベ－
シックドリルの活用
の各施策を実施す
る。東京都のモデ
ル事業として令和３
年度にスタディアシ
スト事業を「学びの
テーマパーク」の一
環として実施した
が、令和４年は実
施しないため減
額。地域学校協働
本部事業のスクー
ルガードリーダー
は学校運営支援事
業へ変更。

査 定

―

引き続き、
放課後学
習「学びの
テーマパー
ク」、町独
自の学力
調査、学習
サポーター
の各施策
を実施す
る。

44,478 38,948

249

735

1,920

721

決算額

37,997

17,123

744

19,387

9,252

743

679

1,051

678

2,225

決算額

23,878

234



 

【目標・成果等】※「目標」はシート作成時、「年度成果」、「課題」、「今後の方向性」は年度終了後に記入
 

●

 

 

●

 

 

Ａ拡大
● Ｂ現状のまま継続
 Ｃ手段等の見直し
 Ｄ縮小
 Ｅ廃止・休止
 Ｆ完了・終了

事務事業名

10年後のめざす姿
確かな学力の向上と、社会の変化に対応できる思考力、判断力、表現力が育成され、子どもたちの個性と創造力が豊か
になっています。

長期総合計画基本構
想（重視すべき視点）

施策名 3
長期総合計画

施策分野

教育相談事業
教育部 教育指導課 指導係担当部署

作成者 臼井 里美

基本目標

創生

5

令和 5 年度事務事業評価シート
№

年 度
目 標

Ａ町長公約あるいは当該年度重要事業 

説
明

 専任相談員とスクールソーシャルワーカー、都が配置するスクールカウンセラーの連携を十分
にとり、学校と協力し教育相談及び不登校対策の充実を図る。また、家庭と子供の支援員の十
分な活用を図る。さらに、適応指導教室の児童・生徒の学校復帰に向けた支援の充実を図る。
また、引き続き適応指導教室の指導員によるオンライン授業、別室指導、日本語習得していな
い外国人等の児童・生徒への日本語指導を実施し、支援に取り組む。

Ｂ当該年度に新規を含む事業

Ｃ継続事業 

Ｄ規模を縮小していく事業 

根拠計画及び
根拠法令

 内容・目的

（どのようなこと
を行っているの
か・どのような状
態にしようとして
いるのか）

〈専任相談員〉
・昭和５４年度より教育相談室を町民会館内に設置し、教育相談事業を始めた。
・平成１０年４月から臨床心理士を雇用し、専門的なカウンセリングによる相談内容の充実を図る。
・平成２４年度には５名から７名に増やし、全小・中学校に週２回派遣する体制となる。（平成４年度から６名とし、小学校のみ派
遣）
〈都スクールカウンセラー〉
・平成１３年度に「心の相談員」として、都の臨床心理士が瑞穂中学校に配置
・平成１４年度より「スクールカウンセラー」として、瑞穂中学校・第二中学校に配置
・平成２０年度より第四小学校、平成２３年度には第一小学校、第二小学校、第三小学校、平成２５年に第五小学校に配置
〈適応指導教室〉
・平成１５年１月から、適応指導教室「スタディルーム・いぶき」をスカイホール内に開設
・令和元年度から校長からの要請に基づき、適応指導教室指導員を各学校へ派遣し、教室へ入ることができない児童・生徒に
対し別室での指導を実施
〈家庭と子供の支援員〉
・平成２３年度から「家庭と子供の支援員」を配置。現在は、全小・中学校に配置されている。
〈スクールソーシャルワーカー〉
・平成２２年度スクールソーシャルワーカーを配置、教育相談体制の充実に伴い、平成２６年度から配置のとりやめ
・令和4年度長期化する欠席児童・生徒への支援対策として、改めてスクールソーシャルワーカーを町立中学校へ２名配置

瑞穂町教育相談室設置規則（昭和５４年３月２８日教育委員会規則第４号）

事
業
概
要

確かな学力の育成と個性と創造力の伸長

－夢の志をもち、可能性に挑戦しようとする力を育む 重点

2 子どもたちがのびのびと育つまち

－

視点① 視点③

課題及び
今後の方向性

説
明

 不登校児童・生徒の支援として設置するスクールソーシャルワーカーを支援が必要
な児童・生徒に繋げることができるよう、教育委員会・学校・教育相談室が連携し、活
動しやすい環境を整える必要がある。また、教育支援室における指導や、教育支援室
指導員の学校派遣等、実施している様々な事業について、その効果を検証し、町の実
態・実情に合った事業として見直しを行っていく必要がある。

年 度
成 果

Ａ目標を上回って達成できた。

説
明

 専任相談員と都が配置するスクールカウンセラーの連携を十分にとり、教育相談の充実を
図った。また、家庭と子供の支援員を十分に活用し、不登校が長期化する前に登校支援の充実
を図った。さらに、不登校が長期化している児童・生徒に対して、スクールソーシャルワーカー
が、関係機関と連携し、支援を行った。教室に入れないような児童・生徒のために教育支援室指
導員を各学校へ派遣し、学校内での別室指導を行った。

Ｂ目標をほぼ達成できた。

Ｃ目標を半分まで達成できた。

Ｄ目標を一部しか達成できなかった。

 専任相談員の全校配置、家庭と子供の支援員の活用、適応指導教室の運営等を通して、教育相談体制の
充実を図る。
〈専任相談員〉
児童や生徒・保護者・教職員からの、教育や子供の発達等に関わる相談に対して、専門的な立場から助言
を行うほか、令和３年度は専任相談員にスクールソーシャルワーカー的機能を付加し、不登校児童・生徒へ
の対応を行った。専任相談員は臨床心理士等の資格を有する者で、週２回各小学校へ派遣している。また、
町内の幼稚園・保育園への派遣相談も継続して実施している。
〈家庭と子供の支援員〉
学校から依頼された子供や家庭に対して、家庭訪問や支援等を積極的に行っている。
〈適応指導教室〉
適応指導教室いぶきを運営し、不登校児童・生徒の学校復帰に向けた支援に取り組む。また、いぶきの指
導員を各学校へ派遣し、教室へ入ることができない児童・生徒に対し別室での指導、及び日本語習得して
いない外国人等の児童・生徒への日本語指導を実施し、支援に取り組む。
〈スクールソーシャルワーカー〉
町立小・中学校において長期化する欠席児童・生徒への対応としてスクールソーシャルワーカーを各中学校
区に配置し、学校及び福祉との連携、学校・家庭を含めた環境の調整等を行い、長期欠席状態の改善に向
けた支援に取り組む。

  経 緯

（いつからどのよ
うに始まったの
か）

 



【予算・決算等の状況】

【事業の適正性】※「人員要求」はシート作成時、「人員要求」査定はヒアリング後、「評価・査定」は年度終了後企画政策課が記入

 必要である
●必要ではない

23,458 31,089 34,285

4

2,350 2,165

3,454

決算額

評価・査定

人員
要求

人員増の必要性

主 管 課

引き続き専任相談員を小学校各校１名、中学校1
名の計6名、中学校にスクールソーシャルワー
カーを２名配置。またスクールソーシャルワーカー
が学校や対象児童・生徒の自宅を訪問に使用す
る電動アシスト付き自転車購入のための増額

適応指導教室
指導員を各学
校へ派遣し、
日本語指導を
行うこととし、
日本語通訳に
係る経費を特
別支援教育事
業から変更し
たための増
額。また、日本
語通訳に係る
経費の人件費
を削減し、音
声翻訳機の導
入とした。

専任相談員を
小学校各校１
名、中学校1名
の計6名とす
る（現専任相
談員７名→６
名）。中学校へ
新たにスクー
ルソーシャル
ワーカーを２
名配置、教育
相談室内パソ
コンの更新の
ための増額

査 定

―

引き続き専
任相談員
を小学校
各校１名、
中学校1名
の計6名、
中学校に
スクール
ソーシャル
ワーカーを
２名配置。

144291

351

5 5

3,992

426 345

決算額

14

4,236 4,083

17

118

22

2,420

19,106 20,578 20,578

330 330

483

3,443

18,740

5

3,481

19,106

345

278

2,4202,4202,420 2,391

224

32,300

3,992

27,501

R6

（単位：千円）

4,236

4,241

行評要求 当初要求

807

協働状況
（予定）

●

協働による
効果
（見込み）

実施中

実施予定

検討中

未検討

協働事業名
（予定）

1,567

20,097

222214

807

3,481

6,370

379 483 431

6,859 6,859 6,573

351

査定後 決算額 行評要求

22

4

3,422 3,549

6,370

301

4,961

17,136

3,549

55

日本語通訳に関する経費（日本語通訳、音声翻訳機）

内
訳

地方債及びその他の特定財源

予
算
・
決
算
及
び
コ
メ
ン
ト

予算・決算等の構成

教育相談員による相談事業（臨床心理士等の雇用）

教育相談員研修事業

教育相談室の運営（消耗品費、費用弁償等）

コメント

国庫支出金

一般財源

適応指導教室事業（指導員の雇用、消耗品費等）

都支出金

教育相談研究会負担金

スクールソーシャルワーカー報酬

スクールソーシャルワーカー用備品（自転車等）

学校と家庭の連携推進事業

№

R5

31,835

29,242 26,95527,831 29,434

R4R3

21,891

【住民等との協働に関する状況】

32,630 34,477

年度

26,848

事務事業名 教育相談事業

担当部署 教育部 教育指導課 指導係

事業費

協働できない

807 797 807



 

【目標・成果等】※「目標」はシート作成時、「年度成果」、「課題」、「今後の方向性」は年度終了後に記入
 

●

 

 

●

 

 

● Ａ拡大
 Ｂ現状のまま継続
 Ｃ手段等の見直し
 Ｄ縮小
 Ｅ廃止・休止
 Ｆ完了・終了

事務事業名

10年後のめざす姿
確かな学力の向上と、社会の変化に対応できる思考力、判断力、表現力が育成され、子どもたちの個性と創造力が豊か
になっています。

長期総合計画基本構
想（重視すべき視点）

施策名 3
長期総合計画

施策分野

特別支援教育推進事業
教育部 教育指導課 指導係担当部署

作成者 臼井 里美

基本目標

創生

5

令和 5 年度事務事業評価シート
№

年 度
目 標

Ａ町長公約あるいは当該年度重要事業 

説
明

 特別支援教育の実施計画に基づき、教育相談、巡回相談、学校内にお
ける特別支援教育に係る組織運営（校内委員会）の支援等、システムの
確立と充実に向けた取り組みを継続的に進めて行く。また、情緒固定学
級の令和６年度開設に向けた準備を進めて行く。

Ｂ当該年度に新規を含む事業

Ｃ継続事業 

Ｄ規模を縮小していく事業 

根拠計画及び
根拠法令

 内容・目的

（どのようなこと
を行っているの
か・どのような状
態にしようとして
いるのか）

 昭和４９年に第一小学校、昭和５１年に瑞穂中学校に心身障害学級が開設されたことにより、現在に
至っている。
 平成１８年度の学校教育法の改正で、心身障害学級を特別支援学級と名称を変更し、知的障害や
発達障害の児童・生徒が自己の能力の向上に向けた教育が受けられるよう、適切な学習の場の確保
を具体化している。平成１７年度から教育支援補助員、教育支援スタッフ等の活用により、通常の学級
に在籍する学習障害者や注意欠陥多動性障害者等、発達障害の児童・生徒に対し、教育支援を行っ
ている。
 平成１８年度から第一小学校、平成１９年度から瑞穂中学校、平成２２年度から第四小学校、平成２３
年度から第二中学校に通級による指導学級を開設した。また、平成２６年度は第三小学校に第一小学
校の通級分室を開室し、平成２７年度には正式に開室した。
 平成３０年度から第一小学校、第三小学校、第四小学校の通級指導学級は閉室し、全小学校に特
別支援教室を設置した。
 令和２年度から瑞穂中学校、第二中学校の通級指導学級を閉室し、特別支援教室を設置したこと
で、町内全小中学校で特別支援教室を開設した。
 発達障害があり、通常の学級で学習するのが難しい特性がある児童向けの情緒障害固定学級を令
和６年度から開設するための準備を行う。

学校教育法、学校教育法施行令、瑞穂町特別支援教育就学支援委員会規則

事
業
概
要

確かな学力の育成と個性と創造力の伸長

－夢と志をもち、可能性に挑戦しようとする力を育む 重点

2 子どもたちがのびのびと育つまち

－

視点① 視点③

課題及び
今後の方向性

説
明

 自閉症や情緒障がいを持つ児童のための特別支援学級の指導の充実を進め、各学校における校内員会
等の適正な運営に向けた支援を行うとともに、自閉症・情緒障がい特別支援学級への転学の必要性を学
校で適切に検討できるよう支援していく。また、年々増加する特別支援教育に関する住民からのニーズに
応えるため、引き続き特別支援教育事業を推進していく。

年 度
成 果

Ａ目標を上回って達成できた。

説
明

 自閉症や情緒障がいをもつ児童のための特別支援学級の開設に向けて開設校の支援を行う
ことができた。また、入級する生徒の就学支援員会を適切に実施することができた。
また、特別支援教育の実施計画に基づき、教育相談を随時実施することができた。各学校にお
いて、特別支援教育に係る校内委員会の組織運営が確立された。

Ｂ目標をほぼ達成できた。

Ｃ目標を半分まで達成できた。

Ｄ目標を一部しか達成できなかった。

 特別な支援を必要とするすべての児童・生徒の自立や社会参加に向けた主体的な取り
組みを支援するために、幼児、児童・生徒一人ひとりが必要とする教育内容を把握し、そ
のもてる力を高め、生活や学習上の困難を改善又は克服するための適切な指導及び必
要な支援を行うことを目的とする。
・ 特別支援学級の教育課程の管理・指導
・ 特別支援学級使用教科書の選定
・ 特別支援学級の施設整備（備品・消耗品等）
・ 特別支援学級介助員の配置
・ 校外学習の支援 (介助員・看護師の派遣)
・ 通常の学級への支援として教育支援補助員の配置
・ 特別支援教室設置による環境整備の充実

  経 緯

（いつからどのよ
うに始まったの
か）

 



【予算・決算等の状況】

【事業の適正性】※「人員要求」はシート作成時、「人員要求」査定はヒアリング後、「評価・査定」は年度終了後企画政策課が記入

 必要である
●必要ではない

9,932 16,516

236

18

6

決算額

1,364

評価・査定

人員
要求

人員増の必要性

主 管 課

情緒固定学級の令和６年度開設に向けた備品等
の購入のための増額

適応指導
教室指導
員を各学
校へ派遣
し、日本語
指導を行う
こととし、日
本語通訳
に係る経費
を教育相
談事業へ
変更したた
めの減額

特別支援
学級の学
級数が増
えたため特
別支援学
級介助員
が増員と
なったこと
による増額

査 定

―

情緒固定
学級の開
設により介
助員の人
数が増える
ための増
額

1,399

365

264 330

321

197

6,540 6,540

55

6,540

51

70

287

55

7,436 7,436 7,436

5555

29

6,508

330

20

36

5,754

11,154

321

6,540

18,710

18,710

R6

（単位：千円）

行評要求 当初要求

299287

20

72

協働状況
（予定）

●

協働による
効果
（見込み）

実施中

実施予定

検討中

未検討

協働事業名
（予定）

1,632 1,632

72 72 81

365

査定後 決算額 行評要求

299

17

72

238

4,173

5,336

17

264278

42

41

4,394

特別支援学級の設置に係る経費（備品、消耗品等）

内
訳

地方債及びその他の特定財源

予
算
・
決
算
及
び
コ
メ
ン
ト

予算・決算等の構成

特別支援学級運営費（介助員）

特別支援学級運営費（校外学習補助金）

特別支援学級運営費（付添看護師）

コメント

国庫支出金

一般財源

就学支援委員会（旅費等）

都支出金

特別支援推進に関する経費（アドバイザー謝礼）

特別支援推進に関する経費（言語聴覚士）

教育支援事業（教育支援補助員報酬）

特別支援学級運営費（分担金）

№

R5

14,485

16,516 14,48516,624 16,749

R4R3

9,932

【住民等との協働に関する状況】

16,624 16,749

年度

事務事業名 特別支援教育推進事業

担当部署 教育部 教育指導課 指導係

事業費

協働できない

318

12,849

12,849

72

決算額

298

192

9

7,525



 

１ 基本目標・施策分野の名称

59,829

総事業費（計） 77,868 81,935 84,686 0 0

都支出金 7,086 4,985

令和４年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

一般財源 49,062

 （単位：千円）

２ 施策数値指標

地方債及びその他の特定財源 0 20,126 19,250

予 算 額

事業費/年度 令和３年度 令和４年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

一般財源 63,822 59,035 63,896

都支出金 13,474 5,536

説明・コメント

基本目標 2  子どもたちがのびのびと育つまち

施策分野 5  確かな学力の育成と個性と創造力の伸長

10年後のめざす姿
 確かな学力の向上と、社会の変化に対応できる思考力、判断力、表現力が育成され、子どもたちの個性と創
造力が豊かになっています。

指標名 現状値
実 績 令和7年度 目標値

（実績値）令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

60.8%
（令和元年度）

45.7% 47.8% 47.2%
65.0%

（       ）

中学校3年生における平日の授業以
外の勉強時間（家庭学習等の時間）が
1時間以上である生徒の割合

49.9%
（令和元年度）

62.8% 59.8% 52.2%
68.0%

（       ）

小学校6年生における平日の授業以
外の勉強時間（家庭学習等の時間）が
1時間以上である児童の割合

-

施 策 分 野 評 価 シ ー ト

総事業費（計） 89,161 85,446 89,749 0 0

国庫支出金 11,865 749 5,016

1,587

３ 予算・決算の状況  （単位：千円）

1,920 743 4,863

1,577

国庫支出金

決 算 額

事業費/年度 令和３年度

施策の評価（分析）

地方債及びその他の特定財源 19,800 19,387 18,417

56,820

 



令和6年度
当初予算額

1 学力向上事業 教育指導課

20,190

事務事業の概要
児童・生徒一人ひとりが、自分の夢や希望を実現し、社会に出ても逞しく生きていくために
は、生きる力の知的な側面としての学力が必要である。教育委員会では、児童・生徒の学力
向上に向け、これまで以上に学校教育の質的量的向上が必要であると考え、積極的に学力
向上策を推進していく。

№ 事務事業名 担当
令和5年度

当初予算額 決算額

38,948 38,366

４ 重点施策                 担当課 教育指導課

施策 1  全ての児童・生徒に確かな学力を育む 基本構想・重視すべき視点 町の魅力を際立たせる

年度 【進捗状況】（主な取組等） 【評価・査定】

令和３年度

学力向上に向け、児童・生徒が主体的に学ぶ力を育むため地域学校
協働本部の運営による放課後学習「学びのテーマパーク」を実施した
ほか、漢字・英語検定を実施することで、目標を明確化しその達成に
向けた自発的な学習を促すことができた。

コロナ禍においても、感染対策を講じ環境整備
を整えるとともに、放課後学習を継続したこと
は評価できる。

令和４年度

学力向上に向け、児童・生徒が主体的に学ぶ力を育むため地域学校
協働本部の運営による放課後学習「学びのテーマパーク」を実施した
ほか、漢字・英語検定を実施することで、目標を明確化しその達成に
向けた自発的な学習を促すことができた。

放課後学習を継続しているが、引き続き、地域
学校協働本部の創設、ふるさと学習「みずほ学」
を核にして、家庭、地域に働きかけ、強固な連携
を築きつつ、改善・充実を図られたい。

令和５年度

学力向上に向け、児童・生徒が主体的に学ぶ力を育むため地域学校
協働本部の運営による放課後学習「学びのテーマパーク」の内容を
拡充したほか、英語検定を実施することで、目標を明確化しその達
成に向けた自発的な学習を促すことができた。

令和６年度

令和７年度

担当課 学校教育課・教育指導課

施策 2  すこやかな体を育て、健康的に生活する力を育む 基本構想・重視すべき視点 町の魅力を際立たせる

年度 【進捗状況】（主な取組等） 【評価・査定】

５ 個別事務事業概要 （単位：千円）

令和３年度

児童・生徒が食に関する正しい知識、望ましい食習慣を身に着けると
ともに、食物アレルギー疾患に関する事故を防止するため、アレル
ギー疾患対応マニュアルに基づく校内研修等を実施した。(学校教育
課）
体力の向上や健康の増進とともに豊かな人間性を育む基礎となる部
活動が効率的・効果的に運営できるよう、各中学校に部活動指導補
助員を配置した。(教育指導課）

令和７年度

各学校の状況を踏まえ、部活動補助員を設置
し、状況に応じて随時改善に努めている。

令和４年度

児童・生徒が食に関する正しい知識、望ましい食習慣を身に付けると
ともに、食物アレルギー疾患に関する事故を防止するため、アレル
ギー疾患対応マニュアルに基づく校内研修等を実施した。(学校教育
課）
体力の向上や健康の増進とともに豊かな人間性を育む基礎となる部
活動が効率的・効果的に運営できるよう、各中学校に部活動指導補
助員を配置した。(教育指導課）

「瑞穂町部活動基本方針」を改訂し、教員以外の
適格者が、直接指導に参加できる部活動指導員
について規定したが、各学校の実情に合わせ、
地域移行を見据えた柔軟な対応が求められる。

令和５年度

児童・生徒が食に関する正しい知識、望ましい食習慣を身に付けると
ともに、食物アレルギー疾患に関する事故を防止するため、アレル
ギー疾患対応マニュアルに基づく校内研修等を実施した。（学校教育
課）
体力の向上や健康の増進とともに豊かな人間性を育む基礎となる部
活動が効率的・効果的に運営できるよう、各中学校に部活動指導員
及び部活動指導補助員を配置した。また、部活動コーディネーターを
新たに配置した。(教育指導課）

令和６年度



89,749 84,686合 計 額 71,332

№ 事務事業名 担当
令和5年度 令和6年度

当初予算額

3 特別支援教育推進事業 教育指導課

16,790

事務事業の概要
特別な支援を必要とするすべての児童・生徒の自立や社会参加に向けた主体的な取り組み
を支援するために、幼児、児童・生徒一人ひとりが必要とする教育内容を把握し、そのもてる
力を高め、生活や学習上の困難を改善又は克服するための適切な指導及び必要な支援を
行うことを目的とする。

当初予算額 決算額

16,516 14,485

令和6年度
当初予算額

2 教育相談事業 教育指導課

34,352

事務事業の概要
専任相談員の全校配置、家庭と子供の支援員の活用、適応指導教室の運営等を
通して、教育相談体制の充実を図る。

№ 事務事業名 担当
令和5年度

当初予算額 決算額

34,285 31,835



 

【目標・成果等】※「目標」はシート作成時、「年度成果」、「課題」、「今後の方向性」は年度終了後に記入
 

●

 

 

●

 

 

Ａ拡大
 Ｂ現状のまま継続
● Ｃ手段等の見直し
 Ｄ縮小
 Ｅ廃止・休止
 Ｆ完了・終了

視点① 視点③

課題及び
今後の方向性

説
明

 英語検定の補助事業及び学習サポーターに替わる教育支援スタッフ導入に向けて
の検証等を行い、町の学力向上事業を継続していくための予算について、国や東京
都の補助金制度を模索し、町の実態・実情にあった事業を推進していく必要がある。

年 度
成 果

Ａ目標を上回って達成できた。

説
明

 英語検定を実施することで、目標を明確化し、その達成に向けた児童・
生徒の自発的な学習を促すことができた。ＡＬＴの配置や少人数指導、学
習サポーターの効果的な活用や放課後学習「学びのテーマパーク」を実
施し、学力向上に取り組んだ。

Ｂ目標をほぼ達成できた。

Ｃ目標を半分まで達成できた。

Ｄ目標を一部しか達成できなかった。

 児童・生徒一人ひとりが、自分の夢や希望を実現し、社会に出ても逞しく生きていくためには、生きる力の
知的な側面としての学力が必要である。
 教育委員会では、児童・生徒の学力向上に向けこれまで以上に学校教育の質的量的向上が必要であると
考え、積極的に学力向上策を推進していく。
・国や都の学力調査の分析
・町学力調査の実施と経年比較による課題の把握
・授業改善推進プランの作成と実践
・学習サポーターの配置（主に小学１・２年生）、外国語指導助手の配置
・英語検定の実施
・東京ベーシックドリルの積極的な活用の促進
・「ストップ２２！」キャンペーンの実施
・ゲストティーチャーの活用等における体験的な学習を基にしたふるさと学習「みずほ学」の実施
・都補助事業「地域未来塾」を実施し、放課後学習「学びのテーマパーク」として全小中学校で取り組む。こ
の放課後学習はスクールガードリーダー事業と合わせ、地域学校協働本部が地域人材を活用し運営を行
う。令和５年度から各校の実態に合わせた放課後学習「学びのテーマパーク」を設定する。

  経 緯

（いつからどのよ
うに始まったの
か）

確かな学力の育成と個性と創造力の伸長

〇全ての児童・生徒に確かな学力を育む 重点

2 子どもがのびのびと育つまち

〇

年 度
目 標

Ａ町長公約あるいは当該年度重要事業 

説
明

 小学校では基礎的・基本的な内容の定着について、中学年でのその状況を把握するため、ま
た中学校では学年初めの段階における同一観点での調査結果を基に授業改善につなげるた
め、町独自の学力調査を実施し、児童・生徒の学力向上につなげるための学力向上施策の継
続を必要とする。また、地域学校協働本部において放課後学習「学びのテーマパーク」の運営を
行い、各学校が実態に合わせた取り組みを行い学力向上を目指す。

Ｂ当該年度に新規を含む事業

Ｃ継続事業 

Ｄ規模を縮小していく事業 

根拠計画及び
根拠法令

 内容・目的

（どのようなこと
を行っているの
か・どのような状
態にしようとして
いるのか）

・平成２０年度 町独自の学力調査（一部の学年、教科）と漢字検定の実施
・平成２１年度 再編交付金（防衛省の補助金）による教育向上基金の設立
・平成２２年度 町学力調査の拡大（小学校２年生以上と実施教科増）漢字検定の実施学年増、学習サポーターの配置、国語
辞典の教室配置、ＩＴ機器（電子黒板等）の導入
・平成２３年度 英語検定の実施（中学校３年生）
・平成２４年度 中学校の学習サポーター廃止、小学校２年生の時間数増
・平成２５年度 学習サポーターの小学１年生から３年生の全学級配置
・平成２６年度 町学力調査の休止、英語検定実施学年の変更（３年生から２年生へ）小学校「瑞穂町ステップアップ教室」の開
始
・平成２７年度 中学校「瑞穂町フューチャースクール」の開講、「ストップ２２！」キャンペーンの開始
・平成２８年度 小学校「瑞穂町フューチャースクール」の開講（６年生対象）、学習サポーターの配置変更（原則小学１・２年生）
・平成３０年度 町学力調査の実施（小学３・４年生、中学１～３年生）、学習サポーターの配置変更（小学１・２年生及び３年生の
一部
・令和２年度  小・中学校「瑞穂町フューチャースクール」を改善し、放課後学習「学びのテーマパーク」を開始し、地域学校協
働本部において地域人材を活用し運営を行う。
・令和３年度  放課後学習「学びのテーマパーク」の一環として中学３年生を対象とし、高校進学を目的とした学習支援「スタ
ディアシスト」事業を実施。地域学校協働本部事業としてスクールガードリーダーを開始。（スクールガードリーダーは令和4年
度から学校運営支援事業へ変更。）

第5次瑞穂町長期総合計画、第2次瑞穂町教育基本計画

事
業
概
要

令和 5 年度事務事業評価シート
№

事務事業名

10年後のめざす姿
確かな学力の向上と、社会の変化に対応できる思考力、判断力、表現力が育成され、子どもたちの個性と創造力が豊か
になっています、

長期総合計画基本構
想（重視すべき視点）

施策名 1
長期総合計画

施策分野

学力向上事業
教育部 教育指導課 指導係担当部署

作成者 臼井 里美

基本目標

創生

5

 



【予算・決算等の状況】

【事業の適正性】※「人員要求」はシート作成時、「人員要求」査定はヒアリング後、「評価・査定」は年度終了後企画政策課が記入

 必要である
●必要ではない

983

№

R5

38,366

18,138 18,38920,082 18,138

R4R3

17,239

【住民等との協働に関する状況】

40,465 38,948

年度

事務事業名 学力向上事業

担当部署 教育部 教育指導課 指導係

事業費

協働できない

協働状況
（予定）

備品・消耗品購入（指導者用デジタル教科書）

内
訳

地方債及びその他の特定財源

予
算
・
決
算
及
び
コ
メ
ン
ト

予算・決算等の構成

学力調査委託料

英語指導助手派遣

学習サポーター

コメント

国庫支出金

一般財源

英語検定委託料

都支出金

消耗品（英語検定テキスト）

放課後学習「学びのテーマパーク」謝礼

地域学校協働本部スクールガードリーダー謝礼

漢字検定委託料

5,519

9,44910,544

780

19,800

835

2,948

2,216

2,340

650

1,116

1,064

協働による
効果
（見込み）

学習サポーターの雇用、地域学校協働本部事業による「学びのテーマパーク」の学習支援員の雇用
を洗練することにより、学力の向上につながる。

実施中

実施予定

検討中

未検討

協働事業名
（予定）

学習サポーター

地域学校協働本部

●

R6

（単位：千円）

780

行評要求 当初要求

983

25,082

27,048

983

行評要求決算額

2,340 2,9482,340

24,830

9,449

24,661

256

733

331

835

12,393

9,449

23,456

5,472

10,544

1,163 1,163 1,163

24,830

330 331

1,1631,033

983

18,417

24,830

19,250 19,250 18,417

9,343

780 780

査定後

780 780

評価・査定

人員
要求

人員増の必要性

主 管 課

引き続き、放課後学習「学びのテーマパーク」、町
独自の学力調査、英語検定、学習サポーターの
各施策を実施する。

放課後学習「学び
のテーマパーク」、
町独自の学力調
査、漢字・英語検
定、学習サポー
ター・補習指導員、
東京ベ－シックドリ
ルの活用の各施策
を実施する。「学び
のテーマパーク」の
一環として中学３
年生を対象とした
スタディアシスト事
業の実施、地域学
校協働本部事業と
してスクールガード
リーダーの実施、
及び中学校の新し
い教科書に対応し
た指導者用デジタ
ル教科書購入のた
め増額。

引き続き、放課後
学習「学びのテー
マパーク」、町独自
の学力調査、漢字・
英語検定、学習サ
ポーター・補習指
導員、東京ベ－
シックドリルの活用
の各施策を実施す
る。東京都のモデ
ル事業として令和３
年度にスタディアシ
スト事業を「学びの
テーマパーク」の一
環として実施した
が、令和４年は実
施しないため減
額。地域学校協働
本部事業のスクー
ルガードリーダー
は学校運営支援事
業へ変更。

査 定

―

引き続き、
放課後学
習「学びの
テーマパー
ク」、町独
自の学力
調査、学習
サポーター
の各施策
を実施す
る。

44,478 38,948

249

735

1,920

721

決算額

37,997

17,123

744

19,387

9,252

743

679

1,051

678

2,225

決算額

23,878

234



 

【目標・成果等】※「目標」はシート作成時、「年度成果」、「課題」、「今後の方向性」は年度終了後に記入
 

●

 

 

●

 

 

Ａ拡大
● Ｂ現状のまま継続
 Ｃ手段等の見直し
 Ｄ縮小
 Ｅ廃止・休止
 Ｆ完了・終了

事務事業名

10年後のめざす姿
確かな学力の向上と、社会の変化に対応できる思考力、判断力、表現力が育成され、子どもたちの個性と創造力が豊か
になっています。

長期総合計画基本構
想（重視すべき視点）

施策名 3
長期総合計画

施策分野

教育相談事業
教育部 教育指導課 指導係担当部署

作成者 臼井 里美

基本目標

創生

5

令和 5 年度事務事業評価シート
№

年 度
目 標

Ａ町長公約あるいは当該年度重要事業 

説
明

 専任相談員とスクールソーシャルワーカー、都が配置するスクールカウンセラーの連携を十分
にとり、学校と協力し教育相談及び不登校対策の充実を図る。また、家庭と子供の支援員の十
分な活用を図る。さらに、適応指導教室の児童・生徒の学校復帰に向けた支援の充実を図る。
また、引き続き適応指導教室の指導員によるオンライン授業、別室指導、日本語習得していな
い外国人等の児童・生徒への日本語指導を実施し、支援に取り組む。

Ｂ当該年度に新規を含む事業

Ｃ継続事業 

Ｄ規模を縮小していく事業 

根拠計画及び
根拠法令

 内容・目的

（どのようなこと
を行っているの
か・どのような状
態にしようとして
いるのか）

〈専任相談員〉
・昭和５４年度より教育相談室を町民会館内に設置し、教育相談事業を始めた。
・平成１０年４月から臨床心理士を雇用し、専門的なカウンセリングによる相談内容の充実を図る。
・平成２４年度には５名から７名に増やし、全小・中学校に週２回派遣する体制となる。（平成４年度から６名とし、小学校のみ派
遣）
〈都スクールカウンセラー〉
・平成１３年度に「心の相談員」として、都の臨床心理士が瑞穂中学校に配置
・平成１４年度より「スクールカウンセラー」として、瑞穂中学校・第二中学校に配置
・平成２０年度より第四小学校、平成２３年度には第一小学校、第二小学校、第三小学校、平成２５年に第五小学校に配置
〈適応指導教室〉
・平成１５年１月から、適応指導教室「スタディルーム・いぶき」をスカイホール内に開設
・令和元年度から校長からの要請に基づき、適応指導教室指導員を各学校へ派遣し、教室へ入ることができない児童・生徒に
対し別室での指導を実施
〈家庭と子供の支援員〉
・平成２３年度から「家庭と子供の支援員」を配置。現在は、全小・中学校に配置されている。
〈スクールソーシャルワーカー〉
・平成２２年度スクールソーシャルワーカーを配置、教育相談体制の充実に伴い、平成２６年度から配置のとりやめ
・令和4年度長期化する欠席児童・生徒への支援対策として、改めてスクールソーシャルワーカーを町立中学校へ２名配置

瑞穂町教育相談室設置規則（昭和５４年３月２８日教育委員会規則第４号）

事
業
概
要

確かな学力の育成と個性と創造力の伸長

－夢の志をもち、可能性に挑戦しようとする力を育む 重点

2 子どもたちがのびのびと育つまち

－

視点① 視点③

課題及び
今後の方向性

説
明

 不登校児童・生徒の支援として設置するスクールソーシャルワーカーを支援が必要
な児童・生徒に繋げることができるよう、教育委員会・学校・教育相談室が連携し、活
動しやすい環境を整える必要がある。また、教育支援室における指導や、教育支援室
指導員の学校派遣等、実施している様々な事業について、その効果を検証し、町の実
態・実情に合った事業として見直しを行っていく必要がある。

年 度
成 果

Ａ目標を上回って達成できた。

説
明

 専任相談員と都が配置するスクールカウンセラーの連携を十分にとり、教育相談の充実を
図った。また、家庭と子供の支援員を十分に活用し、不登校が長期化する前に登校支援の充実
を図った。さらに、不登校が長期化している児童・生徒に対して、スクールソーシャルワーカー
が、関係機関と連携し、支援を行った。教室に入れないような児童・生徒のために教育支援室指
導員を各学校へ派遣し、学校内での別室指導を行った。

Ｂ目標をほぼ達成できた。

Ｃ目標を半分まで達成できた。

Ｄ目標を一部しか達成できなかった。

 専任相談員の全校配置、家庭と子供の支援員の活用、適応指導教室の運営等を通して、教育相談体制の
充実を図る。
〈専任相談員〉
児童や生徒・保護者・教職員からの、教育や子供の発達等に関わる相談に対して、専門的な立場から助言
を行うほか、令和３年度は専任相談員にスクールソーシャルワーカー的機能を付加し、不登校児童・生徒へ
の対応を行った。専任相談員は臨床心理士等の資格を有する者で、週２回各小学校へ派遣している。また、
町内の幼稚園・保育園への派遣相談も継続して実施している。
〈家庭と子供の支援員〉
学校から依頼された子供や家庭に対して、家庭訪問や支援等を積極的に行っている。
〈適応指導教室〉
適応指導教室いぶきを運営し、不登校児童・生徒の学校復帰に向けた支援に取り組む。また、いぶきの指
導員を各学校へ派遣し、教室へ入ることができない児童・生徒に対し別室での指導、及び日本語習得して
いない外国人等の児童・生徒への日本語指導を実施し、支援に取り組む。
〈スクールソーシャルワーカー〉
町立小・中学校において長期化する欠席児童・生徒への対応としてスクールソーシャルワーカーを各中学校
区に配置し、学校及び福祉との連携、学校・家庭を含めた環境の調整等を行い、長期欠席状態の改善に向
けた支援に取り組む。

  経 緯

（いつからどのよ
うに始まったの
か）

 



【予算・決算等の状況】

【事業の適正性】※「人員要求」はシート作成時、「人員要求」査定はヒアリング後、「評価・査定」は年度終了後企画政策課が記入

 必要である
●必要ではない

23,458 31,089 34,285

4

2,350 2,165

3,454

決算額

評価・査定

人員
要求

人員増の必要性

主 管 課

引き続き専任相談員を小学校各校１名、中学校1
名の計6名、中学校にスクールソーシャルワー
カーを２名配置。またスクールソーシャルワーカー
が学校や対象児童・生徒の自宅を訪問に使用す
る電動アシスト付き自転車購入のための増額

適応指導教室
指導員を各学
校へ派遣し、
日本語指導を
行うこととし、
日本語通訳に
係る経費を特
別支援教育事
業から変更し
たための増
額。また、日本
語通訳に係る
経費の人件費
を削減し、音
声翻訳機の導
入とした。

専任相談員を
小学校各校１
名、中学校1名
の計6名とす
る（現専任相
談員７名→６
名）。中学校へ
新たにスクー
ルソーシャル
ワーカーを２
名配置、教育
相談室内パソ
コンの更新の
ための増額

査 定

―

引き続き専
任相談員
を小学校
各校１名、
中学校1名
の計6名、
中学校に
スクール
ソーシャル
ワーカーを
２名配置。

144291

351

5 5

3,992

426 345

決算額

14

4,236 4,083

17

118

22

2,420

19,106 20,578 20,578

330 330

483

3,443

18,740

5

3,481

19,106

345

278

2,4202,4202,420 2,391

224

32,300

3,992

27,501

R6

（単位：千円）

4,236

4,241

行評要求 当初要求

807

協働状況
（予定）

●

協働による
効果
（見込み）

実施中

実施予定

検討中

未検討

協働事業名
（予定）

1,567

20,097

222214

807

3,481

6,370

379 483 431

6,859 6,859 6,573

351

査定後 決算額 行評要求

22

4

3,422 3,549

6,370

301

4,961

17,136

3,549

55

日本語通訳に関する経費（日本語通訳、音声翻訳機）

内
訳

地方債及びその他の特定財源

予
算
・
決
算
及
び
コ
メ
ン
ト

予算・決算等の構成

教育相談員による相談事業（臨床心理士等の雇用）

教育相談員研修事業

教育相談室の運営（消耗品費、費用弁償等）

コメント

国庫支出金

一般財源

適応指導教室事業（指導員の雇用、消耗品費等）

都支出金

教育相談研究会負担金

スクールソーシャルワーカー報酬

スクールソーシャルワーカー用備品（自転車等）

学校と家庭の連携推進事業

№

R5

31,835

29,242 26,95527,831 29,434

R4R3

21,891

【住民等との協働に関する状況】

32,630 34,477

年度

26,848

事務事業名 教育相談事業

担当部署 教育部 教育指導課 指導係

事業費

協働できない

807 797 807



 

【目標・成果等】※「目標」はシート作成時、「年度成果」、「課題」、「今後の方向性」は年度終了後に記入
 

●

 

 

●

 

 

● Ａ拡大
 Ｂ現状のまま継続
 Ｃ手段等の見直し
 Ｄ縮小
 Ｅ廃止・休止
 Ｆ完了・終了

事務事業名

10年後のめざす姿
確かな学力の向上と、社会の変化に対応できる思考力、判断力、表現力が育成され、子どもたちの個性と創造力が豊か
になっています。

長期総合計画基本構
想（重視すべき視点）

施策名 3
長期総合計画

施策分野

特別支援教育推進事業
教育部 教育指導課 指導係担当部署

作成者 臼井 里美

基本目標

創生

5

令和 5 年度事務事業評価シート
№

年 度
目 標

Ａ町長公約あるいは当該年度重要事業 

説
明

 特別支援教育の実施計画に基づき、教育相談、巡回相談、学校内にお
ける特別支援教育に係る組織運営（校内委員会）の支援等、システムの
確立と充実に向けた取り組みを継続的に進めて行く。また、情緒固定学
級の令和６年度開設に向けた準備を進めて行く。

Ｂ当該年度に新規を含む事業

Ｃ継続事業 

Ｄ規模を縮小していく事業 

根拠計画及び
根拠法令

 内容・目的

（どのようなこと
を行っているの
か・どのような状
態にしようとして
いるのか）

 昭和４９年に第一小学校、昭和５１年に瑞穂中学校に心身障害学級が開設されたことにより、現在に
至っている。
 平成１８年度の学校教育法の改正で、心身障害学級を特別支援学級と名称を変更し、知的障害や
発達障害の児童・生徒が自己の能力の向上に向けた教育が受けられるよう、適切な学習の場の確保
を具体化している。平成１７年度から教育支援補助員、教育支援スタッフ等の活用により、通常の学級
に在籍する学習障害者や注意欠陥多動性障害者等、発達障害の児童・生徒に対し、教育支援を行っ
ている。
 平成１８年度から第一小学校、平成１９年度から瑞穂中学校、平成２２年度から第四小学校、平成２３
年度から第二中学校に通級による指導学級を開設した。また、平成２６年度は第三小学校に第一小学
校の通級分室を開室し、平成２７年度には正式に開室した。
 平成３０年度から第一小学校、第三小学校、第四小学校の通級指導学級は閉室し、全小学校に特
別支援教室を設置した。
 令和２年度から瑞穂中学校、第二中学校の通級指導学級を閉室し、特別支援教室を設置したこと
で、町内全小中学校で特別支援教室を開設した。
 発達障害があり、通常の学級で学習するのが難しい特性がある児童向けの情緒障害固定学級を令
和６年度から開設するための準備を行う。

学校教育法、学校教育法施行令、瑞穂町特別支援教育就学支援委員会規則

事
業
概
要

確かな学力の育成と個性と創造力の伸長

－夢と志をもち、可能性に挑戦しようとする力を育む 重点

2 子どもたちがのびのびと育つまち

－

視点① 視点③

課題及び
今後の方向性

説
明

 自閉症や情緒障がいを持つ児童のための特別支援学級の指導の充実を進め、各学校における校内員会
等の適正な運営に向けた支援を行うとともに、自閉症・情緒障がい特別支援学級への転学の必要性を学
校で適切に検討できるよう支援していく。また、年々増加する特別支援教育に関する住民からのニーズに
応えるため、引き続き特別支援教育事業を推進していく。

年 度
成 果

Ａ目標を上回って達成できた。

説
明

 自閉症や情緒障がいをもつ児童のための特別支援学級の開設に向けて開設校の支援を行う
ことができた。また、入級する生徒の就学支援員会を適切に実施することができた。
また、特別支援教育の実施計画に基づき、教育相談を随時実施することができた。各学校にお
いて、特別支援教育に係る校内委員会の組織運営が確立された。

Ｂ目標をほぼ達成できた。

Ｃ目標を半分まで達成できた。

Ｄ目標を一部しか達成できなかった。

 特別な支援を必要とするすべての児童・生徒の自立や社会参加に向けた主体的な取り
組みを支援するために、幼児、児童・生徒一人ひとりが必要とする教育内容を把握し、そ
のもてる力を高め、生活や学習上の困難を改善又は克服するための適切な指導及び必
要な支援を行うことを目的とする。
・ 特別支援学級の教育課程の管理・指導
・ 特別支援学級使用教科書の選定
・ 特別支援学級の施設整備（備品・消耗品等）
・ 特別支援学級介助員の配置
・ 校外学習の支援 (介助員・看護師の派遣)
・ 通常の学級への支援として教育支援補助員の配置
・ 特別支援教室設置による環境整備の充実

  経 緯

（いつからどのよ
うに始まったの
か）

 



【予算・決算等の状況】

【事業の適正性】※「人員要求」はシート作成時、「人員要求」査定はヒアリング後、「評価・査定」は年度終了後企画政策課が記入

 必要である
●必要ではない

9,932 16,516

236

18

6

決算額

1,364

評価・査定

人員
要求

人員増の必要性

主 管 課

情緒固定学級の令和６年度開設に向けた備品等
の購入のための増額

適応指導
教室指導
員を各学
校へ派遣
し、日本語
指導を行う
こととし、日
本語通訳
に係る経費
を教育相
談事業へ
変更したた
めの減額

特別支援
学級の学
級数が増
えたため特
別支援学
級介助員
が増員と
なったこと
による増額

査 定

―

情緒固定
学級の開
設により介
助員の人
数が増える
ための増
額

1,399

365

264 330

321

197

6,540 6,540

55

6,540

51

70

287

55

7,436 7,436 7,436

5555

29

6,508

330

20

36

5,754

11,154

321

6,540

18,710

18,710

R6

（単位：千円）

行評要求 当初要求

299287

20

72

協働状況
（予定）

●

協働による
効果
（見込み）

実施中

実施予定

検討中

未検討

協働事業名
（予定）

1,632 1,632

72 72 81

365

査定後 決算額 行評要求

299

17

72

238

4,173

5,336

17

264278

42

41

4,394

特別支援学級の設置に係る経費（備品、消耗品等）

内
訳

地方債及びその他の特定財源

予
算
・
決
算
及
び
コ
メ
ン
ト

予算・決算等の構成

特別支援学級運営費（介助員）

特別支援学級運営費（校外学習補助金）

特別支援学級運営費（付添看護師）

コメント

国庫支出金

一般財源

就学支援委員会（旅費等）

都支出金

特別支援推進に関する経費（アドバイザー謝礼）

特別支援推進に関する経費（言語聴覚士）

教育支援事業（教育支援補助員報酬）

特別支援学級運営費（分担金）

№

R5

14,485

16,516 14,48516,624 16,749

R4R3

9,932

【住民等との協働に関する状況】

16,624 16,749

年度

事務事業名 特別支援教育推進事業

担当部署 教育部 教育指導課 指導係

事業費

協働できない

318

12,849

12,849

72

決算額

298

192

9

7,525



 

１ 基本目標・施策分野の名称

100% 100%

4校 4校 2校

100%
（       ）

３ 予算・決算の状況  （単位：千円）

教員の出退勤システムの導入校
数

100%

-

施 策 分 野 評 価 シ ー ト

予 算 額

10年後のめざす姿
 教育現場のICT環境が整備されるとともに、新しい時代の教育の実現に向けた学校と地域の連携・協働が
行われています。

指標名 現状値
実 績 令和7年度 目標値

（実績値）令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

２ 施策数値指標

7校（全校）
（       ）

タブレット型パソコンの児童・生
徒への配備率

14％
（令和2年10月現在）

基本目標 2  子どもたちがのびのびと育つまち

施策分野 6  安全な学校と信頼される教育の確立

0校
（令和2年10月現在）

一般財源 111,165 235,029 243,201

0校
（令和2年10月現在）

7校（全校） 7校（全校） 7校（全校）

3校
（       ）

説明・コメント

小学校スクールガードリーダー
の委嘱校数

事業費/年度 令和３年度 令和４年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

国庫支出金 0 3,408 10,629

都支出金 23,161 18,255 16,490

地方債及びその他の特定財源 0 0 0

総事業費（計） 134,326 256,692 270,320 0 0

決 算 額

事業費/年度 令和３年度 令和４年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

 （単位：千円）

施策の評価（分析）

地方債及びその他の特定財源 0 0 24,210

総事業費（計） 188,187 224,452 299,471 0 0

都支出金 21,395 21,138 92,361

一般財源 166,419 196,750 159,656

国庫支出金 373 6,564 23,244

 



４ 重点施策                 担当課 学校教育課

施策 1  安全で質の高い教育をささえる環境の整備と安全に生活する力を育む 基本構想・重視すべき視点 危機に備える

当初予算額 決算額

62,154 57,389

当初予算額 決算額

2,040 2,040

令和６年度

令和７年度

令和４年度

ＧＩＧＡスクール構想推進のためＩＣＴ支援の業務委託を行った。
通学路の安全確保のため、関係課及び関係機関と連携し安全点検を実施し
た。
経済的理由により、就学が困難と認められる児童・生徒の保護者に対して行
う就学援助費の支給認定及び支給を的確かつ迅速に行った。
経済的理由により、高等学校等（中等教育学校の後期課程含む。）に入学す
ることが困難な者に対し、入学に必要な資金の一部を支給した。

ＧＩＧＡスクール構想推進から２年が経過し、児
童・生徒の学力上に結びついているのか、成果・
効果の検証が必要である。就学援助費等の事務
については、着実に執行されたい。

令和５年度

ＧＩＧＡスクール構想推進のためＩＣＴ支援の業務委託を行った。
通学路の安全確保のため、関係課及び関係機関と連携し安全点検を実施し
た。
経済的理由により、就学が困難と認められる児童・生徒の保護者に対して行
う就学援助費の支給認定及び支給を的確かつ迅速に行った。
経済的理由により、高等学校等（中等教育学校の後期課程含む。）に入学す
ることが困難な者に対し、入学に必要な資金の一部を支給した。

年度 【進捗状況】（主な取組等） 【評価・査定】

令和３年度

学校施設の維持管理・修繕を行い、今後の設計・工事に向けた内部調査を進
めた。令和2年度に整備したICT環境について、インターネット接続方式の変
更を行う等、ネットワーク通信速度の改善を図った。
新型コロナウイルス感染拡大に伴う学校休業等に対応できるよう、瑞穂町学
習用タブレット等利用規程及び学習用タブレット接続用モバイルルーター貸与
規程を制定した。また、ＧＩＧＡスクール構想推進のためＩＣＴ支援の業務委託
を行うとともに、通信環境の整備に努めた。
通学路の安全確保のため、関係課及び関係機関と連携し安全点検を実施し
た。
経済的理由により、就学が困難と認められる児童・生徒の保護者に対して行
う就学援助費の支給認定及び支給を的確かつ迅速に行った。さらに、高等学
校等（中等教育学校の後期課程含む。）に入学することが困難な者に対し、入
学に必要な資金の一部を支給した。

ＧＩＧＡスクール構想に対応しながら、校内ネッ
トワーク等の整備で、教育現場のＩＣＴ環境が着
実に整備されている。国から示された通学路の
合同点検フロー図を参考に、これまでの合同点
検を踏まえ、交通危険箇所の把握を引き続き強
化されたい。教育振興基金を活用した就学援助
は、「寄付者の意向」を最大限尊重しており、こ
の事業が継続されることを望む。

№ 事務事業名 担当
令和5年度 令和6年度

当初予算額当初予算額 決算額

2
学校施設整備事業
（教室等改修）

学校教育課

267,004

事務事業の概要
学校教育を進める上で必要な施設等の機能を確保するため、必要な整備等を行
う。

№ 事務事業名 担当
令和5年度 令和6年度

当初予算額

1

学校施設整備事業
（プール、除湿温度保持機
能復旧、校庭芝生化、
ICT整備、水飲栓直結
化）

学校教育課

169,852 210,109

５ 個別事務事業概要 （単位：千円）

3 奨学金支給制度事業 学校教育課

19,351

事務事業の概要
各学校とも老朽化がすすみ、各教室における改修が必要な状況となっており、児
童・生徒の安全かつ快適な学習環境及び教職員の効率的な事務執行を支援する
ため、各校の教室などの改修や防犯カメラの更新などを行う。

№ 事務事業名 担当
令和5年度 令和6年度

当初予算額

2,400

事務事業の概要
経済的理由により、高等学校等に入学することが困難な者に対し、入学に必要な資金を支
給することにより、教育の機会均等を図り、もって社会に貢献する有為な人材を育成するこ
とを目的とする。奨学金の支給については、申請者が生計を一にする世帯の前年の収入額
を基準として審査し、基準に適合する世帯の生徒に対し、入学に必要な費用の一部として、
一律6万円を支給する。

再掲として、７－４公共施設マネジメントに記載あり

再掲として、７－４公共施設マネジメントに記載あり



№ 事務事業名 担当
令和5年度 令和6年度

当初予算額当初予算額 決算額

35,325

事務事業の概要

13,758

事務事業の概要
平成３０年１０月に作成した「瑞穂町立学校における働き方改革推進プラン」及び令和２
年３月に一部改正した瑞穂町公立学校の管理運営規則（教職員の業務量の適切な管
理）に則り、国や都の動向を見定めながら、教職員の負担軽減に繋げていく。
教員の事務負担を減らすことにより、児童・生徒の指導及び教材研究に注力できる体
制を作る。

合 計 額 339,862

6
学校における働き方の取
組

教育指導課

12,866 13,481

270,320 299,471

子どもたちが安全で安心した学校生活を送るために、教育行政を力強く展開すること
が求められる。そのために、学校、家庭、地域の協働と町民の教育参加を勧めるととも
に、効率的で透明性の高い開かれた学校経営への改革を図ることを目的とする。

№ 事務事業名 担当
令和5年度 令和6年度

当初予算額

4 学校運営支援事業 教育指導課

21,355 14,745

当初予算額 決算額

№ 事務事業名 担当
令和5年度 令和6年度

当初予算額当初予算額 決算額

5 教員研修事業 教育指導課

2,053 1,707 2,024

事務事業の概要
児童・生徒の学力向上及び健全な育成を図るために、人権教育、道徳教育、特別支援教育、
教科に関する専門研修、学校経営､学級経営等の研修を実施するとともに、東京都教育委
員会主催の研修等を受講させ、教職員の資質と指導力の向上を目指す。また、中学校教職
員に対し、民間事業者による授業コンサルティング・コーチングを取り入れ、学力向上へ向け
た授業の質的改善を図る。さらに、ＧＩＧＡスクール構想の実現により必要となる教員のＩＣＴ
活用指導力の向上を目指した研修の充実を図る。



 

【目標・成果等】※「目標」はシート作成時、「年度成果」、「課題」、「今後の方向性」は年度終了後に記入
 

●

 

 

●

 

 

Ａ拡大
● Ｂ現状のまま継続
 Ｃ手段等の見直し
 Ｄ縮小
 Ｅ廃止・休止
 Ｆ完了・終了

視点① 視点③ 視点④

課題及び
今後の方向性

説
明
瑞穂町学校施設長寿命化計画に基づき、計画的に改修工事等を実施する。

年 度
成 果

Ａ目標を上回って達成できた。

説
明

漏水解消を目的に大・小プール槽及びプールサイドの改修を予定していたが、大
プール槽は漏水がなく現状での使用に問題がないため、工事を予定したいたが取
りやめた。小プール槽及びプールサイドについて予定どおり改修を行い、漏水の解
消、学校施設の安全性の確保及び長寿命化を図った。

Ｂ目標をほぼ達成できた。

Ｃ目標を半分まで達成できた。

Ｄ目標を一部しか達成できなかった。

昭和60年代より平成2年度までに各小中学校にプール循環ろ過機を設置した。耐用年
数が15年程度であるので、各校の循環ろ過機の老朽が指摘されており、順次交換が必
要となっているため、操作性や洗浄時間・洗浄水量などにおいてランニングコストに優れ
た全自動珪藻土可逆式ろ過装置への取替工事を施工し、安全かつ快適な学習環境を整
備する。また、各校ともプール床面及び壁面が老朽化により、塗装の剥離が見られる状況
であり、安全性を保つために改修をする。

  経 緯

（いつからどのよ
うに始まったの
か）

安全な学校と信頼される教育の確立
公共施設マネジメント

〇
安全で質の高い教育をささえる環境の整備と安全に生活する力
を育む既存施設の適切な維持管理

重点

2
7

子どもたちがのびのびと育つまち
総合計画の実現に向けて

－

年 度
目 標

Ａ町長公約あるいは当該年度重要事業 

説
明
三小プール槽等改修工事を実施し、安全性の確保を図る。

Ｂ当該年度に新規を含む事業

Ｃ継続事業 

Ｄ規模を縮小していく事業 

根拠計画及び
根拠法令

 内容・目的

（どのようなこと
を行っているの
か・どのような状
態にしようとして
いるのか）

プールの塗装については、平成13年度に事業計画し、平成15年度から実施という位置付けと
なった。既に平成14年度に企画課（当時）の現地調査は終了し、事業の承認はされている。
平成17年度、五小塗装工事、平成18年度、瑞中塗装工事、
平成27年度、三小塗装工事を実施した。平成26年度から27年度にかけて、五小のプール床面
及び壁面の塗装改修工事、平成29年度、二小塗装改修工事、平成30年度、二小プール付属棟
屋上防水等工事、令和元年度、一小プール槽改修工事、令和4年度、三小プール付属棟屋上防
水工事及び二中プール槽等改修工事を実施した。
平成16年度、三小ろ過機取替工事
平成17年度、二小ろ過機取替工事
平成18年度、瑞中ろ過機取替工事
平成21年度、四小ろ過機取替工事
平成22年度、五小ろ過機取替工事
平成23年度、二中ろ過器取替工事
平成28年度、一小ろ過機取替工事を実施した。

第５次瑞穂町長期総合計画、学校環境衛生の基準、第２次瑞穂町教育基本計画、瑞穂町学校施設長寿命
化計画

事
業
概
要

令和 5 年度事務事業評価シート
№

事務事業名

10年後のめざす姿
教育現場のＩＣＴ環境が整備されるとともに、新しい時代の教育の実現に向けた学校と地
域の連携・協働が行われています。

長期総合計画基本構
想（重視すべき視点）

施策名
1
1

長期総合計画
施策分野

学校施設整備事業（プール）
教育部 学校教育課 庶務係担当部署

作成者 栗原 崇行

基本目標

創生

6
4

 



【予算・決算等の状況】

【事業の適正性】※「人員要求」はシート作成時、「人員要求」査定はヒアリング後、「評価・査定」は年度終了後企画政策課が記入

 必要である
●必要ではない

3,009

2,375

決算額

12,532

18,224

18,224

7,000

№

R5

10,305

18,603 2,30515,917 18,603

R4R3

1,387

【住民等との協働に関する状況】

15,917 18,603

年度

事務事業名 学校施設整備事業（プール）

担当部署 教育部 学校教育課 庶務係

事業費

協働できない

協働状況
（予定）

内
訳

地方債及びその他の特定財源

予
算
・
決
算
及
び
コ
メ
ン
ト

予算・決算等の構成

プール関連修繕

保守点検委託

プール床塗装等工事

コメント

国庫支出金

一般財源

プール付属棟屋上防水等工事

都支出金

プール漏水調査委託

308308308

1,079

●

協働による
効果

（見込み）

実施中

実施予定

検討中

未検討

協働事業名
（予定）

R6

（単位：千円）

行評要求 当初要求

1,406

1,406

833 1,098

17,891

308

8,944

220

308

14,511

1,000

308

17,891

1,098 404 404

査定後 決算額 行評要求

評価・査定

人員
要求

床面及び壁面については、期間的制約もあるため、大がかりな改
修工事ではなく、シート被覆・塗装改修のみを計画している。
ろ過機については老朽化が進んでいるため、ランニングコスト・設
置スペース等を考慮し、可逆式洗浄が行える珪藻土ろ過機に取
り替えることにより、珪藻土の使用量も少なく、フィルター洗浄水
道代も安くなり、なおかつ洗浄時間も短くなるとともに、教員の負
担を減らすことができる。

人員増の必要性

主 管 課

三小プール槽等改修工事を実施し、安全性の確
保を図る。
（追加）二小プールで漏水を確認したため、漏水
調査委託を実施

維持管理
修繕

維持管理
修繕
三小プール
付属棟屋
上防水工
事、二中
プール槽等
改修工事
を実施

査 定

―

維持管理
修繕

308

1,387 18,603

決算額



 

【目標・成果等】※「目標」はシート作成時、「年度成果」、「課題」、「今後の方向性」は年度終了後に記入
 

●

 

 

●

 

 

Ａ拡大
● Ｂ現状のまま継続
 Ｃ手段等の見直し
 Ｄ縮小
 Ｅ廃止・休止
 Ｆ完了・終了

視点① 視点③ 視点④

課題及び
今後の方向性

説
明

五小の空調設備について、令和６年度も引き続き工事を実施する。二中について、防
衛省の補助金を活用して令和７年度に設計委託を発注できるよう、防衛省（北関東防
衛局）と調整を行う。

年 度
成 果

Ａ目標を上回って達成できた。

説
明

五小については、工事設計を完了し当初の工事予定を早め、令和５・６年
度事業として発注した。ただし、設計委託については、予定していた防衛
省（北関東防衛局）の補助金を獲得することができなかった。また、二中に
ついて北関東防衛局と事前協議を実施した。

Ｂ目標をほぼ達成できた。

Ｃ目標を半分まで達成できた。

Ｄ目標を一部しか達成できなかった。

長期総合計画に掲げる教育環境の整備に基づき、児童・生徒の教育の場として落ち着いた良好な教育環境で学習がで
きるよう学校施設を整備する。また、経年により老朽化した施設の改修や時代に即した学校施設の整備を行う。
老朽化した空調設備を改修するもので、普通教室の個別空調化を基本として進めていく。空調機器の維持管理を行う
とともに、機器の状況により防衛省に対し、空調設備の入れ替え等の補助申請を行う。空調設備の入れ替えについて
は、環境に配慮して機器を選定する。

  経 緯

（いつからどのよ
うに始まったの
か）

安全な学校と信頼される教育の確立
公共施設マネジメント

〇
安全で質の高い教育をささえる環境の整備と安全に生活する力を育む
既存施設の適切な維持管理

重点

2
7

子どもたちがのびのびと育つまち
総合計画の実現に向けて

－

年 度
目 標

Ａ町長公約あるいは当該年度重要事業 

説
明
五小について工事設計を行う。また、今後工事を予定している二中につ
いて関係機関と調整を行う。

Ｂ当該年度に新規を含む事業

Ｃ継続事業 

Ｄ規模を縮小していく事業 

根拠計画及び
根拠法令

 内容・目的

（どのようなこと
を行っているの
か・どのような状
態にしようとして
いるのか）

瑞穂町にある学校の空調設備は、横田基地の騒音被害により防衛省の補助金で設置している。しかし、機器には耐用
年数があり、老朽化してくると故障、能力低下などの不具合が生じてくる。設置から15年以上経過したものについては、
復旧工事を補助金で行うことができることとなっている。各校への設置時期、機器の作動状況等を見ながら機器の交換
を行っている。対象経費は工事費、設計委託費で、平成20年度までは、騒音測定の結果、補助率9/10（1級採択）で施
工してきた。その後、平成21年度まで三小の測定を実施したが規定値に達せず、平成22年度にようやく規定値に達し、
平成23年度に事業採択となった（ただし、1級の採択ではなく、3級採択となった。補助率6.5/10。）。また、一小につい
ても老朽化が進んでいるため、実施計画を作成し、三小と同様に平成23年度に事業採択となった（なお、一小について
は、横田基地から一定区域内のため、2級での事業採択となった。7.5/10。）。平成24年度は一小及び三小の設計委
託を行い、内容について防衛省と調整をして進め、平成25年度に両校とも工事を完了させた。また、老朽化が進み故
障が相次ぐ二小及び四小の事業採択に向けて騒音測定等を行ったが、二小は規定値に達せず事業採択がされなかっ
た。なお、四小については、一小同様に一定区域内に所在するため、平成25年度に事業採択された。夏に突然故障した
二中の空調機（Ｂ・Ｃ系統）について、防衛省の補助金を確保して個別空調化の設計を完了させることができた。平成
26年度において、急遽、防衛省から補助金対象とすることができないとの連絡（防衛省と財務省の協議の結果）があ
り、町として協議調整し、防衛省の補助金なしですすめることとなった。なお、工事は2か年事業として着工した。また、二
小及び瑞中については、平成26年度及び27年度に騒音測定を行い、それぞれ2級、3級での事業採択となり、平成28
年度に設計を行い、平成29年度に工事を実施した。五小について令和3年度に騒音測定を行い4級での事業採択（補
助率6.5/10）となり、令和5年度に設計を予定している。

第５次瑞穂町長期総合計画、防衛施設周辺の整備等に関する法律施行令、防衛施設周辺防音事業補助金
交付要綱、第２次瑞穂町教育基本計画、瑞穂町学校施設長寿命化計画

事
業
概
要

令和 5 年度事務事業評価シート
№

事務事業名

10年後のめざす姿
教育現場のＩＣＴ環境が整備されるとともに、新しい時代の教育の実現に向けた学校と地
域の連携・協働が行われています。

長期総合計画基本構
想（重視すべき視点）

施策名
1
1

長期総合計画
施策分野

学校施設整備事業（除湿温度保持機能復旧）
教育部 学校教育課 庶務係担当部署

作成者 栗原 崇行

基本目標

創生

6
4

 



【予算・決算等の状況】

【事業の適正性】※「人員要求」はシート作成時、「人員要求」査定はヒアリング後、「評価・査定」は年度終了後企画政策課が記入

 必要である
●必要ではない

23,800 191,040

№

R5

57,758

2,503 9404,068 2,503

R4R3

【住民等との協働に関する状況】

11,621 7,150

年度

事務事業名 学校施設整備事業（除湿温度保持機能復旧）

担当部署 教育部 学校教育課 庶務係

事業費

協働できない

内
訳

地方債及びその他の特定財源

予
算
・
決
算
及
び
コ
メ
ン
ト

予算・決算等の構成

設計委託

工事監理委託

工事費

コメント

国庫支出金

一般財源

都支出金

査定後 決算額 行評要求

50,000

協働状況
（予定）

●

協働による
効果
（見込み）

実施中

実施予定

検討中

未検討

協働事業名
（予定）

R6

（単位：千円）

4,647

行評要求 当初要求

105,987

302,816

5,789

6,358

293,909

8,907

11,621 7,150 7,150

7,553

決算額

15,000

1,400

4,647 18,018

評価・査定

人員
要求

防衛省の補助金を活用し事業を進める。なお、他市においては、
建築系の専門家が職員として配置されているが、町ではいない
ので、工事や設計の円滑な進捗を行うため、知識を有する職員
が必要となる。なお、防衛省以外の補助メニューも検討する必要
がある。

人員増の必要性

主 管 課

五小の除湿温度保持機能復旧工事に関する設
計委託を実施する。
二中について内部調査・研究及び関係部署との
協議・調整を進める。
（追加）五小の工事及び工事監理委託について、
当初の予定を早め令和5・6年度事業として発注
した。

令和4年度
以降の設
計・工事に
向け、内部
で調査・研
究を進める
とともに、
関係部署と
の協議・調
整を進め
る。

令和5年度
以降の設
計・工事に
向け、内部
で調査・研
究を進める
とともに、
関係部署と
の協議・調
整を進め
る。

査 定

―

五小の除
湿温度保
持機能復
旧工事及
び工事監
理委託を
実施する。
二中につ
いて内部
調査・研究
及び関係
部署との協
議・調整を
進める。

7,150

決算額



 

【目標・成果等】※「目標」はシート作成時、「年度成果」、「課題」、「今後の方向性」は年度終了後に記入
 

●

 

 

●

 

 

Ａ拡大
● Ｂ現状のまま継続
 Ｃ手段等の見直し
 Ｄ縮小
 Ｅ廃止・休止
 Ｆ完了・終了

視点① 視点③ 視点④

課題及び
今後の方向性

説
明
全校芝生化が平成29年度に終了し、引き続き全校に対する芝生維持管理のための
側面的な支援を行う。

年 度
成 果

Ａ目標を上回って達成できた。

説
明
計画していた維持管理等を実施できた。

Ｂ目標をほぼ達成できた。

Ｃ目標を半分まで達成できた。

Ｄ目標を一部しか達成できなかった。

子どもの体力向上、芝生の弾力による安全性向上、環境教育の教材、夏場において砂地
よりも芝生の方が校庭の温度が低くなる（ヒートアイランド対策）、砂の飛散や土砂の流失
防止などの効果があり、緑の都市空間の再生や子どもたちの健全育成を図るため芝生化
を推進する。また、芝生化後の維持管理組織を立ち上げ、芝生化を通して地域コミュニ
ティの活性化を図る。
町内全校の維持管理団体への助言や情報交換を引き続き進める。また、各校維持管理
団体の協力を得られるよう調整する。

  経 緯

（いつからどのよ
うに始まったの
か）

安全な学校と信頼される教育の確立
公共施設マネジメント

〇
安全で質の高い教育をささえる環境の整備と安全に生活する力を育む
既存施設の適切な維持管理

重点

2
7

子どもたちがのびのびと育つまち
総合計画の実現に向けて

－

年 度
目 標

Ａ町長公約あるいは当該年度重要事業 

説
明
平成29年度に全校校庭芝生化され、今後維持管理を中心とした事業の
充実を図る。

Ｂ当該年度に新規を含む事業

Ｃ継続事業 

Ｄ規模を縮小していく事業 

根拠計画及び
根拠法令

 内容・目的

（どのようなこと
を行っているの
か・どのような状
態にしようとして
いるのか）

平成21年度に第五小学校のグリーンサンド（輝緑岩を粉砕加工し粒度調整した準全天
候型天然舗装材 ）の校庭において、鳥取方式による芝生化試験を開始した。また、第一
小学校の黒土の中庭においても鳥取方式による芝生化試験を開始した。一小について
は、生育しているが、五小においては、生育が乏しく、現在、各小中学校で整備している
グリーンサンドには不向きであることが判明した。
平成22年度に三小の校庭芝生化工事設計委託を開始し、学校・ＰＴＡ・校庭利用団体・
町内会の代表者による検討委員会を設けて協議を進め、芝種・レイアウト等を決定した。
芝生化面積が都内最大規模となり、その面積を維持管理する団体の組織化についても
関係者から理解を得て、東京都の補助金の補助率を100％とすることができ、23年度に
三小が竣工した。
その後は、24年度に五小が竣工、25年度に二小が竣工、
     26年度に瑞中が竣工、27年度に一小が竣工、
     28年度に四小が竣工、29年度に二中が竣工した。

第５次瑞穂町長期総合計画、緑の学び舎づくり実証実験事業補助金交付要綱、東京都公立学校運動場芝
生化維持管理経費補助金交付要綱

事
業
概
要

令和 5 年度事務事業評価シート
№

事務事業名

10年後のめざす姿
教育現場のＩＣＴ環境が整備されるとともに、新しい時代の教育の実現に向けた学校と地
域の連携・協働が行われています。

長期総合計画基本構
想（重視すべき視点）

施策名
1
1

長期総合計画
施策分野

学校施設維持管理（校庭芝生化）
教育部 学校教育課 庶務係担当部署

作成者 栗原 崇行

基本目標

創生

6
4

 



【予算・決算等の状況】

【事業の適正性】※「人員要求」はシート作成時、「人員要求」査定はヒアリング後、「評価・査定」は年度終了後企画政策課が記入

 必要である
●必要ではない

№

R5

7,113

8,972 7,11315,059 8,972

R4R3

8,989

【住民等との協働に関する状況】

15,059 8,972

年度

事務事業名 学校施設維持管理（校庭芝生化）

担当部署 教育部 学校教育課 庶務係

事業費

協働できない

協働状況
（予定）

内
訳

地方債及びその他の特定財源

予
算
・
決
算
及
び
コ
メ
ン
ト

予算・決算等の構成

維持管理経費（専門家による管理）

維持管理消耗品費

刈芝収集運搬処理委託

コメント

国庫支出金

一般財源

原材料費（目砂）

都支出金

芝刈業務委託

1,099

1,0171,017

275275

8,613

協働による
効果
（見込み）

芝刈り、散水及び施肥を維持管理組織で行うことにより、地域に開かれた学校を推進するとともに、
地域の活性化に繋がっている。

実施中

実施予定

検討中

未検討

協働事業名
（予定）

校庭利用団体による芝刈業務●

R6

（単位：千円）

行評要求 当初要求

15,059

15,059

行評要求決算額

1,350

1,017

1,180

653

275 275

629

1,141

394

1,008

1,017

11,997 5,677 5,677

1,350

629 653

11,9975,507

1,141

426

査定後

評価・査定

人員
要求

芝の維持管理（芝刈）は、芝生維持管理団体が行っているが、主
として学校用務員が行っている現状である。学校用務員は、学校
運営及び芝生の管理に不可欠な存在である。

人員増の必要性

主 管 課

芝刈業務、芝刈業務委託（ｼﾙﾊﾞｰ人材ｾﾝﾀｰ）を計
上。なお、都補助金はR4年度をもって終了（全校
芝生化後5年経過するため）。

維持管理
経費は芝
生化後5年
間、東京都
の５０％補
助が受けら
れる。芝刈
業務、芝刈
業務委託
（ｼﾙﾊﾞｰ人
材ｾﾝﾀｰ）を
計上。

維持管理
経費は芝
生化後5年
間、東京都
の５０％補
助が受けら
れる。芝刈
業務、芝刈
業務委託
（ｼﾙﾊﾞｰ人
材ｾﾝﾀｰ）を
計上。

査 定

―

芝刈業務、
芝刈業務
委託（ｼﾙ
ﾊﾞｰ人材ｾﾝ
ﾀｰ）を計
上。

10,088 8,972

73

決算額

9,403

8,902

501

367

55

7,713

決算額

1,268



 

【目標・成果等】※「目標」はシート作成時、「年度成果」、「課題」、「今後の方向性」は年度終了後に記入
 

●

 

 

●

 

 

Ａ拡大
● Ｂ現状のまま継続
 Ｃ手段等の見直し
 Ｄ縮小
 Ｅ廃止・休止
 Ｆ完了・終了

視点① 視点③ 視点④

課題及び
今後の方向性

説
明
学校のＩＣＴ環境は文房具と同様に教育現場に必要不可欠になっていることから、引き
続きICTを活用した学校運営を支援する。

年 度
成 果

Ａ目標を上回って達成できた。

説
明

ICT機器・校内ネットワーク・校務支援システム等の保守運用や、ICT支
援員による授業のサポートを行った。

Ｂ目標をほぼ達成できた。

Ｃ目標を半分まで達成できた。

Ｄ目標を一部しか達成できなかった。

教育の情報化とは、【①情報教育：子供たちの情報活用能力の育成】、【②教科指導にお
けるＩＣＴ活用：各教科等の目標を達成するための効果的なＩＣＴの活用】、【③校務の情報
化：教員の事務負担の軽減と子供たちと向き合う時間の確保】の３つの側面があり、これ
らを通して教育の質の向上を目指すものである。
 町でも、最上位計画である「第５次瑞穂町長期総合計画」で掲げられた施策の展開、
「快適かつ安全な教育環境の整備」で、ＩＣＴを活用した教育の推進として「ＩＣＴ機器を活
用し、児童・生徒の学習活動の充実をはかる。」とされている。
 「第２次瑞穂町教育基本計画」でも、具体的な施策として「ＩＣＴ機器の活用と研修の充
実」、「ＩＣＴ機器を活用した教育活動の実施」を掲げている。
 平成３０年１２月に策定した瑞穂町ICT教育施設整備計画を基に、町の各計画で掲げる
「ＩＣＴ教育の推進」の実現、また国の教育の情報化（新学習指導要領実施（２０２０年度か
ら）等）に適切に対応していく。

  経 緯

（いつからどのよ
うに始まったの
か）

安全な学校と信頼される教育の確立
公共施設マネジメント

〇
安全で質の高い教育をささえる環境の整備と安全に生活する力を育む
既存施設の適切な維持管理

重点

2
7

子どもたちがのびのびと育つまち
総合計画の実現に向けて

－

年 度
目 標

Ａ町長公約あるいは当該年度重要事業 

説
明

R2年度に整備した機器を活用した学校運営を支援する。ICT推進委員
会（教育指導課所管）等を通して、学校現場の充実を図る。

Ｂ当該年度に新規を含む事業

Ｃ継続事業 

Ｄ規模を縮小していく事業 

根拠計画及び
根拠法令

 内容・目的

（どのようなこと
を行っているの
か・どのような状
態にしようとして
いるのか）

国が定める教育振興基本計画等では、教育のＩＣＴ環境整備について具体的な目標が掲
げられており、その整備費用にも地方交付税措置等がされるなど、国全体として、教育の
ＩＣＴ化を推進する動きになっている。また、令和２年度からはじまる「新学習指導要領実
施」に向け、教育（学校）のＩＣＴ環境整備は必須条件になる。町でも、学校施設のＩＣＴ環
境（機器等）を計画的に整備し、順次対応していく。
平成３０年１２月に瑞穂町ICT教育施設整備計画を策定した。
コロナ禍における国・都の方針で、当初、数年をかけて行う予定であった、一人一台のタ
ブレット端末整備やそれに対応するネットワーク整備であるＧＩＧＡスクール構想について
は、令和２年度中に整備を完了し、令和３年度は機器の運用を進めている。学習用タブ
レット及びルーターの貸出し規程を令和３年８月に作成し９月１日から施行している。

第５次瑞穂町長期総合計画、第２次瑞穂町教育基本計画、瑞穂町ICT教育施設整備計画、第３期教育振興
基本計画（国）、新学習指導要領（２０２０年度から）（国）

事
業
概
要

令和 5 年度事務事業評価シート
№

事務事業名

10年後のめざす姿
教育現場のＩＣＴ環境が整備されるとともに、新しい時代の教育の実現に向けた学校と地
域の連携・協働が行われています。

長期総合計画基本構
想（重視すべき視点）

施策名
1
1

長期総合計画
施策分野

学校施設整備事業（ICT整備）
教育部 学校教育課 庶務係担当部署

作成者 栗原 崇行

基本目標

創生

6
4

 



【予算・決算等の状況】

【事業の適正性】※「人員要求」はシート作成時、「人員要求」査定はヒアリング後、「評価・査定」は年度終了後企画政策課が記入

 必要である
●必要ではない

139,377

132,791

6,344

898

15,175

26,230

33,140

28,509

24,530

決算額

242

6,223

№

R5

134,933

135,127 128,347139,572 135,127

R4R3

134,018

【住民等との協働に関する状況】

139,572 135,127

年度

事務事業名 学校施設整備事業（ICT整備）

担当部署 教育部 学校教育課 庶務係

事業費

協働できない

校務用ﾊﾟｿｺﾝ通信料

校務用サーバ／ＬＡＮ整備 ※Ｈ31度からセンターサーバ化

内
訳

地方債及びその他の特定財源

予
算
・
決
算
及
び
コ
メ
ン
ト

予算・決算等の構成

大型表示装置（ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ）等の整備

実物投影機（書画カメラ）の整備

タブレット端末の整備（リース）

コメント

国庫支出金

一般財源

モバイルルーター通信料

都支出金

ＩＣＴ支援員の配置

ﾊﾟｿｺﾝ教室の活用（パソコンの更新）

校務用ﾊﾟｿｺﾝの入替／借上げ

校務用ﾊﾟｿｺﾝの入替／保守委託

校内ﾈｯﾄﾜｰｸの再構築・保守委託※H31年度に再構築

行評要求

898

33,141

28,509

24,530

898

26,23121,786

33,140

28,509

6,646

898

33,141

協働状況
（予定）

●

協働による
効果
（見込み）

実施中

実施予定

検討中

未検討

協働事業名
（予定）

R6

（単位：千円）

行評要求 当初要求

139,572

139,572

15,17615,176 15,175

24,530 24,530

898

21,786

898

28,510

24,530

15,176

33,141 33,140

28,510

8,862 9,053

15,176

24,530 24,530

2,033

9,053 9,053 9,053

2,0332,033

28,510

26,231 21,786

2,033 2,033 2,033

363

8,862

33,141

査定後 決算額

2,033

評価・査定

人員
要求

日進月歩のICT関連については、ICTに長けた職員の配置が必
要になる。また、充実した研修も必要である（職員研修所あるい
は町の基幹システム受託業者の研修への参加も検討する必要が
ある）。

人員増の必要性

主 管 課

整備したICT機器を十分に活用できるよう、側面
的支援を続ける。

整備した
ICT機器を
十分に活
用できるよ
う、側面的
支援を続
ける。

整備した
ICT機器を
十分に活
用できるよ
う、側面的
支援を続
ける。

査 定

―

整備した
ICT機器を
十分に活
用できるよ
う、側面的
支援を続
ける。

141,037 135,127

27,890

8,862

15,175

373

898

決算額

28,510



 

【目標・成果等】※「目標」はシート作成時、「年度成果」、「課題」、「今後の方向性」は年度終了後に記入
 

●

 

 

●

 

 

Ａ拡大
 Ｂ現状のまま継続
● Ｃ手段等の見直し
 Ｄ縮小
 Ｅ廃止・休止
 Ｆ完了・終了

事務事業名

10年後のめざす姿
教育現場のＩＣＴ環境が整備されるとともに、新しい時代の教育の実現に向けた学校と地
域の連携・協働が行われています。

長期総合計画基本構
想（重視すべき視点）

施策名
1
1

長期総合計画
施策分野

学校施設整備事業（水飲栓直結化）
教育部 学校教育課 庶務係担当部署

作成者 栗原 崇行

基本目標

創生

6
4

令和 5 年度事務事業評価シート
№

年 度
目 標

Ａ町長公約あるいは当該年度重要事業 

説
明
二小・五小の設計・工事に向け、内部調査を進める。

Ｂ当該年度に新規を含む事業

Ｃ継続事業 

Ｄ規模を縮小していく事業 

根拠計画及び
根拠法令

 内容・目的

（どのようなこと
を行っているの
か・どのような状
態にしようとして
いるのか）

東京都水道局の水飲栓直結化に対する工事費等の負担制度が、平成22年度以降から
中学校にも拡大されたことから、
平成23年度に瑞中を施工
平成23年度に一小を施工
平成26年度に四小を施工
平成28年度に三小・二中を施工した。

なお、各工事の設計委託は、工事施工の前年度に実施した。

第５次長期総合計画、東京都公立小中学校水飲栓直結給水化モデル事業補助金交付要綱、瑞穂町学校施
設長寿命化計画

事
業
概
要

安全な学校と信頼される教育の確立
公共施設マネジメント

〇
安全で質の高い教育をささえる環境の整備と安全に生活する力を育む
既存施設の適切な維持管理

重点

2
7

子どもたちがのびのびと育つまち
総合計画の実現に向けて

－

視点① 視点③ 視点④

課題及び
今後の方向性

説
明
東京都の水飲栓直結給水化モデル事業が終了しているため、他の補助事業が活用で
きないか、引続き、内部調査を進める。

年 度
成 果

Ａ目標を上回って達成できた。

説
明
二小・五小の設計・工事に向け、内部調査を進めた。

Ｂ目標をほぼ達成できた。

Ｃ目標を半分まで達成できた。

Ｄ目標を一部しか達成できなかった。

東京都水道局において、蛇口から水を飲むという水道の文化を次世代に引き継ぐことを
目的に「公立小中学校の水飲栓直結給水化モデル事業」を推進している。水飲栓を直結
化することにより、受水槽を通さずに児童・生徒に冷たくおいしい水道水を提供すること
ができる。給水管の老朽化に伴い漏水や濁り水の恐れがあるため、都水道局が進める事
業を活用する。なお、工事費及び設計委託費については、東京都から負担金の支出（8
割）がある。
ただし、負担金について、平成28年度都から各自治体内における実施校割合が3割に満
たないところを優先的に行うとの連絡があり、今後町においては負担金の見込みがなく
なっている状況である。

  経 緯

（いつからどのよ
うに始まったの
か）

 



【予算・決算等の状況】

【事業の適正性】※「人員要求」はシート作成時、「人員要求」査定はヒアリング後、「評価・査定」は年度終了後企画政策課が記入

 必要である
●必要ではない

決算額

評価・査定

人員
要求

人員増の要望はない。

人員増の必要性

主 管 課

今後の工事に向け、内部研究を行う。今後の工
事に向け、
内部研究
を行う。

今後の工
事に向け、
内部研究
を行う。

査 定

―

今後の工
事に向け、
内部研究
を行う。

決算額

R6

（単位：千円）

行評要求 当初要求

協働状況
（予定）

●

協働による
効果
（見込み）

実施中

実施予定

検討中

未検討

協働事業名
（予定）

査定後 決算額 行評要求

内
訳

地方債及びその他の特定財源

予
算
・
決
算
及
び
コ
メ
ン
ト

予算・決算等の構成

設計委託

工事費

工事監理委託費

コメント

国庫支出金

一般財源

学校施設等整備事業業務委託

都支出金

№

R5R4R3

【住民等との協働に関する状況】

年度

事務事業名 学校施設整備事業（水飲栓直結化）

担当部署 教育部 学校教育課 庶務係

事業費

協働できない



 

【目標・成果等】※「目標」はシート作成時、「年度成果」、「課題」、「今後の方向性」は年度終了後に記入
 

●

 

●

 

 

 

Ａ拡大
● Ｂ現状のまま継続
 Ｃ手段等の見直し
 Ｄ縮小
 Ｅ廃止・休止
 Ｆ完了・終了

事務事業名

10年後のめざす姿
教育現場のＩＣＴ環境が整備されるとともに、新しい時代の教育の実現に向けた学校と地
域の連携・協働が行われています。

長期総合計画基本構
想（重視すべき視点）

施策名
1
1

長期総合計画
施策分野

学校施設整備事業（教室等改修）
教育部 学校教育課 庶務係担当部署

作成者 栗原 崇行

基本目標

創生

6
4

令和 5 年度事務事業評価シート
№

年 度
目 標

Ａ町長公約あるいは当該年度重要事業 

説
明

長寿命化計画に基づき、優先度の高い屋上防水（五小）を施工し長寿命
化を図る。また、経年劣化した高圧ケーブル（一小）、消防設備（二中）、電
話機器の更新改修（一小、二小）等を行う。

Ｂ当該年度に新規を含む事業

Ｃ継続事業 

Ｄ規模を縮小していく事業 

根拠計画及び
根拠法令

 内容・目的

（どのようなこと
を行っているの
か・どのような状
態にしようとして
いるのか）

各学校とも建築以後さまざまな改修工事及び修繕を実施し、安全かつ快適な学習環境
の確保に努めてきた。また、耐震補強工事・芝生化工事・機能復旧工事等大掛かりな工
事を計画的に進めていく段階で、小規模な工事は実施せず修繕対応をしてきたが、対応
しきれない状況も出てきている。
平成25年度に二小の家庭科準備室の食器棚改修工事を施工した。
また、平成18年度に設置した防犯ｶﾒﾗ設備が更新の時期を迎えているため、機器の更新
工事を随時行う。
平成28年度に一小・二小
平成29年度に五小・二中を対象に行い、
平成30年度に四小・瑞中を対象に行った。
なお、三小は落雷被害により、平成27年度に更新を行った。
令和3年度からの小学校35人学級（段階的な移行）に伴い、五小において、令和2年度
に会議室を少人数教室に改修、令和3年度にﾊﾟｿｺﾝﾙｰﾑを普通教室に改修した。

第５次瑞穂町長期総合計画、第２次瑞穂町教育基本計画、公立義務教育諸学校の学級編成及び教職員定
数の標準に関する法律、学校環境衛生の基準、瑞穂町学校施設長寿命化計画

事
業
概
要

安全な学校と信頼される教育の確立
公共施設マネジメント

〇
安全で質の高い教育をささえる環境の整備と安全に生活する力
を育む

重点

2
7

子どもたちがのびのびと育つまち
総合計画の実現に向けて

－

視点① 視点③ 視点④

課題及び
今後の方向性

説
明
各校とも、経年による劣化が進んでいるため、瑞穂町学校施設長寿命化計画に基づ
き、計画的に改修工事等を実施する。

年 度
成 果

Ａ目標を上回って達成できた。

説
明

計画していた工事を予定どおり実施した。計画にはなかったが、施設の老
朽化に伴い緊急に工事が必要となったものについて、補正予算を計上し
改修を行った。五小の太陽光発電設備設置については、新たな補助金を
獲得することができた。

Ｂ目標をほぼ達成できた。

Ｃ目標を半分まで達成できた。

Ｄ目標を一部しか達成できなかった。

各学校とも老朽化がすすみ、各教室における改修が必要な状況となっており、児童・生徒
の安全かつ快適な学習環境及び教職員の効率的な事務執行を支援するため、各校の教
室などの改修や防犯カメラの更新などを行う。

  経 緯

（いつからどのよ
うに始まったの
か）

 



【予算・決算等の状況】

【事業の適正性】※「人員要求」はシート作成時、「人員要求」査定はヒアリング後、「評価・査定」は年度終了後企画政策課が記入

 必要である
●必要ではない

26,644

21,754

決算額

14,588

638

11,418

4,890

62,154

決算額

評価・査定

人員
要求

人員増の要望はない。

人員増の必要性

主 管 課

太陽光発電設備設置及び屋上防水工事（五小）、
高圧ケーブル更新工事（一小）、外壁補修工事
（四小）、管理棟屋上フェンス等改修工事（瑞
中）、生徒棟外階段等改修工事（瑞中）、消防設
備改修工事（二中）、電話更新工事（一小、二小）
（追加）
屋内消火栓補給水槽改修工事（五小）、音声調
整卓等更新工事（二中）

R2年度作
成の長寿
命化個別
計画に基
づき、R3
年度以降
の改修工
事等を研
究する。

音声調整
卓更新工
事（三小・
瑞中）、消
火栓配管
切替工事
（一小）、屋
上防水設
計委託（五
小）

査 定

―

屋上防水
設計委託
（四小）、高
圧ケーブル
更新工事
（二中）、外
壁等改修
設計委託
（瑞中）

3,000

8,210

55,629

2,358 2,911

4,587

1,760

3,137

1,760

60,394

1,760

7,724

行評要求

R6

（単位：千円）

2,358

行評要求 当初要求

45,432

査定後 決算額

●

協働による
効果
（見込み）

実施中

実施予定

検討中

未検討

協働事業名
（予定）

60,39456,200

40,865

内
訳

地方債及びその他の特定財源

予
算
・
決
算
及
び
コ
メ
ン
ト

予算・決算等の構成

設計委託

工事費

工事監理委託費

コメント

国庫支出金

一般財源

学校施設等整備事業業務委託

都支出金

長寿命化個別計画策定委託

冷暖房設備設置工事

消火栓配管切替工事

№

R5

57,389

59,796 6,36354,633 59,796

R4R3

【住民等との協働に関する状況】

100,065 62,154

年度

事務事業名 学校施設整備事業（教室等改修）

担当部署 教育部 学校教育課 庶務係

事業費

協働できない

協働状況
（予定）

39,905



 

【目標・成果等】※「目標」はシート作成時、「年度成果」、「課題」、「今後の方向性」は年度終了後に記入
 

●

 

 

●

 

 

Ａ拡大
● Ｂ現状のまま継続
 Ｃ手段等の見直し
 Ｄ縮小
 Ｅ廃止・休止
 Ｆ完了・終了

事務事業名

10年後のめざす姿
教育現場のＩＣＴ環境が整備されるとともに、新しい時代の教育の実現に向けた学校と地
域の連携・協働が行われています。

長期総合計画基本構
想（重視すべき視点）

施策名 1
長期総合計画

施策分野

奨学金支給制度事業
教育部 学校教育課 学務係担当部署

作成者 小林 芳成

基本目標

創生

6

令和 5 年度事務事業評価シート
№

年 度
目 標

Ａ町長公約あるいは当該年度重要事業 

説
明
支給基準を満たす申請者について、支給審査委員会の審査を経た後、速
やかに奨学金を支給する。

Ｂ当該年度に新規を含む事業

Ｃ継続事業 

Ｄ規模を縮小していく事業 

根拠計画及び
根拠法令

 内容・目的

（どのようなこと
を行っているの
か・どのような状
態にしようとして
いるのか）

町内に開店した大規模店舗から、瑞穂町の青少年のための使途を条件とした寄付を受
け、この寄付金の一部を原資として平成19年度から奨学金の支給を開始した。支給実績
は平成19年度は18件（申請件数24件）であったが、平成25年度は43件（申請件数70
件）、平成26年度は36件（申請件数46件）、平成27年度は37件（申請件数66件）、平
成28年度は32件(申請件数47件）、平成29年度は32件（申請件数60件）、平成30年
度は28件（申請件数62件）、令和元年度は19件（申請件数41件）、令和2年度は29件
（申請件数52件）、令和３年度は３３件（申請件数６１件）、令和４年度は26件（申請件数
45件）、令和５年度は３４件（申請件数4９件）と制度が定着しつつある。

瑞穂町奨学金支給条例、瑞穂町奨学金支給条例施行規則

事
業
概
要

安全な学校と信頼される教育の確立

〇安全で質の高い教育をささえる環境の整備と安全に生活する力を育む 重点

2 子どもたちがのびのびと育つまち

－

視点① 視点③ 視点④

課題及び
今後の方向性

説
明

引き続き、経済的理由により、高等学校等に入学することが困難な者に対し、入学に
必要な資金を支給することにより、教育の機会均等を図り、もって社会に貢献する有
為な人材を育成することを目的とした奨学金支給事業を継続する必要がある。

年 度
成 果

Ａ目標を上回って達成できた。

説
明

令和５年度の申請件数は４９件で、そのうち支給件数は３４件となった。
不支給になった１5件の内訳は、収入額超過が１0件、税の滞納が5件で
あった。令和５年度は、令和2年度から令和4年度の平均支給件数29件
と同程度の支給件数となった。

Ｂ目標をほぼ達成できた。

Ｃ目標を半分まで達成できた。

Ｄ目標を一部しか達成できなかった。

経済的理由により、高等学校等に入学することが困難な者に対し、入学に必要な資金を
支給することにより、教育の機会均等を図り、もって社会に貢献する有為な人材を育成す
ることを目的とする。奨学金の支給については、申請者が生計を一にする世帯の前年の
収入額を基準として審査し、基準に適合する世帯の生徒に対し、入学に必要な費用の一
部として、一律6万円を支給する。

  経 緯

（いつからどのよ
うに始まったの
か）

 



【予算・決算等の状況】

【事業の適正性】※「人員要求」はシート作成時、「人員要求」査定はヒアリング後、「評価・査定」は年度終了後企画政策課が記入

 必要である
●必要ではない

1,980 1,560 2,400

決算額

評価・査定

人員
要求

高等学校入学時に必要な経費の一部を補助することから、一人
あたりの支給額６万円は適当であると考える。申請件数の変化は
ないため、現時点での人員増は必要ない。

人員増の必要性

主 管 課

申請49件
支給３４件

申請６１件
支給33件

申請45件
支給26件

査 定

―

支給40件

2,400 2,4001,560

決算額

2,400 2,040 2,400

2,400 2,400 2,400 2,040 2,400

2,400

R6

（単位：千円）

行評要求 当初要求

協働状況
（予定）

●

協働による
効果
（見込み）

実施中

実施予定

検討中

未検討

協働事業名
（予定）

1,560

1,980

査定後 決算額 行評要求

1,980

内
訳

地方債及びその他の特定財源

予
算
・
決
算
及
び
コ
メ
ン
ト

予算・決算等の構成

高等学校等入学時奨学金（9-1-1-18-0１-05）

コメント

国庫支出金

一般財源

都支出金

№

R5

2,040

R4R3

【住民等との協働に関する状況】

2,400 2,400

年度

事務事業名 奨学金支給制度事業

担当部署 教育部 学校教育課 学務係

事業費

協働できない



 

【目標・成果等】※「目標」はシート作成時、「年度成果」、「課題」、「今後の方向性」は年度終了後に記入
 

●

 

 

●

 

 

● Ａ拡大
 Ｂ現状のまま継続
 Ｃ手段等の見直し
 Ｄ縮小
 Ｅ廃止・休止
 Ｆ完了・終了

説
明

説
明

引き続き学校の要望に応じた人員の配置を進め、学校運営の支援を行っていく。人
員の配置において、人材の確保が課題となるため、協働推進課と協力し地域人材の
確保に努めるほか、東京都の人材バンク事業等を活用し、広く人材を募集していく必
要がある。

Ａ目標を上回って達成できた。  地域人材を活用したスクールガードリーダーを配置するとともに、水泳指導補助や学校行事
の支援等のため教育支援スタッフを学校の要望に応じ配置することができた。また、部活動指
導員及び部活動指導補助員を中学校からの要望に応じて配置し、部活動における技術的な指
導を行うとともに、教員の負担軽減に寄与することができた。さらに、部活動コーディネーターも
配置することができた。

Ｂ目標をほぼ達成できた。

Ｃ目標を半分まで達成できた。

Ｄ目標を一部しか達成できなかった。

事
業
概
要

  経 緯

（いつからどのよ
うに始まったの
か）

年 度
目 標

年 度
成 果

課題及び
今後の方向性

長期総合計画基本構
想（重視すべき視点）

－重点 創生

10年後のめざす姿 教育現場のＩＣＴ環境が整備されるとともに、新しい時代の実現に向けた学校と地域の連携・協議が行われています。

事務事業名

長期総合計画

施策名

基本目標

担当部署

作成者

施策分野

4

学校運営支援事業

地域と学校が連携・協働する教育活動の推進

2

教育部 教育指導課 指導係

臼井 里美

6

令和 5 年度事務事業評価シート
№

安全な学校と信頼される教育の確立子どもがのびのびと育つまち

Ａ町長公約あるいは当該年度重要事業 
 引き続き、第三者評価の実施、学校運営支援のため教育支援スタッフ、
特別活動指導補助員を配置し、教員の負担軽減及び学校の組織体制の
充実を図る。

Ｂ当該年度に新規を含む事業

Ｃ継続事業 

Ｄ規模を縮小していく事業 

・毎年、第三者評価を行い、学校経営や人材育成等について前年度からの改善状況や取組について
の評価を行った。
・地域人材を活用し、教育支援スタッフとして校内の美化活動、教育活動、行事等の学校運営に関し
支援を行った。
・平成６年度から中学校に特別活動指導補助員を配置し、部活動における教職員の補助を行った。
・平成２４年度に「瑞穂町立学校の行事等保護者負担軽減補助金交付要綱」の全部改正を行い、瑞穂
町立学校に在籍する児童又は生徒の保護者の学校行事等に要する経費の負担軽減を図った。
・令和３年度から地域学校協働本部事業としてスクールガードリーダーを一小、二小、三小、五小に配
置し、通学路の安心、安全の確保を図った。
・令和３年度から授業目的公衆送信補償金を負担し、オンラインでの遠隔授業での著作物の映像・資
料送信等を可能とした。
・令和４年度から中学校の部活動における教職員の負担を軽減することを目的として、中学校に部活
動指導員を配置。

第5次瑞穂町長期総合計画、第2次瑞穂町教育基本計画

子どもたちが安全で安心した学校生活を送るために、教育行政を力強く展開することが求められる。そのために、
学校、家庭、地域の協働と町民の教育参加を進めるとともに、効率的で透明性の高い開かれた学校経営への改
革を図る。
・第三者評価を行い、学校の自己評価、学校関係者評価をより客観的かつ適正に評価し、自らの学校経営を改
善し、その教育水準の向上を図るとともに、適切に説明責任を果たして保護者や地域住民等の理解を得て学校
づくりを進めていくため、学校評価全体の充実を図る。
・地域と学校を繋ぐ地域学校協働本部で、地域人材を活用し、スクールガードリーダーを配置し、通学路の安全、
安心の確保を図る。また、地域人材を教育支援スタッフとして登録し、学校行事等の手伝いを行うなど学校運営
の支援を図る。
・地域人材を活用し、部活動の充実及び円滑な推進を図り、教職員を補助するため、部活動指導補助員を配置す
る。
・「瑞穂町立学校の行事等保護者負担軽減補助金交付要綱」を制定し、瑞穂町立学校に在籍する児童又は生徒
の保護者に対し、学校行事等に要する経費の全部又は一部を補助することにより、保護者負担の軽減を図る。
・授業目的（教師と児童・生徒間）で必要と認められる範囲の著作物を公衆送信するための補償金を負担し、オン
ラインでの遠隔授業での著作物の映像・資料送信や予習・復習のための著作物のメール送信等を可能とする。
・中学校の部活動における教職員の負担を軽減することを目的として、中学校に部活動指導員を配置。

根拠計画及び
根拠法令

 内容・目的

（どのようなこと
を行っているの
か・どのような状
態にしようとして
いるのか）

説
明

－

視点① 視点③ 視点④

 



【予算・決算等の状況】

【事業の適正性】※「人員要求」はシート作成時、「人員要求」査定はヒアリング後、「評価・査定」は年度終了後企画政策課が記入

 必要である
●必要ではない

査定後 決算額 行評要求予算・決算等の構成

予
算
・
決
算
及
び
コ
メ
ン
ト

コメント

主 管 課 査 定

1,026

341

231

9,408

636

決算額

512

2,589

第三者評価の
実施、学校運
営支援のため
教育支援ス
タッフ、特別活
動指導補助員
を配置のほ
か、通学路の
安全を確保す
るため、地域
学校協働本部
事業としてス
クールガード
リーダーを配
置。

第三者評価の
実施、学校運
営支援のため
教育支援ス
タッフ、特別活
動指導補助員
を配置のほか、
通学路の安全
を確保するた
め、地域学校
協働本部事業
としてスクール
ガードリーダー
を配置。教員
の負担軽減の
ため、部活動
指導員を配
置。

666

3,690 3,690

666

582

事務事業名

担当部署

R6R5R4R3年度

内
訳

地方債及びその他の特定財源

国庫支出金

一般財源

都支出金

事業費

1,432

14,743

11,879

1,432

3,630 3,624

15,082 21,355

2,880

321

第三者評価の実施、学校運営支援のため教育
支援スタッフ、特別活動指導補助員を配置の
ほか、通学路の安全を確保するため、地域学
校協働本部事業としてスクールガードリーダー
を配置。教員の負担軽減のため、部活動指導
員を配置。

―

第三者評価の実
施、学校運営支援
のため教育支援ス
タッフ、特別活動指
導補助員を配置の
ほか、通学路の安
全を確保するた
め、地域学校協働
本部事業としてス
クールガードリー
ダーを配置。教員
の負担軽減のた
め、部活動指導員
を配置。

評価・査定

人員
要求

人員増の必要性

1,952

1,575

629

1,590

231 231 231

10,235 10,235

1,050

338

231

3,690

353

231

666

9,900

4,944 1,562

647

1,590

4,944

289

8,317 10,235

21,709

3,630

（単位：千円）

3,630

3,630

14,449

検討中

未検討

協働事業名
（予定）

地域資源を活用した通学路の見守り活動●

3,630

353

4,944

決算額 行評要求 当初要求

4,944

353

9,446

231

353

3,6903,426

学校評価・第三者評価員謝礼

地域学校協働本部等謝礼（スクールガードリーダー）

教育支援スタッフ謝礼

授業目的著作物使用料

部活動外部指導員謝礼

部活動指導員

校外学習補助金

1,5901,590

№

14,745

14,107 10,84114,449 14,44914,032

【住民等との協働に関する状況】

21,709 21,709

学校運営支援事業

教育部 教育指導課 指導係

協働できない

協働状況
（予定）

協働による
効果
（見込み）

地域学校協働本部の活動により、児童・生徒の教育や見守り活動に係ることで、地域社会への貢
献、自己の充実を図る。

実施中

実施予定

3,624 1,952 3,630



 

【目標・成果等】※「目標」はシート作成時、「年度成果」、「課題」、「今後の方向性」は年度終了後に記入
 

●

 

 

●

 

 

Ａ拡大
● Ｂ現状のまま継続
 Ｃ手段等の見直し
 Ｄ縮小
 Ｅ廃止・休止
 Ｆ完了・終了

課題及び
今後の方向性

説
明

 教員個々の指導力を高めながら、町の教育課題解決に向けた指導力の向上を図る
必要がある。各研修会の充実はもとより、東京都の研究指定校や町の校内研究推進
校で得た成果を発表し合い、瑞穂町全体の教育力を高めていくことが重要である。

Ａ目標を上回って達成できた。  教職員の研修について、計画どおりに実施することができた。令和5年度
は学力向上推進委員会とＩＣＴ教育推進委員会を開催し、教員の指導力
向上、児童・生徒の学習意欲向上のための資料をまとめ、各校に配付し
た。

Ｂ目標をほぼ達成できた。

Ｃ目標を半分まで達成できた。

Ｄ目標を一部しか達成できなかった。

事
業
概
要

  経 緯

（いつからどのよ
うに始まったの
か）

年 度
目 標

年 度
成 果

説
明

説
明

長期総合計画基本構
想（重視すべき視点）

－重点 創生

10年後のめざす姿
教育現場のＩＣＴ環境が整備されるとともに、新しい時代の教育の実現に向けた学校と地域の連携・協働が行われていま
す。

事務事業名

長期総合計画

施策名

基本目標

担当部署

作成者

施策分野

2

教員研修事業

みずほの教育を担う優れた教員の確保と育成

2

教育部 教育指導課 指導係

臼井 里美

6

令和 5 年度事務事業評価シート
№

安全な学校と信頼される教育の確立子どもたちがのびのびと育つまち

Ａ町長公約あるいは当該年度重要事業  教員の指導力の向上に向け、専門的な講師による研修会の開催はもとより、ＯＪＴなど
の手法を用いた校内研修の充実、ＧＩＧＡスクール構想の実現に必要なＩＣＴ活用指導
力向上に向けた研修を充実させる必要がある。また、初任者研修や若手教員研修をさ
らに充実させ、教育者として誰からも信頼される人材を育成していく。

Ｂ当該年度に新規を含む事業

Ｃ継続事業 

Ｄ規模を縮小していく事業 

 平成２１年３月末で東京都多摩教育事務所西多摩支所が閉所になったことで、平成２１年度から瑞穂町に
指導行政が移管され、指導主事も配置された。それに伴い、これまでの西多摩郡合同の研修と併せて、瑞
穂町の課題解決に向けた町独自の研修の充実を図っている。
 また、平成１６年度から校内研修事業を立ち上げ、教職員の資質・能力の向上を目的に実施してきた校内
研究についても、内容や方法等について指導・助言を行い、より質の高い研修成果を目指している。
 さらに、西多摩郡合同で実施していた初任者宿泊研修を、平成２４年度より瑞穂町単独で実施し、より充
実した研修を目指している（令和２年度から宿泊研修を廃止し、センター研修に充実を図っている）。
 平成２５年度から全教職員を対象に普通救命講習を実施している。
 平成２９年度から要項を作成した推進委員会を設置し、教員研修を実施している。
 平成３０年度から西多摩郡合同の教員と町独自の研修を整理、精選し、効率的な研修を実施している。
 令和２年度から令和３年度にかけて、授業の質的改善を図ることを目的とし、民間事業者のよる教員研修
を実施した。
 令和３年度から学力向上・ICT推進委員会を立ち上げ、ＩＣＴを活用した授業づくりの実践を行った。

第2次瑞穂町教育基本計画

 児童・生徒の学力向上及び健全な育成を図るために、人権教育、道徳教育、特別支援
教育、教科に関する専門研修、学校経営､学級経営等の研修を実施するとともに、東京都
教育委員会主催の研修等を受講させ、教職員の資質と指導力の向上を目指す。また、ＧＩ
ＧＡスクール構想の実現により必要となる教員のＩＣＴ活用指導力の向上を目指した研修
の充実を図る。
 教育委員会では、ＩＣＴ教育・学力向上推進委員会等の推進委員会を設置し、授業を通
した研究を実施する。また、研修については、学校経営、初任者から３年次教員（若手教
員）対象、特別支援教育などを実施する。その他にも西多摩郡合同の研修や東京都教育
委員会主催の研修事業に教職員を参加させる。
 さらに、教育委員会では、指導主事等による授業観察や指導、並びに各学校の校内研
修事業に対する指導や助言、小中学校教育研究会（町教研）の補助、講師謝礼や研究成
果資料作成費等の予算的な支援も行う。

根拠計画及び
根拠法令

 内容・目的

（どのようなこと
を行っているの
か・どのような状
態にしようとして
いるのか）

－

視点① 視点③ 視点④

 



【予算・決算等の状況】

【事業の適正性】※「人員要求」はシート作成時、「人員要求」査定はヒアリング後、「評価・査定」は年度終了後企画政策課が記入

 必要である
●必要ではない

査定後 決算額 行評要求予算・決算等の構成

予
算
・
決
算
及
び
コ
メ
ン
ト

コメント

主 管 課 査 定

531

12

403

31

13

決算額

628

22

令和2年度に
普通救命講習
が実施できな
かったことか
ら、2か年分の
対象者に対し
実施するため
消耗品費が増
加。教員のＩＣ
Ｔ研修のため
の教職員研修
講師謝礼の増
加。学校教育
コンサルティン
グ委託の繰越
明許分。

教職員の資
質・能力の
向上を目的
に校内研修
事業を実施
し、校内研
究の内容や
方法等につ
いて指導・
助言を行っ
ている。ま
た、教職員
全員に救命
講習を行っ
ている。

734

206 22

765

482

事務事業名

担当部署

R6R5R4R3年度

内
訳

地方債及びその他の特定財源

国庫支出金

一般財源

都支出金

事業費 1,640

1,640

6,009 2,053

22

4,576

12

教職員の資質・能力の向上を目的に校内研修
事業を実施し、校内研究の内容や方法等につ
いて指導・助言を行う。また、教職員全員に救
命講習を行っている。

―

教職員の資
質・能力の
向上を目的
に校内研修
事業を実施
し、校内研
究の内容や
方法等につ
いて指導・
助言を行っ
ている。ま
た、教職員
全員に救命
講習を行っ
ている。

評価・査定

人員
要求

人員増の必要性

541

538

660

770 770 506

195 150

13

420

22

14

770

765

150

47 17

734

580

41

660

93 195

2,651

（単位：千円）

2,651

検討中

未検討

協働事業名
（予定）

特別支援教育研修会●

14

41

決算額 行評要求 当初要求

47

14

149

171

14

20622

校内研修講師謝礼

校内研修事業費

小中学校教育研究会負担金

都養護教諭研究会負担金

教職員研修講師謝礼

教育相談員等費用弁償

消耗品費

学校教育コンサルティング委託料

660660

№

1,707

2,053 1,7072,651 2,3976,009

【住民等との協働に関する状況】

2,651 2,397

教員研修事業

教育部 教育指導課 指導係

協働できない

協働状況
（予定）

協働による
効果
（見込み）

教員の指導力向上につながる。

実施中

実施予定



 

【目標・成果等】※「目標」はシート作成時、「年度成果」、「課題」、「今後の方向性」は年度終了後に記入
 

●

 

 

●

 

 

Ａ拡大
● Ｂ現状のまま継続
 Ｃ手段等の見直し
 Ｄ縮小
 Ｅ廃止・休止
 Ｆ完了・終了

平成３０年１０月に作成した「瑞穂町立学校における働き方改革推進プラン」及び令和２年
３月に一部改正した瑞穂町公立学校の管理運営規則（教職員の業務量の適切な管理）に
則り、国や都の動向を見定めながら、教職員の負担軽減に繋げていく。
教員の事務負担を減らす、様々なハラスメント行為をなくすことにより、児童・生徒の指導
及び教材研究に注力できる体制を作る。

  経 緯

（いつからどのよ
うに始まったの
か）

課題及び
今後の方向性

説
明

年 度
成 果

Ａ目標を上回って達成できた。

説
明

Ｂ目標をほぼ達成できた。

Ｃ目標を半分まで達成できた。

Ｄ目標を一部しか達成できなかった。

町の取組に対し、学校長の評価はおおむね高く、コロナ禍で、本来の目的とは異な
る学校運営の補助（検温の確認・消毒作業）に代わっていたが、新型コロナウイル
ス感染症が５類となり、対応も落ち着いたため、本来の授業のための補助（テスト
の採点・教材準備等）に注力できている。

本事業はほぼ全額補助金による歳入が財源となる。上記のとおりほぼ本来の目的である教員
の負担軽減に戻った。引き続き現状のまま継続していきたい。

6 安全な学校と信頼される教育の確立

－学校教育に専念できる教員体制と働き方改革の推進 重点 －

視点① 視点③ 視点④

創生

年 度
目 標

Ａ町長公約あるいは当該年度重要事業 

説
明
スクール・サポート・スタッフについて、全額を都補助金で賄える間は継続
すべきと考える。

Ｂ当該年度に新規を含む事業

Ｃ継続事業 

Ｄ規模を縮小していく事業 

根拠計画及び
根拠法令

 内容・目的

（どのようなこと
を行っているの
か・どのような状
態にしようとして
いるのか）

平成３１年１月「新しい時代の教育に向けた持続可能な学校指導・運営体制の構築のため
の学校における働き方改革に関する総合的な方策について（答申）」がとりまとめられたこ
とにより、教員の働き方に関して様々な動きが始まったことによる。

「瑞穂町の学校における働き方改革推進プラン」「第２次瑞穂町教育基本計画」
「瑞穂町立学校スクール・サポート・スタッフ配置要綱」
「瑞穂町公立学校の管理運営に関する規則」等

事
業
概
要

令和 5 年度事務事業評価シート
№

事務事業名

10年後のめざす姿
教育現場のＩＣＴ環境が整備されるとともに、新しい時代の教育の実現に向けた学校と地
域の連携・協働が行われています。

長期総合計画基本構
想（重視すべき視点）

施策名 3
長期総合計画

施策分野

学校における働き方の取組
教育部 教育指導課 教職員係担当部署

作成者 杉本 直也

基本目標 2 子どもたちがのびのびと育つまち

 



【予算・決算等の状況】

【事業の適正性】※「人員要求」はシート作成時、「人員要求」査定はヒアリング後、「評価・査定」は年度終了後企画政策課が記入

●必要である
必要ではない

12,866 13,481 13,000

№

R5

13,481

R4R3

【住民等との協働に関する状況】

13,341 12,866

年度

事務事業名 学校における働き方の取組

担当部署 教育部 教育指導課 教職員係

事業費

協働できない

協働状況
（予定）

内
訳

地方債及びその他の特定財源

予
算
・
決
算
及
び
コ
メ
ン
ト

予算・決算等の構成

スクール・サポート・スタッフ配置支援事業

コメント

国庫支出金

一般財源

都支出金

12,601 12,861

決算額

12,601 12,866

12,861

12,861

実施中

実施予定

検討中

未検討

協働事業名
（予定）

●

協働による
効果
（見込み）

R6

（単位：千円）

行評要求 当初要求

13,341

13,000

13,481 13,000

査定後 決算額

13,341 12,866 12,866

行評要求

評価・査定

人員
要求

 事務事業評価シートを作成しているのは学校における働き方改
革のみとなっているが、教職員係の業務は町の予算とは関係な
いものがほとんどである。都の指示による教職員の業績評価、異
動業務や給与・手当事務など多くの事務を処理している。町内7
校からの問合せにも随時対応するとともに、多摩教育事務所や
青梅年金事務所等への出張による離席も多い。

人員増の必要性

主 管 課

令和４年度も補助金は増額されたが、令和５年度
はコロナ禍の状況から、増額は確実ではないた
め、年度当初の補助金申請額の範囲内とせざる
を得ない。令和５年度はコロナ禍が落ち着き、ス
タッフが本来の業務である教員の業務軽減に取
り組むことができることを期待するものである。
予算額は、210日×1,080円×6ｈ（残業0.5ｈ/
日を含む）として試算したもの。
※期末手当や社会保険料など（総務課で一括計
上）するため、概算となる。社会保険料や期末手
当は令和4年度申請額を参考に試算した。

コロナ禍の
影響によ
り、令和元
年度以降
スクール・
サポート・
スタッフの
業務が増
えたことか
ら、本来の
教員の働
き方軽減と
は違ったも
のとなっ
た。

令和4年度
までコロナ
禍の影響に
より補助金
額が増額さ
れた。働き方
は、本来の
教員負担軽
減とは違っ
たものに
なっていた
が、本来の
形に戻りつ
つある。

査 定

人員については、現状維持が原則であるが、事業内容に
よって課内及び部内で協力するなど効率性を重視した事
業展開等、創意工夫が必要である。

同左

12,601 12,866

決算額



 

１ 基本目標・施策分野の名称

2,851 5,011 0 0

令和３年度 令和４年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

一般財源 2,901 1,486

施策の評価（分析）

地方債及びその他の特定財源 0 142 24

総事業費（計） 3,700

国庫支出金 0 0 0

都支出金 799 1,223 1,632

令和6年度 令和7年度

一般財源 4,059 3,929

3,355

地方債及びその他の特定財源 0 0 60

総事業費（計） 5,816 5,680 5,369 0 0

 （単位：千円）

決 算 額

事業費/年度

国庫支出金 0 0 0

都支出金 1,757 1,751 1,746

3,563

説明・コメント

※
新型コロナウイル
ス感染拡大防止
のため、青少年
委員会事業未実
施 -

３ 予算・決算の状況  （単位：千円）

予 算 額

事業費/年度 令和３年度 令和４年度 令和5年度

560人
（       ）

青少年委員会活動参加者数
510人

（令和元年度）
0人 405人 846人

令和5年度 令和6年度

施策分野 7  青少年の健全育成

10年後のめざす姿
 行政、学校、家庭、地域社会が協働して、青少年健全育成活動や体験活動が充実し、青少年が心身ともに
健やかに育っています。

２ 施策数値指標

施 策 分 野 評 価 シ ー ト

基本目標 2  子どもたちがのびのびと育つまち

指標名 現状値
実 績 令和7年度 目標値

（実績値）令和3年度 令和4年度

 



5,369 5,011合 計 額 5,648

2,846

事務事業の概要
子どもたちが地域社会の中で、心豊かで健やかに育まれる環境づくり（居場所づく
り）を目指す。国と東京都の補助（国1/3、都1/3）を受け、社会教育課・教育課・子
育て応援課と連携して放課後子ども教室推進事業を実施する。

3 放課後子ども教室 社会教育課

2,487 2,458

432

事務事業の概要
社会教育課では、町内在住、在学の小学5年生～18歳までを対象に、ジュニアリーダー養成事業を、年
間8回程度実施。 この養成事業では、さまざまな学年の子どもたちが、集団行動を通じて、リーダーにな
るうえで必要な協調性や積極性を養っている。

№ 事務事業名 担当
令和5年度 令和6年度

当初予算額

2
ジュニアリーダーの養成
及び活用

社会教育課

218 163

当初予算額 決算額

４ 重点施策                 担当課 ー

施策 ー 基本構想・重視すべき視点 ー

年度 【進捗状況】（主な取組等） 【評価・査定】

令和5年度 令和6年度
当初予算額

1
青少年の健全育成に向け
た支援及び事業の実施

社会教育課

2,664 2,390

当初予算額 決算額

2,370

事務事業の概要
（瑞穂町子ども会連合会への支援）子どもの健全育成を促し、異年齢の子ども達が集団で活
動する中で、社会性を身につけることを目的とした事業（青少年問題協議会関係事務）本会
議については青少年関係団体が青少年に関する情報交換を行う。地区協議会の内容は、防
犯パトロール、校外指導に関すること、ボランティア活動を推進することほか（青少年の主張
事業）青少年の自由な発想と強い意志を養い、自分の意見を発表する場をつくり、次代を担
う青少年の健全育成を目的とする。

№ 事務事業名 担当

令和６年度 ー ー

令和７年度 ー ー

№ 事務事業名 担当
令和5年度 令和6年度

当初予算額当初予算額 決算額

令和３年度 ー ー

令和４年度 ー ー

令和５年度 ー ー

５ 個別事務事業概要 （単位：千円）



 

【目標・成果等】※「目標」はシート作成時、「年度成果」、「課題」、「今後の方向性」は年度終了後に記入
 

●

 

 

●

 

 

Ａ拡大

Ｂ現状のまま継続
● Ｃ手段等の見直し
 Ｄ縮小
 Ｅ廃止・休止
 Ｆ完了・終了

事務事業名

10年後のめざす姿
行政、学校、家庭、地域社会が協働して、青少年健全育成活動や体験活動が充実し、青少
年が心身ともにすこやかに育っています。

長期総合計画基本構
想（重視すべき視点）

施策名 1
長期総合計画

施策分野

青少年の健全育成に向けた支援及び事業の実施
社会教育課  社会教育係担当部署

作成者 荻野寿郎

基本目標

創生

7

令和 5 年度事務事業評価シート
№

年 度
目 標

Ａ町長公約あるいは当該年度重要事業 

説
明

 地域、学校、青少年関係団体との連携をより密なものにし、より多くの参
加者や協力者を獲得し、各事業を展開していく。

Ｂ当該年度に新規を含む事業

Ｃ継続事業 

Ｄ規模を縮小していく事業 

根拠計画及び
根拠法令

 内容・目的

（どのようなこと
を行っているの
か・どのような状
態にしようとして
いるのか）

（瑞穂町子ども会連合会への支援）
 昭和48年度より子ども会団体に対しての補助金を実施。昭和60年度より瑞穂町子ども会連合会を組織し、親子や異年齢の子ども
同士の親睦、交流を深めるため親子レクリエーション大会や美化清掃、平成23年度から28年度までカルタ大会を実施した。平成29
年度は加入促進事業として紙飛行機大会を実施した。平成30年度からは課外体験研修（パン工場見学等）を採用している。
（青少年問題協議会関係事務）
 昭和37年度以降、非行防止パトロールや青少年健全育成事業を実施し、各地区青少協に対し予算の範囲内で補助金を交付して
いる。平成18年度より、補助金に対する監査の徹底を図るため総会時の資料を添付してもらうこととした。平成19年度より、期間を限
定してテーマを決め啓発活動を実施し、平成21年度からはあいさつ運動を実施し､継続して行っている。令和3年度は「家庭でのコ
ミュニケーション・ルールづくり」②「子どもの安全確保への取組」③「毎日きちんと挨拶しよう」をテーマとした。
（青少年の主張事業）
 青年のもつエネルギーを結集し、これを原動力として、平和社会を実現していこうという趣旨のもと青少年の主張を募集した。現在
も自由な発想と強い意思を養い、豊かな心を持つ青少年の健全育成を目指し実施している。平成26年度は、30回記念として歴代受
賞者一覧を作成・配布し、文集にも掲載した。国際交流事業の派遣年には、青少年の主張意見発表会の中で青少年国際派遣事業報
告会を実施している。
 なお、青少年健全育成のための事業として、青少年の主張、成人式、こどもフェスティバルを実施しているが、二十歳を祝う会及びこ
どもフェスティバルについては実行委員会方式をとっているため、「住民との協働による事業」で記載。

第５次瑞穂町長期総合計画、瑞穂町社会教育関係団体補助金等交付要綱、地方青少年問題協議会法、瑞
穂町青少年問題協議会条例、第２次瑞穂町生涯学習推進計画、青少年の主張実施計画

事
業
概
要

青少年の健全育成

－青少年の意欲を高める事業の推進 重点

2 子どもたちがのびのびと育つまち

－

視点② 視点③ 視点④

課題及び
今後の方向性

説
明

 コロナ禍による制限が解除となったが、休止となる子ども会が引き続き増加しているため、子
ども会・子ども会連合会について、新しい在り方を検討することが喫緊の課題である。また、コ
ロナ過で活動を休止していた団体についても、制限解除後、再開に至らない団体が多いため、
新たな支援を模索していく必要がある。

年 度
成 果

Ａ目標を上回って達成できた。

説
明

 青少年問題協議会を開催し、青少年の健全育成のため、地域、学校、
青少年関係団体と連携を強化することができた。青少年の主張では、伝
える力及び表現力向上のための場を作り、自由な発想と強い意志を養
い、豊かな心をもつ青少年の健全育成を図った。

Ｂ目標をほぼ達成できた。

Ｃ目標を半分まで達成できた。

Ｄ目標を一部しか達成できなかった。

（瑞穂町子ども会連合会への支援）
 子どもの健全育成を促し、異年齢の子ども達が集団で活動する中で、社会性を身につけることを目的と
し、補助金の支出、安全共済会への加入、子ども会連合会事業の補助等の支援を行う。
（青少年問題協議会関係事務）
 本会議については青少年関係団体が青少年に関する情報交換を行う。協議会の構成メンバーは、町長、
議員、学校長、青少年関係団体の代表等による33名で、条例に基づき年2回の報酬を支払う。地区協議会
の内容は、防犯パトロール、校外指導に関すること、ボランティア活動を推進すること等、各６地区で独自の
活動を実施しており、予算の範囲内で助成金を支出する。
（青少年の主張事業）
 青少年の自由な発想と強い意志を養い、自分の意見を発表する場をつくり、次代を担う青少年の健全育
成を目的とする。小学生、中学生、高校・一般の部ごとに審査し、最優秀賞・優秀賞・佳作を決定する。町立
小中学校で一次審査を、審査員で二次審査を行い、各部門優秀賞及び佳作を選考する。優秀賞者は意見
発表会で発表を行い、最優秀賞者を決定する。佳作以上に入賞した作品については文集にまとめる。

  経 緯

（いつからどのよ
うに始まったの
か）

 



【予算・決算等の状況】

【事業の適正性】※「人員要求」はシート作成時、「人員要求」査定はヒアリング後、「評価・査定」は年度終了後企画政策課が記入

 必要である
●必要ではない

2,474 2,664

決算額

評価・査定

人員
要求

当事務事業での人員要求はないが、子ども会連合会などの子ど
も施策については、青少年健全育成事業に包含したままでよい
か検討が必要である。

人員増の必要性

主 管 課

子ども会連合会は補助金。
青少年問題協議会は委員報酬と地区青少年協議会へ
の補助金。
青少年の主張は審査員謝礼と応募者賞品、文集作成
の印刷製本費等。

（子ども会連合会）補助金の支出は継続するが、加入
率及び活動機運の低下は否めず、行政支援のあり方
を検討する必要がある。
（青少年問題協議会）予算は、青少年問題協議会委員
報酬と各青少年問題協議会地区委員会補助金のみ。
最小の経費で最大の効果を引き出すため、地区協議
会の活性化が必要である。
（青少年の主張）審査員謝礼及び参加記念品等の予
算計上が必要である。

子ども会連合会は補助金。

青少年問題協議会は委員報

酬と地区青少年協議会への

補助金。

青少年の主張は審査員謝礼

と応募者賞品、文集作成の印

刷製本費等。

（子ども会連合会）補助金の

支出は継続するが、加入率及

び活動機運の低下は否め

ず、行政支援のあり方を検討

する必要がある。

（青少年問題協議会）予算

は、青少年問題協議会委員

報酬と各青少年問題協議会

地区委員会補助金のみ。最

小の経費で最大の効果を引

き出すため、地区協議会の活

性化が必要である。

（青少年の主張）審査員謝礼

及び参加記念品等の予算計

上が必要である。

子ども会連合会は補助金。

青少年問題協議会は委員報

酬と地区青少年協議会への

補助金。

青少年の主張は審査員謝礼

と応募者賞品、文集作成の印

刷製本費等。

（子ども会連合会）補助金の

支出は継続するが、加入率及

び活動機運の低下は否め

ず、行政支援のあり方を検討

する必要がある。

（青少年問題協議会）予算

は、青少年問題協議会委員

報酬と各青少年問題協議会

地区委員会補助金のみ。最

小の経費で最大の効果を引

き出すため、地区協議会の活

性化が必要である。

（青少年の主張）審査員謝礼

及び参加記念品等の予算計

上が必要である。

査 定

子ども会連合会は補助金。

青少年問題協議会は委員報

酬と地区青少年協議会への

補助金。

青少年の主張は審査員謝礼

と応募者賞品、文集作成の印

刷製本費等。

（子ども会連合会）補助金の

支出は継続するが、加入率及

び活動機運の低下は否め

ず、行政支援のあり方を検討

する必要がある。

（青少年問題協議会）予算

は、青少年問題協議会委員

報酬と各青少年問題協議会

地区委員会補助金のみ。最

小の経費で最大の効果を引

き出すため、地区協議会の活

性化が必要である。

（青少年の主張）審査員謝礼

及び参加記念品等の予算計

上が必要である。

—

742

1,129

査定後 決算額

1,161

762 793

988

640 660 660 520 640

742741795

1,209

行評要求

2,370

2,370

R6

（単位：千円）

行評要求 当初要求

協働による
効果
（見込み）

 地域の環境浄化・防犯強化を促進し、防犯意識及び青少年の非行防止意識の高揚を図ることが
できる。地区に根ざした青少年健全育成事業の確立を目指した検討を重ね、運営することができる。

実施中

実施予定

検討中

未検討

協働事業名
（予定）

青少年の健全育成に向けた支援及び事業の実施●

940988

551

社会教育課  社会教育係

事業費

協働できない

内
訳

地方債及びその他の特定財源

予
算
・
決
算
及
び
コ
メ
ン
ト

予算・決算等の構成

子ども会連合会

青少年問題協議会

青少年の主張

コメント

国庫支出金

一般財源

都支出金

協働状況
（予定）

№

R5

2,390

2,664 2,3902,370 2,393

R4R3

2,474

【住民等との協働に関する状況】

2,370 2,393

年度

事務事業名 青少年の健全育成に向けた支援及び事業の実施

担当部署

994

852

決算額

782

20

142

192



 

【目標・成果等】※「目標」はシート作成時、「年度成果」、「課題」、「今後の方向性」は年度終了後に記入
 

●

 

 

 

●

 

Ａ拡大
● Ｂ現状のまま継続
 Ｃ手段等の見直し
 Ｄ縮小
 Ｅ廃止・休止
 Ｆ完了・終了

視点② 視点③ 視点④

課題及び
今後の方向性

説
明

 ジュニアリーダー養成講座の事業内容の充実を図り、さまざまな学年の子どもたちが主体的
に参加できる体験活動機会を引き続き提供していく。中高生の参加者をいかに増加させるかが
以前から引き続いている課題である。コロナ過があけたことにより、今後は、以前のような事業
を展開し、広くリーダー養成を行っていく。

年 度
成 果

Ａ目標を上回って達成できた。

説
明

 読み聞かせ事業は、小学生・中学生・高校生の登録があり、自分たちで
考えながら工夫を凝らして実施することができた。
また、コロナ禍があけた令和5年度については、宿泊研修は行わず、日帰
り研修を実施した。

Ｂ目標をほぼ達成できた。

Ｃ目標を半分まで達成できた。

Ｄ目標を一部しか達成できなかった。

 社会教育課では、町内在住、在学の小学5年生～18歳までを対象に、ジュニアリーダー
養成事業を、年間8回程度実施。
 この養成事業では、さまざまな学年の子どもたちが、集団行動を通じて、リーダーになる
うえで必要な協調性や積極性を養っている。
 また、養成講座を5回受講した子どもをジュニアリーダーとして認定している。
 このジュニアリーダーと、これまでの卒業生を対象に、平成24年度より、瑞穂ユース
リーダーとして新たな活動を始めたが、平成28年度から活動を休止しており、今後も再
活動の予定はない状況である。こどもフェスティバルではへのブース出店への協力、青少
年委員会事業及び、子ども会事業への協力をメインに活動をしている。
 令和５年度も同様にジュニアリーダー養成講座を子どもたちが主体となって活動ができ
るように、サポートをする。

  経 緯

（いつからどのよ
うに始まったの
か）

青少年の健全育成

－青少年の意欲を高める事業の推進 重点

2 子どもたちがのびのびと育つまち

－

年 度
目 標

Ａ町長公約あるいは当該年度重要事業 

説
明

 ジュニアリーダーの主体性・自主性を尊重した活動をする。中学生以上
の参画を増やす工夫が必要である。新型コロナウイルス感染症の状況を
注視した無理のない計画で進めていく。

Ｂ当該年度に新規を含む事業

Ｃ継続事業 

Ｄ規模を縮小していく事業 

根拠計画及び
根拠法令

 内容・目的

（どのようなこと
を行っているの
か・どのような状
態にしようとして
いるのか）

 平成15年度から文科省再委託事業として東京都からの「地域と学校が連携した奉仕活動・体験活動推進
事業」補助金を活用し、地域教育力・体験活動推進協議会（青少年委員等を構成員）を組織し、地域の教育
力を高め、青少年、親子の体験活動を推進するための方策、学習機会、プログラム開発等を協議してきた。
また、平成16年度から体験活動・ボランティア活動支援センターを設置し、青少年の体験活動、ボランティア
活動を促進するために、地域の人材、ボランティアを活用し、情報提供を中心に運営するとともに関連する
事業を実施した。その事業の中心としてジュニアリーダー養成講座及びキャンプを実施した。中学生、高校
生はクラブ活動や勉強等大変多忙なため、なかなか地域参画をする時間と余裕がない。また、地域で行って
いるイベント等も小学生が対象というものが多く、参加する場も整備されていないのが現状である。そのよ
うな状況の中で、中学生及び高校生の居場所づくりが各自治体の課題となっている。武蔵野地区では地区
の行事に青少年委員とともに養成講座受講者が年少者へのクラフトの指導に活用されていた。
 令和2年度は新型コロナウイルス感染拡大の影響により活動は全面休止、令和３は読み聞かせ事業のみ
実施、令和４年度は読み聞かせ事業のほかこどもフェスティバルへの協力も行った。
 令和５年度も、子どもの集い、ジュニアリーダー研修会、こどもフェスティバルへの参加、読み聞かせ事業、
などを予定しているが、感染状況の的確な把握に基づいた計画が必要である。

第５次瑞穂町長期総合計画

事
業
概
要

令和 5 年度事務事業評価シート
№

事務事業名

10年後のめざす姿
行政、学校、家庭、地域社会が協働して、青少年健全育成活動や体験活動が充実し、青少
年が心身ともにすこやかに育っています。

長期総合計画基本構
想（重視すべき視点）

施策名 1
長期総合計画

施策分野

ジュニアリーダーの養成及び活用
教育部 社会教育課 社会教育係担当部署

作成者 荻野寿郎

基本目標

創生

7

 



【予算・決算等の状況】

【事業の適正性】※「人員要求」はシート作成時、「人員要求」査定はヒアリング後、「評価・査定」は年度終了後企画政策課が記入

 必要である
●必要ではない

№

R5

163

158 139432 178

R4R3

26

【住民等との協働に関する状況】

432 218

年度

事務事業名 ジュニアリーダーの養成及び活用

担当部署 教育部 社会教育課 社会教育係

事業費

協働できない

協働状況
（予定）

内
訳

地方債及びその他の特定財源

予
算
・
決
算
及
び
コ
メ
ン
ト

予算・決算等の構成

報償費

旅費

事業費（食糧費・消耗品費等）

コメント

国庫支出金

一般財源

通信運搬費

都支出金

レクリエーション傷害保険料

会場借上料

備品購入費

89

9

51 36

9

協働による
効果

（見込み）

地域への参画の手法を学び、実践するための意識を高める。また、地域理解の促進、ボランティア活
動、イベントの企画、地域参画の手法、屋外活動の実践について学び、人的ネットワークを広げること
ができる。

実施中

実施予定

検討中

未検討

協働事業名
（予定）

ジュニアリーダーの養成及び活用●

R6

（単位：千円）

行評要求 当初要求 査定後 決算額

432

432

行評要求

9

23

221

119

36 7

36

8

51

31

28

3

88

18

9

9

221 111 111

6 36

23 18

119

評価・査定

人員
要求

人員増については、特に必要がなく、青少年委員事業を主体とし
ての実施を継続していく。

人員増の必要性

主 管 課

報償費はリーダー研修会の指導者謝礼。
旅費はリーダー研修会の実踏・当日の職員旅
費。
事業費は子どもの集い・リーダー研修会の消耗
品と食糧費。
通信運搬費はジュニアリーダーへの通知。
傷害保険料はリーダー研修会参加者保険料。
会場借上料はリーダー研修会の会場使用料。

事業費は読み聞か
せ事業の消耗品。
通信運搬費はジュ
ニアリーダーへの
通知。
傷害保険料は読み
聞かせ事業の保険
料。

報償費はリーダー
宿泊研修会の指導
者謝礼。
旅費はリーダー宿
泊研修会の実踏・
当日の職員旅費。
事業費は子どもの
集い・リーダー宿泊
研修会・読み聞か
せ事業の消耗品と
食糧費。
通信運搬費はジュ
ニアリーダーへの
通知。
傷害保険料はリー
ダー宿泊研修会参
加者保険料。
会場借上料はリー
ダー宿泊研修会の
会場使用料。

査 定

—

報償費はリーダー
宿泊研修会の指導
者謝礼。
旅費はリーダー宿
泊研修会の実踏・
当日の職員旅費。
事業費は子どもの
集い・リーダー宿泊
研修会の消耗品と
食糧費。
通信運搬費はジュ
ニアリーダーへの
通知。
傷害保険料はリー
ダー宿泊研修会参
加者保険料。
会場借上料はリー
ダー宿泊研修会の
会場使用料。

16

16

24

6

40 60

26 218

14

6

決算額 決算額

3

13



 

【目標・成果等】※「目標」はシート作成時、「年度成果」、「課題」、「今後の方向性」は年度終了後に記入
 

●

 

 

●

 

 

Ａ拡大

Ｂ現状のまま継続
● Ｃ手段等の見直し
 Ｄ縮小
 Ｅ廃止・休止
 Ｆ完了・終了

視点② 視点③ 視点④

課題及び
今後の方向性

説
明

 ボランティアスタッフの確保については、引き続き地域の協力を得ながら進めていく必要があ
る。

年 度
成 果

Ａ目標を上回って達成できた。

説
明

 コロナ禍の制限が解除になり、全小学校5校で令和4年度を約40回ほ
ど上回る回数を実施することができ、延べ参加者数も令和4年度の5割
増となった。地域のボランティアスタッフの熱心な指導により、子どもたち
の放課後の居場所づくりに大きく寄与できた。

Ｂ目標をほぼ達成できた。

Ｃ目標を半分まで達成できた。

Ｄ目標を一部しか達成できなかった。

 子どもたちが地域社会の中で、心豊かで健やかに育まれる環境づくり（居場所づくり）を
目指す。国と東京都の補助（国1/3、都1/3）を受け、社会教育課・教育指導課・子育て応
援課と連携して放課後子ども教室推進事業を実施する。補助金の申請や総括、教室の運
営を社会教育課が担当し、学校施設等を学校教育課が担当する。福祉課とは学童保育
クラブとの連携等のあり方を協議する。開催場所は、第一～第五小学校の図書室・家庭
科室・図工室・パソコン教室・体育館・校庭や生涯学習センター・元狭山コミセンなどを利
用して実施する。1事業の定員は20～40名程度として、対象者は児童とする。事業内容
としては、低学年の居場所づくりを目的としたものや、ものづくり体験、伝統文化体験、ス
ポーツレクリエーション等様々な体験活動のほか、高学年対象のタブレット、パソコンを利
用したパソコン体験など、各学校区により特色ある内容を実施する。

  経 緯

（いつからどのよ
うに始まったの
か）

青少年の健全育成

－青少年の意欲を高める事業の推進 重点

2 子どもたちがのびのびと育つまち

－

年 度
目 標

Ａ町長公約あるいは当該年度重要事業 

説
明

 人材登録リスト登録者、地域人材の活用や関係各課と協力しながら事
業を運営する。

Ｂ当該年度に新規を含む事業

Ｃ継続事業 

Ｄ規模を縮小していく事業 

根拠計画及び
根拠法令

 内容・目的

（どのようなこと
を行っているの
か・どのような状
態にしようとして
いるのか）

 平成16年度より文部科学省の再委託事業として運営していた地域子ども教室推進事
業が終了し、新たに平成19年度から放課後子ども教室推進事業としてスタートした。平
成21年度では体験教室（社会教育課所管）・パソコン教室を利用した教室（教育課）の事
業を実施した。また、平成22年度より事務局を社会教育課とし、上記教室に加え、新たに
低学年対象のフリースペースを立ち上げた。近年授業時数の増加により、高学年の放課
後活動に時間が取れない中で、低学年の安心・安全な居場所づくりを目標に実施してい
る。また、事業内容を充実したもの安全なものにするために、実行委員会を年間2回程度
実施する。
学校との調整、コーディネーターの努力により、平成28年度から年間実施回数300回以
上を達成し、平成29年度は370回、平成30年度は374回、令和元年度は323回となっ
ている。
令和2年度は感染症の影響により全面休止。令和３年度は132回。令和４年度は感染拡
大の動向を注視しつつ無理のない範囲で一学期より実施している。令和５年度も同様の
方針である。

教育基本法、社会教育法、教育振興基本計画、東京都放課後子どもプラン実施要綱、第５次瑞穂町長期総
合計画、新放課後子ども総合プラン瑞穂町行動計画

事
業
概
要

令和 5 年度事務事業評価シート
№

事務事業名

10年後のめざす姿
行政、学校、家庭、地域社会が協働して、青少年健全育成活動や体験活動が充実し、青少
年が心身ともにすこやかに育っています。

長期総合計画基本構
想（重視すべき視点）

施策名 1
長期総合計画

施策分野

放課後子ども教室
教育部 社会教育課 社会教育係担当部署

作成者 荻野寿郎

基本目標

創生

7

 



【予算・決算等の状況】

【事業の適正性】※「人員要求」はシート作成時、「人員要求」査定はヒアリング後、「評価・査定」は年度終了後企画政策課が記入

 必要である
●必要ではない

12

1,633

42

決算額

4

1,841

618

1,223 1,746 1,632 1,700

№

R5

2,458

741 8261,146 757

R4R3

401

【住民等との協働に関する状況】

2,846 2,533

年度

事務事業名 放課後子ども教室

担当部署 教育部 社会教育課 社会教育係

事業費

協働できない

協働状況
（予定）

内
訳

地方債及びその他の特定財源

予
算
・
決
算
及
び
コ
メ
ン
ト

予算・決算等の構成

放課後子ども教室謝礼

消耗品費

備品購入費

コメント

国庫支出金

一般財源

通信運搬費

都支出金

旅費

レクリエーション傷害保険料

799

25174

1,776

2

56

150

56

2

976

41

6 7

協働による
効果

（見込み）
スタッフや講師に地域の方の協力をいただいて行っている。

実施中

実施予定

検討中

未検討

協働事業名
（予定）

放課後子ども教室●

R6

（単位：千円）

行評要求 当初要求

1,700

1,146

2,846

17

2,259

7

2

2,608

56 38

25

56

2

63

174141

2,608 2,443 2,397

査定後 決算額 行評要求

評価・査定

人員
要求

地域ボランティアを発掘することで人的不足の解消と事業内容の
充実を図っている。人員については地域の方の善意で成り立っ
ている状況のため、専門的な知識・経験を持った人材の配置が
必要である。

人員増の必要性

主 管 課

謝礼はスタッフへの謝礼。(令和5年度から教育
活動推進委員時間単価900円→1,000円、教育
活動サポーター時間単価800円→900円で積
算）
旅費は東京都へ補助金説明会・事業説明会へ出
張。
消耗品は印刷機マスターとインク等。
通信運搬費は実行委員会等の案内通知。
レクリエーション傷害保険料はスタッフ等保険
料。

謝礼はスタッフへの謝礼。

旅費は東京都へ補助金説明

会・事業説明会へ出張。

消耗品は印刷機マスターとイ

ンク等。

通信運搬費は実行委員会等

の案内通知。

レクリエーション傷害保険料

はスタッフ等保険料。

新型コロナウイルス感染症の

動向を注視しつつ実施した。

謝礼については最低賃金改

定に合わせ、教育活動推進

委員分1000円、教育活動サ

ポーター分900円の謝礼とし

た。

謝礼はスタッフへの謝礼。

旅費は東京都へ補助金説明

会・事業説明会へ出張。

消耗品は印刷機マスターとイ

ンク等。

通信運搬費は実行委員会等

の案内通知。

レクリエーション傷害保険料

はスタッフ等保険料。

査 定

—

謝礼はスタッフへの謝礼。

旅費は東京都へ補助金説明

会・事業説明会へ出張。

消耗品は印刷機マスターとイ

ンク等。

通信運搬費は実行委員会等

の案内通知。

レクリエーション傷害保険料

はスタッフ等保険料。

172

1,200 2,487

1

10

決算額



 

１ 基本目標・施策分野の名称

施策の評価（分析）

都支出金 0 192 274

地方債及びその他の特定財源 603,970 164 382

0 0

総事業費（計） 668,147 49,696 46,550 0 0

国庫支出金 0

48,372 0 0

一般財源 64,177 49,340 45,894

決 算 額

事業費/年度 令和３年度 令和４年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

 （単位：千円）

基本目標 3  豊かなこころを育むまち

２ 施策数値指標

予 算 額

事業費/年度 令和３年度 令和４年度

施策分野 1  生涯学習

10年後のめざす姿
 誰もが、いつでも、どこでも、気軽に学習できる環境が身近にあり、住民との協働で作りあげた多様な学習
機会を通じ、世代・地域を超えたさまざまな交流が生まれています。

図書館（図書室）利用者数

指標名 現状値
令和7年度 目標値

（実績値）

３ 予算・決算の状況  （単位：千円）

地方債及びその他の特定財源

実 績

33,000人
（     ）

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

31,746人
（令和元年度）

28,078人 37,774人 38,025人

598,400 6 157

169団体

都支出金 300 300

-

170団体 181団体
190団体
（     ）

施 策 分 野 評 価 シ ー ト

令和5年度 令和6年度 令和7年度

一般財源 27,737 46,441 47,915

総事業費（計） 626,437 46,747

国庫支出金 0 0 0

生涯学習団体数

説明・コメント

181団体
（令和元年度末日時

点）

300

 



合 計 額 51,69448,372 46,550

図書館は、住民の本棚であると考え、「瑞穂町図書館の運営及び資料収集に関す
る基準」により、住民の文化、教養、調査研究、娯楽及び生活実用の資料を、各分
野にわたり入門書から専門書まで、中立、公平の立場から体系的に収集する。

4 図書館資料・事業の充実 図書館

26,402 25,837

№ 事務事業名 担当
令和5年度 令和6年度

当初予算額当初予算額 決算額

27,038

事務事業の概要

18,137

事務事業の概要
「本や人とゆるやかにつながり、自分の居場所と感じられる図書館」として利用者
が安全で快適に利用できるよう適切に管理する。地域図書室の管理運営を適切に
行う。

当初予算額 決算額

15,591 13,824

№ 事務事業名 担当
令和5年度

3 図書館施設の充実 図書館

当初予算額 決算額

3,935 3,813

令和6年度
当初予算額

3,859

№ 事務事業名 担当
令和5年度 令和6年度

当初予算額

生涯学習は、人間の生涯を通じた学習活動であり、町民が、多様化する社会の変化に対応し、自らの意
思で問題解決のための継続的な学習活動を展開するものである。このような中、自主的、継続的な学習
活動を行うグループ、サークル、団体等の生涯学習活動の支援や、現代的課題や地域課題等に対応し
た学習機会の情報を提供することにより、町民自らが家庭や地域の教育力を高め、人々が活力のあるま
ちづくりを目指す環境を確保する。

№

図書館

施策 2  図書館活動の充実 基本構想・重視すべき視点 資源を磨き生活の質を豊かにする

４ 重点施策                 担当課

年度 【進捗状況】（主な取組等） 【評価・査定】

事務事業名 担当
令和5年度 令和6年度

当初予算額当初予算額 決算額

2,660

事務事業の概要
だれでも、いつでも、どこでも学習できることを基本に、関係団体の交流を促進し、効果的な
活動ができるネットワークづくりを進める。また、町民が構成する組織的な団体等が、主体的
に企画し運営する学習機会等を支援や奨励することにより、町民との協働事業の推進や団
体等の自立を促進する。町にある人材の発掘や育成、連携を推進する。

2,444 3,076

５ 個別事務事業概要 （単位：千円）

令和７年度

令和４年３月２２日に図書館をリニューアルオープンした。
１日平均来館者数は２４７人で、改修工事前の約２．５倍となった。
中立、公平の立場から図書館資料を収集するとともに、テーマ配架を導入し、
探している書籍の検索性を高め、更に関連がある書籍との出会いが増えるよ
うな配架を構築した。

改修工事を予定どおり施行し、来館者数も増加し
たことから、今後の図書館事業に期待している。ま
た、ワークショップに携わった利用者によるボラン
ティア組織が運営に関わっている姿は心強い。

令和４年度

住民が主体のボランティア団体等との共催でイベントを複数実施した。Wi-Fi
環境を活用しやすくするため、西多摩衛生組合と連携して、再生可能エネル
ギーを活用したモバイルバッテリーの無料館内貸出を実施した。さらに来館が
困難な方に対し、図書館資料の宅配サービスを開始した。

2 自主的な学習機会の支援 社会教育課

1 住民との協働による事業 社会教育課

施設改修後の新たなソフト事業に期待する。引
き続き住民ニーズを捉え、各種事業に取り組ん
でいただきたい。

令和５年度

令和６年３月に図書館への来館者が累計１２万人を超え、リニューアルオープ
ンから２年経過しても、町内外から多くの人が訪れる施設となっている。（リ
ニューアルオープン以前と比較して、来館者は約2.1倍、貸出等利用者数は約
1.5倍となっている。）
住民との協働によるおはなしの会のほか、図書館ファンクラブ等との協働で２
１回のイベントを実施した。

令和６年度

令和３年度

事務事業の概要



 

【目標・成果等】※「目標」はシート作成時、「年度成果」、「課題」、「今後の方向性」は年度終了後に記入
 

●

 

 

●

 

 

Ａ拡大
● Ｂ現状のまま継続
 Ｃ手段等の見直し
 Ｄ縮小
 Ｅ廃止・休止
 Ｆ完了・終了

視点① 視点② 視点③ 視点④

課題及び
今後の方向性

説
明

こどもフェスティバル、総合文化祭、二十歳を祝う会は、実行委員会形式を採用した
協働による事業の実施を継続していく。二十歳を祝う会の実行委員については、より
多くの方に参加いただけるよう周知方法を研究する必要がある。こどもフェスティバル
については、こどもが企画立案して主体的に実施できる方法を検討する必要がある。

年 度
成 果

Ａ目標を上回って達成できた。

説
明

二十歳を祝う会、総合文化祭、こどもフェスティバルについても、例年同
様に実行委員会を立ち上げて開催した。住民提案型協働事業について
は、5件の事業を実施し、生涯学習の振興支援を図った。

Ｂ目標をほぼ達成できた。

Ｃ目標を半分まで達成できた。

Ｄ目標を一部しか達成できなかった。

 だれでも、いつでも、どこでも学習できることを基本に、関係団体の交流を促進し、効果
的な活動ができるネットワークづくりを進める。また、町民が構成する組織的な団体等が、
主体的に企画し運営する学習機会等を支援や奨励することにより、町民との協働事業の
推進や団体等の自立を促進する。町にある人材の発掘や育成、連携を推進する。

実行委員会の企画運営による事業の開催
・こどもフェスティバル、総合文化祭、二十歳を祝う会(第二部)など、同じ活動目的を持
つ団体等による協働事業の推進と場の提供と情報の共有化を目指す。
瑞穂町生涯学習推進のための住民提案型協働事業
・住民が組織するグループ、団体等(以下「団体」という。)と教育委員会が住民提案型協
働事業を実施することにより、生涯学習の推進に寄与することを目的とする。

  経 緯

（いつからどのよ
うに始まったの
か）

生涯学習

－生涯学習の推進 重点

3 豊かなこころを育むまち

－

年 度
目 標

Ａ町長公約あるいは当該年度重要事業 

説
明

基本的に継続事業であるが、住民提案型協働事業では、提案者の主体性をさらに
奨励すると同時に、提案事業の数を増やす工夫が必要である。
また、こどもフェスティバルは、当初の趣旨を踏まえた変革の必要性が生じてい
る。

Ｂ当該年度に新規を含む事業

Ｃ継続事業 

Ｄ規模を縮小していく事業 

根拠計画及び
根拠法令

 内容・目的

（どのようなこと
を行っているの
か・どのような状
態にしようとして
いるのか）

 総合文化祭は、令和4年度で第5４回を迎えたが、平成16年度より生涯学習フェスティバルと統
合し、文化連盟と生涯学習推進団体及び個人参加を含めた総合的な文化祭となり、参加団体の
代表者が実行委員となって企画運営を行っている。
 成人式は令和5年より「二十歳を祝う会」に名称変更となり、対象者から実行委員を募り、式典
後のアトラクションの企画運営を行っている。
 こどもフェスティバルは、令和４年度で第1６回目を迎えた。当初から子ども会連合会、青少協地
区委員会、参加団体等による実行委員会を組織し、実行委員会主体の事業として開催している
が、子ども主体の趣旨の再認識やマンネリ化等が指摘され、方針転換を検討する時期となってい
る。
 平成22年度に「瑞穂町生涯学習推進のための住民提案型協働事業に関する要綱」を制定し、
住民が組織するグループやサークル等の団体が主体的に企画する、学習成果が地域の活性化
及び生涯学習の振興に効果的な事業について、協働で実施している。認定数は、、令和2年度は
７件だったが、その後令和３年度が５件、令和４年度が６件となっている。

第５次瑞穂町長期総合計画、第２次瑞穂町生涯学習推進計画、瑞穂町生涯学習推進のための住民提案型
協働事業に関する要綱

事
業
概
要

令和 5 年度事務事業評価シート
№

事務事業名

10年後のめざす姿
誰もが、いつでも、どこでも、気軽に学習できる環境が身近にあり、住民との協働で作りあ
げた多様な学習機会を通じ、世代・地域を超えたさまざまな交流が生まれています。

長期総合計画基本構
想（重視すべき視点）

施策名 1
長期総合計画

施策分野

住民との協働による事業
教育部 社会教育課 社会教育係担当部署

作成者 荻野寿郎

基本目標

創生

1

 



【予算・決算等の状況】

【事業の適正性】※「人員要求」はシート作成時、「人員要求」査定はヒアリング後、「評価・査定」は年度終了後企画政策課が記入

 必要である
●必要ではない

300 274 300

№

R5

3,076

2,044 2,6782,360 2,040

R4R3

1,390

【住民等との協働に関する状況】

2,660 2,440

年度

事務事業名 住民との協働による事業

担当部署 教育部 社会教育課 社会教育係

事業費

協働できない

協働状況
（予定）

内
訳

地方債及びその他の特定財源

予
算
・
決
算
及
び
コ
メ
ン
ト

予算・決算等の構成

住民提案型協働事業

総合文化祭

成人式（令和５年より二十歳を祝う会）

コメント

国庫支出金

一般財源

こどもフェスティバル

都支出金

994

査定後 決算額 行評要求

672

775

1,380

21

775

670695

300

737

2,144

協働による
効果
（見込み）

学習の成果を自らの企画・運営により実施することで、地域の連携や活性化につながる。

実施中

実施予定

検討中

未検討

協働事業名
（予定）

住民提案型協働事業●

R6

（単位：千円）

行評要求 当初要求

300

2,360

2,660

48

1,142

1,046

18

738

612

755

695

48 40 40

評価・査定

人員
要求

人員増の必要性

主 管 課

住民提案型協働事業の主なものは講師謝礼。
総合文化祭の主なものはﾎﾟｽﾀｰ･ﾁﾗｼ･ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの
印刷製本費とﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ配布委託料。
二十歳を祝う会の主なものは写真と記念品。
こどもﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙの主なものは運営費とイベント運
営委託料。

住民提案型協働事
業の主なものは消
耗品。総合文化祭
の主なものはﾎﾟｽ
ﾀｰ･ﾁﾗｼ･ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの
印刷製本費とﾌﾟﾛ
ｸﾞﾗﾑ配布委託料。
成人式の主なもの
は写真と記念品。
こどもﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙは
中止となったため、
事前通知による通
信運搬費のみ。

住民提案型協働事
業の主なものは消
耗品。総合文化祭
の主なものはﾎﾟｽ
ﾀｰ･ﾁﾗｼ･ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの
印刷製本費とﾌﾟﾛ
ｸﾞﾗﾑ配布委託料。
「二十歳を祝う会
（令和5年より変
更」の主なものは
写真と記念品。
こどもﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙの
主なものは運営費
と保険料など。

査 定

—

住民提案型協働事
業の主なものは講
師謝礼。
総合文化祭の主な
ものはﾎﾟｽﾀｰ･ﾁﾗｼ･
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの印刷製
本費とﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ配
布委託料。
成人式の主なもの
は写真と記念品。
こどもﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙの
主なものは運営費
とイベント運営委託
料。

1,390 2,444

2

決算額

1,010

20

決算額

1,202

4,376

4,184

192

9931,142

100 100 124

632



 

【目標・成果等】※「目標」はシート作成時、「年度成果」、「課題」、「今後の方向性」は年度終了後に記入
 

●

 

 

●

 

 

Ａ拡大

Ｂ現状のまま継続
● Ｃ手段等の見直し
 Ｄ縮小
 Ｅ廃止・休止
 Ｆ完了・終了

視点① 視点② 視点③ 視点④

課題及び
今後の方向性

説
明

総合人材リストについては、登録状況の確認が実施できていないため、状況確認を行い、リスト
の更新を行う必要がある。
自主的な学習活動が継続されるよう、生涯学習推進団体への支援は継続していく。
出前講座、総合人材リストについては、新たな周知方法を研究し、利用者の増加を図る。

年 度
成 果

Ａ目標を上回って達成できた。

説
明

文化連盟、青少年吹奏楽団、生涯学習推進団体への必要な支援を行った。なお、
生涯学習推進団体は181団体の登録があった。
総合人材リスト、出前講座については、広報周知等に努めたものの、活用実績は
依然として少ない状況であった。

Ｂ目標をほぼ達成できた。

Ｃ目標を半分まで達成できた。

Ｄ目標を一部しか達成できなかった。

 生涯学習は、人間の生涯を通じた学習活動であり、町民が、多様化する社会の変化に対応し、
自らの意思で問題解決のための継続的な学習活動を展開するものである。このような中、自主
的、継続的な学習活動を行うグループ、サークル、団体等の生涯学習活動の支援や、現代的課題
や地域課題等に対応した学習機会の情報を提供することにより、町民自らが家庭や地域の教育
力を高め、人々が活力のあるまちづくりを目指す環境を確保する。

学習機会の提供
・生涯学習まちづくり出前講座
・瑞穂町総合人材リスト
・ぴあのくらぶ等各種講座の開催
生涯学習活動への支援
・瑞穂青少年吹奏楽団、瑞穂町文化連盟、生涯学習推進団体登録団体等への活動支援
・学習活動に関する社会教育備品の貸出及び管理(陶芸窯、印刷機等)
・生涯学習団体の活動拠点となる生涯学習センターの管理、運営

  経 緯

（いつからどのよ
うに始まったの
か）

生涯学習

－生涯学習の推進 重点

3 豊かなこころを育むまち

－

年 度
目 標

Ａ町長公約あるいは当該年度重要事業 

説
明

 瑞穂町総合人材リストの活用やぴあのくらぶみずほなど様々な学習機会の提供を行う。
 また、文化連盟や青少年吹奏楽団、生涯学習推進団体への支援について、自主的な運営を目指す組織とし
てのあり方についてどのように関わっていくか検討を継続する。
  総合人材リスト、出前講座について、利用促進を図ると同時に時代変化に合わせた制度の見直しも検討する
必要がある。

Ｂ当該年度に新規を含む事業

Ｃ継続事業 

Ｄ規模を縮小していく事業 

根拠計画及び
根拠法令

 内容・目的

（どのようなこと
を行っているの
か・どのような状
態にしようとして
いるのか）

 生涯学習は、国の施策として平成4年度から広く普及、啓発され、当町においても平成11年度に社会教育課に生涯学習推進係を設
置し、学習機会や生涯学習に関する情報拠点の整備、町民の主体的な学習活動への支援の強化等、生涯学習の推進を展開してき
た。
 平成11年度、町民が主体となる生涯学習や自主学習、主体的なまちづくりを進めるため「総合人材リスト」を整備した。
 平成13年度、団体・グループ・サークル等への活動支援として「瑞穂町生涯学習団体登録制度」を立ち上げ、公的施設の使用料減
免や印刷機の貸出しなどを行っている。
 平成19年度、町民と協働して生涯学習によるまちづくりを推進するために「生涯学習まちづくり出前講座」を開設した。
 平成22年度、「瑞穂町生涯学習推進のための住民提案型協働事業に関する要綱」を制定し、町民（団体・グループ・サークル等）と
町が協働で事業を実施していく体制を整えた。
 また、平成23年度からの第4次瑞穂町長期総合計画策定にあわせ、これまでの生涯学習推進計画を骨子に庁内策定委員や社会
教育委員から意見を聴いて見直しをはかり、平成23年3月、町民のだれもが、生涯のいつでも、自由に学習する機会を選択して学ぶ
ことができ、その成果を適切に生かすことのできる「生涯学習社会」の実現をめざし「瑞穂町生涯学習推進計画」を策定した。
 平成27年度「瑞穂町生涯学習推進計画」策定から5年が経過したことから、平成28年度見直しを図り「瑞穂町生涯学習推進計画
後期計画」を策定した。「瑞穂町生涯学習推進計画後期計画」を通し、各課の新しい情報を発信させることができた。瑞穂青少年吹奏
楽団は、創立50周年に伴い、平成30年度に記念誌の作成を行った。令和2年度は「瑞穂町生涯学習推進計画」の第2次計画を策定
し、改修後の図書館事業を生涯学習として推進する新たな柱として位置づけた。令和3年度は昨年度はコロナ禍により実施できな
かった「ぴあのくらぶみずほ」を再開した。
 令和5年度も感染症の動向を随時分析しながら各種生涯学習事業を進めていく方針である。

教育基本法、社会教育法、第５次瑞穂町長期総合計画、第２次瑞穂町生涯学習推進計画、瑞穂町教育委員
会掌理団体育成要綱、瑞穂町生涯学習推進団体登録要綱、瑞穂町社会教育備品貸出要綱、瑞穂町印刷
機利用団体登録及び印刷機の利用に関する要綱

事
業
概
要

令和 5 年度事務事業評価シート
№

事務事業名

10年後のめざす姿
誰もが、いつでも、どこでも、気軽に学習できる環境が身近にあり、住民との協働で作りあ
げた多様な学習機会を通じ、世代・地域を超えたさまざまな交流が生まれています。

長期総合計画基本構
想（重視すべき視点）

施策名 1
長期総合計画

施策分野

自主的な学習機会の支援
教育部 社会教育課 社会教育係担当部署

作成者 荻野寿郎

基本目標

創生

1

 



【予算・決算等の状況】

【事業の適正性】※「人員要求」はシート作成時、「人員要求」査定はヒアリング後、「評価・査定」は年度終了後企画政策課が記入

 必要である
●必要ではない

№

R5

3,813

3,885 3,7883,859 4,082

R4R3

3,138

【住民等との協働に関する状況】

3,859 4,132

年度

事務事業名 自主的な学習機会の支援

担当部署 教育部 社会教育課 社会教育係

事業費

協働できない

協働状況
（予定）

内
訳

地方債及びその他の特定財源

予
算
・
決
算
及
び
コ
メ
ン
ト

予算・決算等の構成

瑞穂青少年吹奏楽団

生涯学習推進団体登録団体

社会教育備品の貸出及び管理事務

コメント

国庫支出金

一般財源

生涯学習センター

都支出金

ぴあのくらぶ

生涯学習推進計画の策定

貸出用印刷機リース契約（スカイホール）

2,472

42

40

430

193

2,555

170

25

協働による
効果
（見込み）

 住民に対して学習の場を提供するだけでなく、学習の成果を地域に還元することで、地域の活性
化を図る。

実施中

実施予定

検討中

未検討

協働事業名
（予定）

自主的な学習機会の支援●

R6

（単位：千円）

行評要求 当初要求 査定後 決算額

3,859

3,859

行評要求

2,472

88

192 193

354

726

193

714

25

484

129

2,740

243

88

2,616

2526 26

193 193

2,616

評価・査定

人員
要求

人員増の必要性

主 管 課

認定書送付の通信運搬費、貸出印刷機のマス
ターとインク、陶芸窯設置施設消耗品。陶芸窯電
気料金や施設上下水道料金。貸出備品と生涯学
習センターの備品修繕。貸出物品倉庫と陶芸窯
保管場所の保険。事務用品消耗品、電話回線イ
ンターネット回線使用料。講習会講師等謝礼費。
新規でスカイホール印刷機の更新によるリース
契約。

認定書送付の通信
運搬費、貸出印刷
機のマスターとイン
ク、陶芸窯設置施
設消耗品。陶芸窯
電気料金や施設上
下水道料金。貸出
備品と生涯学習セ
ンターの会計任用
職員報酬及び備品
修繕。貸出物品倉
庫と陶芸窯保管場
所の保険。事務用
品消耗品、電話回
線インターネット回
線使用料。講習会
講師等謝礼費。

認定書送付の通信運
搬費、貸出印刷機のマ
スターとインク、陶芸窯
設置施設消耗品。陶芸
窯電気料金や施設上下
水道料金。貸出備品と
生涯学習センターの会
計任用職員報酬及び備
品修繕。貸出物品倉庫
と陶芸窯保管場所の保
険。事務用品消耗品、
電話回線インターネット
回線使用料。講習会講
師等謝礼費。
新規で陶芸窯設置とス
カイホール印刷機の更
新によるリース契約。

査 定

—

認定書送付の通信
運搬費、貸出印刷
機のマスターとイン
ク、陶芸窯設置施
設消耗品。陶芸窯
電気料金や施設上
下水道料金。貸出
備品と生涯学習セ
ンターの備品修
繕。貸出物品倉庫
と陶芸窯保管場所
の保険。事務用品
消耗品、電話回線
インターネット回線
使用料。講習会講
師等謝礼費。
新規でスカイホー
ル印刷機の更新に
よるリース契約。

2,518

決算額 決算額

3,807

3,783

24

768

96

3,138 3,935

108

354 321 299

88 88

726

50 50 25

25

889



 

【目標・成果等】※「目標」はシート作成時、「年度成果」、「課題」、「今後の方向性」は年度終了後に記入
 

●

 

 

●

 

 

Ａ拡大
● Ｂ現状のまま継続
 Ｃ手段等の見直し
 Ｄ縮小
 Ｅ廃止・休止
 Ｆ完了・終了

事務事業名

10年後のめざす姿
誰もが、いつでも、どこでも、気軽に学習できる環境が身近にあり、住民との協働で作りあ
げた多様な学習機会を通じ、世代・地域を超えたさまざまな交流が生まれています。

長期総合計画基本構
想（重視すべき視点）

施策名 2
長期総合計画

施策分野

図書館施設の充実
教育部 図書館 図書係担当部署

作成者 西村 優子

基本目標 3 豊かなこころを育むまち

令和 5 年度事務事業評価シート
№

年 度
目 標

Ａ町長公約あるいは当該年度重要事業 

説
明

「本や人とゆるやかにつながり、自分の居場所と感じられる図書館」として
利用者が安全で快適に利用できるよう適切に管理する。
地域図書室の管理運営を適切に行う。

Ｂ当該年度に新規を含む事業

Ｃ継続事業 

Ｄ規模を縮小していく事業 

根拠計画及び
根拠法令

 内容・目的

（どのようなこと
を行っているの
か・どのような状
態にしようとして
いるのか）

図書館法、公立図書館の設置及び運営上の望ましい基準、第５次瑞穂町長期総合計画、第２次瑞穂町生涯
学習推進計画、瑞穂町図書館改修工事基本計画

事
業
概
要

 瑞穂町図書館は、昭和４８年に建設され、昭和５２年に郷土資料館分の増築、昭和５９年
に新館の増築がなされ４５年以上が経過していた。設備の老朽化により各所に不具合が
生じていて、維持管理が困難なだけではなく、住民が快適に利用できる環境とは言い難
い状況が続いていた。 図書館が、地域の重要な情報拠点として生涯学習を推進してい
く重要な役割を果たすためにも、利用環境の整備が不可欠であると判断し、令和元年度
から瑞穂町図書館改修事業に着手した。住民等によるワークショップを３回開催し、民意
を取り入れた計画策定と設計を経て、令和２年１２月に改修工事に着手した。改修工事は
令和4年1月に完了し、令和4年3月21日にリニューアルオープン記念式典を開催、令和
4年3月22日からリニューアルオープンした。
瑞穂町図書館改修工事基本計画のメインコンセプトで示した通り、「本や人とゆるやかに
つながり、自分の居場所と感じられる図書館」として図書館施設を維持管理すとともに利
用環境の向上に努める。
また、各地域に図書館サービスを提供するため、地域図書室の管理・運営を適切に行う。

視点① 視点② 視点③ 視点④

創生

1 生涯学習

〇図書館活動の充実 重点 〇

  経 緯

（いつからどのよ
うに始まったの
か）

課題及び
今後の方向性

説
明

利用者が安全で快適に利用できるよう、施設の維持管理を計画的に行う。
元狭山ふるさと思い出館図書室は建築から３４年が館内外に劣化が見られる
ため、適切な維持管理を実施する。

年 度
成 果

Ａ目標を上回って達成できた。

説
明

安全で快適な管理運営をし、来館者数は令和４年度比99.5％（298人減）を維持
した。また全館では100.9％（約736人増）で、図書館利用の活性化が図れた。下
半期は殿ケ谷会館の改修のため殿ケ谷図書室を休室したが、宅配サービスを活
用して図書館機能を維持することができた。

Ｂ目標をほぼ達成できた。

Ｃ目標を半分まで達成できた。

Ｄ目標を一部しか達成できなかった。

・昭和４７年図書館設置工事 ・昭和４８年８月図書館開館
・昭和５１年郷土資料館新築工事・昭和５２年１１月郷土資料館開館
・昭和５８年図書館増築工事・昭和５９年４月瑞穂町図書館新館開館
・昭和６２年１月お山の図書室開室・昭和６３年２月殿ケ谷図書室開
室
・平成２年元狭山ふるさと思い出館整備事業工事・平成３年７月長岡
図書室開室
・平成３年７月元狭山ふるさと思い出館図書室開室
・平成１３年元狭山ふるさと思い出館外壁等塗装工事
・平成１３年１２月お山の図書室閉室
・平成１４年１月武蔵野コミュニティセンター図書室開室
・平成２３年１１月長岡図書室閉室
・平成２３年１１月長岡コミュニティセンター図書室開室
・平成２４年９月元狭山ふるさと思い出館外壁等塗装工事
・平成２６年耐震診断調査委託
・平成２９年９月平成３０年度以降の防衛省９条調整交付金事業事前
調査を提出（理事者協議済）
・平成３０年１１月国庫補助事業採択に向けての協議開始（北関東防
衛局）
・平成３０年１２月１４日全員協議会での瑞穂町図書館改修事業実施
と準備行為着手の報告

・平成３１年２月１日瑞穂町図書館改修工事基本計画、基本設
計及び実施設計業務プロポーザル開始
・令和２年１1月30日図書館図書館臨時休館
・令和２年１２月２２日図書館改修工事着手
・令和３年２月２日～令和３年1２月２６日 瑞穂町図書館臨時
図書室設置（スカイホール内）
・令和4年1月瑞穂町図書館改修工事完了
、令和4年3月21日瑞穂町図書館リニューアルオープン記念式
典開催
・令和4年3月22日瑞穂町図書館リニューアルオープン
・令和5年2月14日耐震改修優秀建築賞受賞

 



【予算・決算等の状況】

【事業の適正性】※「人員要求」はシート作成時、「人員要求」査定はヒアリング後、「評価・査定」は年度終了後企画政策課が記入

 必要である
●必要ではない

15,522

15,389

決算額

5,714

1,560

3,066

4,568

466

133

148

5,052 15,591

2,994

決算額

評価・査定

人員
要求

瑞穂町図書館リニューアル後の来館者数は約2.1倍となった。ま
た令和4年度から来館困難者への宅配事業、令和5年度から学
校への団体貸出資料配送を開始した。施設の管理や図書館業務
を円滑に行うため、人員については現状維持が必要である。

人員増の必要性

主 管 課

殿ヶ谷会館改修工事に伴い殿ケ谷図書室の書籍
や一部書架等の移動を行う。適宜必要な修繕等
を実施していく。

改修工事
中も図書
館利用者
にサービス
を継続し
た。

適宜必要
な修繕等を
実施してい
く。

査 定

―

適宜必要
な修繕等を
実施してい
く。
元狭山ふ
るさと思い
出館外壁
等の経年
劣化が著し
いため必
要な修繕を
実施する

7,194

3 129

149

査定後 決算額

66

1,061 7,109

52

200

5,319 5,221 5,221

3,011

200

3,057

4,781

52

3,059

5,319

6,8227,109

150

5,785

（単位：千円）

18,577

931

3,011

3,22552

協働状況
（予定）

●

協働による
効果
（見込み）

実施中

実施予定

検討中

未検討

協働事業名
（予定）

150

3,059

行評要求 当初要求

内
訳

地方債及びその他の特定財源

予
算
・
決
算
及
び
コ
メ
ン
ト

予算・決算等の構成

１０需用費

１１役務費

１２委託料

コメント

国庫支出金

一般財源

１３使用料及び賃借料

都支出金

１４工事請負費

１７備品購入費

№

R5

13,824

15,588 13,69515,724 15,591

R4R3

5,052

【住民等との協働に関する状況】

15,724 15,591

年度

事務事業名 図書館施設の充実

担当部署 教育部 図書館 図書係

事業費

協働できない

R6

18,577

行評要求



 

【目標・成果等】※「目標」はシート作成時、「年度成果」、「課題」、「今後の方向性」は年度終了後に記入
 

●

 

 

●

 

 

Ａ拡大
● Ｂ現状のまま継続
 Ｃ手段等の見直し
 Ｄ縮小
 Ｅ廃止・休止
 Ｆ完了・終了

視点① 視点② 視点③ 視点④

課題及び
今後の方向性

説
明

図書館の基本的機能として、図書館資料を中立、公平の立場で体系的に収集する。
図書館の利用価値を認識し、主体的な学びや発表の場として、「瑞穂町図書館を使った調べる学習コンクール」を継続す
る。
図書館や本に興味を持てるような図書館講座やボランティア団体等と協働したイベントを実施し、読書活動を推進する。
第三次瑞穂町子ども読書活動推進計画の計画期間が令和６年度で終了する。今後も読書活動を推進するため、第四次と
なる計画を策定する。

年 度
成 果

Ａ目標を上回って達成できた。

説
明

「第6回瑞穂町図書館を使った調べる学習コンクール」を実施し、図書館
機能を有効活用した主体的な学びの場を提供した。
図書館講座等のイベントを実施し、図書館に来たことのない方が図書館
に足を運ぶきっかけを提供した。

Ｂ目標をほぼ達成できた。

Ｃ目標を半分まで達成できた。

Ｄ目標を一部しか達成できなかった。

 図書館は、住民の本棚であると考え、「瑞穂町図書館の運営及び資料収集に関する基準」により、住民の
文化、教養、調査研究、娯楽及び生活実用の資料を、各分野にわたり入門書から専門書まで、中立、公平の
立場から体系的に収集する。
・一般図書、参考図書、地域（郷土・行政）資料、ヤングアダルト資料、視聴覚資料、雑誌、新聞、児童書、障
がい者向け資料など分野別に選定し、収集する。
・現在町で収集している図書館資料の種類は、図書、逐次刊行物、文書・記録、地図とＣＤ等の視聴覚資料
で、図書・ＣＤ・ＤＶＤの選択の方法は業者のカタログ、見計らい（図書の現物見本を確認して購入を決める
こと。）、利用者からのリクエスト（リクエストカードや窓口での相談事項）を参考にして、「瑞穂町図書館の運
営及び資料収集に関する基準」をもとに選定する。
・住民の多様な資料要求に答えるため、図書館資料は幅広く、豊富に揃える必要がある。地域図書室では
児童の来館が多いため、特に児童書を豊富に揃える形にしている。
・点字図書など様々な形態の障がい者向け資料を収集している。
・地域資料の収集は情報提供事務の一環として行っている。
・読書活動を推進するため読書講演会や講座を行っている。
・主体的に学ぶ機会を提供し、図書館の利用価値を再認識するため、調べる学習コンクールを行う。

  経 緯

（いつからどのよ
うに始まったの
か）

生涯学習

〇図書館活動の充実 重点

3 豊かなこころを育むまち

〇

年 度
目 標

Ａ町長公約あるいは当該年度重要事業 

説
明

「図書館を使った調べる学習コンクール」地域コンクールを実施するととも
に各種講座などのイベントを実施し、図書館や図書館資料に親しむ機会
を提供する。

Ｂ当該年度に新規を含む事業

Ｃ継続事業 

Ｄ規模を縮小していく事業 

根拠計画及び
根拠法令

 内容・目的

（どのようなこと
を行っているの
か・どのような状
態にしようとして
いるのか）

・昭和４８年の図書館開館時より図書・レコードなどの収集が行われてきた。昭和５９年新館の建築とともに当時の和室を閉架書庫に改装するなど適宜対応してきた。
・平成７年度より読書に対する理解を深めてもらうため、講師を招き読書講演会を実施してきた。
・平成９年には、「瑞穂町図書館の運営及び資料収集に関する基準」が制定され、平成１７年２月に音楽普及嘱託員と耕心館の協力・寄贈を得て、ＣＤの瑞穂町のサウ
ンドコーナーを設けた。（耕心館ジュニアピアノコンテスト、吹奏楽団の演奏など）
・平成１８年度にはＤＶＤ資料の収集を開始した。
・平成２２年度からは読書講演会を年に２回開催とした。
・平成２３年度には図書館及び長岡コミュニティセンター図書室に検索用パソコンを配置した。
・平成２４年５月から図書館におすすめコーナーを設置した。
・平成２６年３月及び７月に住民が主催する「大瀧詠一さんを語る会」に後援して出張展示した。
・平成２７年、郷土資料館と互いが所持している地域資料を共有するため、地域資料のデジタル作成を行った。さらにはデジタル処理された地域資料を後世に残すと
ともに、英語に翻訳してインターネットでの閲覧を可能にし、瑞穂町を世界に発信した。
・平成２７年読書手帳の配布、図書館と学校図書館の連携会議を開始した。
・平成２８年郷土資料館との連携を更に進め、画像認証技術を使い、資料館の展示物及びバーズアイ瑞穂の対象物に関する情報（地域資料、瑞穂の音、今昔の写真）
を提供する事業を行った。

・平成２９年度は２８年度事業を発展させ、現物（文化財等）を現地で画像認証させ、関連する資料を表示するシステムを開発。『みずほ✧探検アプリ』は利用者のス
マートフォンで活用できることから、さらに身近なものとした。
・平成30年度は動画で今の瑞穂町を撮影し後世に残すための資料を公開した。
・平成３０年度から都内町村初となる図書館を使った調べる学習コンクール地域コンクールを開催した。（小学校・中学校・一般の部）
・令和元年度から瑞穂町図書館を使った調べる学習コンクールに「高校生の部」を新設した。

・令和3年度は『みずほ✧探検アプリ』のコースを４つに増やしたり、村山大島紬の図録を作成するとともに、改修後の図書館に大瀧詠一さんコーナーを設置した。
・令和４年度から祝日開館の本実施を開始し、貸出冊数と貸出カードの登録有効期間も拡大した。
・令和４年度から図書資料の宅配サービスを開始した。
・令和5年度から学校への団体貸出資料配送を開始した。
・令和5年4月23日「子供の読書活動優秀実践図書館」文部科学大臣表彰受賞

図書館法、第５次瑞穂町長期総合計画、瑞穂町図書館の管理運営に関する規則、瑞穂町図書館の運営及
び資料収集に関する基準、第三次瑞穂町子ども読書活動推進計画、第２次瑞穂町生涯学習推進計画

事
業
概
要

令和 5 年度事務事業評価シート
№

事務事業名

10年後のめざす姿
誰もが、いつでも、どこでも、気軽に学習できる環境が身近にあり、住民との協働で作りあ
げた多様な学習機会を通じ、世代・地域を超えたさまざまな交流が生まれています。

長期総合計画基本構
想（重視すべき視点）

施策名 2
長期総合計画

施策分野

図書館資料・事業の充実
教育部 図書館 図書係担当部署

作成者 西村 優子

基本目標

創生

1

 



地域資料の収集

【予算・決算等の状況】

【事業の適正性】※「人員要求」はシート作成時、「人員要求」査定はヒアリング後、「評価・査定」は年度終了後企画政策課が記入

 必要である
●必要ではない

№

R5

25,837

26,398 25,73326,736 26,402

R4R3

28,166

【住民等との協働に関する状況】

26,736 26,402

年度

25,984

事務事業名 図書館資料・事業の充実

担当部署 教育部 図書館 図書係

事業費

協働できない

１８負担金

２６公課費

内
訳

地方債及びその他の特定財源

予
算
・
決
算
及
び
コ
メ
ン
ト

予算・決算等の構成

１報酬費

７報償費

８旅費

コメント

国庫支出金

一般財源

１０需要費

都支出金

１１役務費

１２委託料

１３使用料及び賃借料

１７備品購入費

61 60 61

4,628 4,628 4,573

96

査定後 決算額 行評要求

133

2,244

2,381 2,581

4,983

65

4,501

4,864

4,501

179

2,718

2,5092,370

7,603

179

133130123

2,718

4,983

協働状況
（予定）

協働による
効果
（見込み）

地域に対する郷土愛が育まれるとともに、資料の活用まで発展が期待できる。

実施中

実施予定

検討中

未検討

協働事業名
（予定）

図書館・資料館連携事業

おはなしの会

図書館ファンクラブ共催イベント

瑞穂ナイアガラセミナー

●

R6

（単位：千円）

行評要求 当初要求

26,944

26,944

11,48811,612 11,471

4,504 4,572

2,585

106

2,509

2,718

260

96

4,504

11,612

5

133

11,488

260 260 260

4,572 4,504

61

5 57

61

5

61

96

2,451 2,509

41 82

7

決算額

4 104

9793

43

評価・査定

人員
要求

瑞穂町図書館リニューアル後の来館者数は約2.1倍となった。ま
た令和4年度から来館困難者への宅配事業、令和5年度から学
校への団体貸出資料配送を開始した。施設の管理や図書館業務
を円滑に行うため、人員については現状維持が必要である。

人員増の必要性

主 管 課

資料購入費は図書館の基本となる費用のため、
現状を維持する形で要求する。
「図書館を使った調べる学習コンクール」地域コ
ンクールを実施する。

資料購入費
は図書館の
基本となる
費用のた
め、現状を
維持する形
で要求す
る。
「図書館を
使った調べ
る学習コン
クール」地
域コンクー
ルを実施し
た。

資料購入費
は図書館の
基本となる
費用のた
め、現状を
維持する形
で要求す
る。
「図書館を
使った調べ
る学習コン
クール」地
域コンクー
ルを実施す
る。

査 定

―

資料購入費
は図書館の
基本となる
費用のた
め、現状を
維持する形
で要求す
る。
「図書館を
使った調べ
る学習コン
クール」地
域コンクー
ルを実施す
る。

28,166 25,991 26,402

1,632

11,603 11,598

60

2,444

決算額



 

１ 基本目標・施策分野の名称

施 策 分 野 評 価 シ ー ト

スカイホール利用者数
43,768人
（令和元年度）

２ 施策数値指標

基本目標 3  豊かなこころを育むまち

施策分野 2  文化・芸術

17,502人 28,677人 28,648人

令和6年度

48,000人
（     ）

令和7年度 目標値
（実績値）

10年後のめざす姿
 スカイホール、耕心館、郷土資料館「けやき館」をはじめ、多様なプログラムの展開と各施設の適正な維持管
理により、誰もが身近に自分の興味に合った質の高い文化・芸術・歴史に親しむ環境が整っています。

郷土資料館来館者数
（ ）新規来館者数

39,325人
（10,477人）

（令和元年度末日時点）

24,339人
(7,395人)

30,866人
(9,244人)

30,987人
(8,101人)

43,000人
（12,900人）
（     ）

指標名 現状値
実 績

令和3年度 令和4年度 令和5年度

予 算 額

事業費/年度 令和３年度 令和４年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

-説明・コメント

３ 予算・決算の状況  （単位：千円）

国庫支出金 1,500 750 1,000

一般財源 162,500 150,451 172,291

都支出金 768 1,358 1,751

地方債及びその他の特定財源 28,000 50,000 33,144

総事業費（計） 192,768 202,559 208,186 0 0

決 算 額

事業費/年度 令和３年度 令和４年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

 （単位：千円）

一般財源 147,906 155,888 172,576

国庫支出金 6,986 739 250

都支出金 339 6,324 6,459

施策の評価（分析）

地方債及びその他の特定財源 50,000 54,438 33,614

総事業費（計） 205,231 217,389 212,899 0 0

 



町民に心安らぐくつろぎの場を提供する。また、周辺地域の優れた音楽、美術・工芸
などの鑑賞事業や季節に合わせた事業を実施し、文化・芸術に触れる機会を創出
することにより、町民の文化・芸術振興に寄与する。

4 耕心館事業の充実 図書館

45,531 45,531

№ 事務事業名 担当
令和5年度 令和6年度

当初予算額当初予算額 決算額

46,506

事務事業の概要

2,356

事務事業の概要
・郷土研修会・文化財展・郷土歴史講演会・自然に関する講演会などの事業を実施し、町
 民の郷土に対する意識の向上を図る。
・文化財保護法第９３条の規定に基づき、埋蔵文化財包蔵地内における土木工事等につい
 ての試掘・立会調査を実施し、その結果を記録する。

当初予算額 決算額

4,610 3,887

№ 事務事業名 担当
令和5年度

3 文化財保護事業の充実 図書館

当初予算額 決算額

60,465 60,638

令和6年度
当初予算額

74,927

№ 事務事業名 担当
令和5年度 令和6年度

当初予算額

瑞穂町に関する歴史・文化・教育的資料を収集し、保管及び展示して町民の利用に
供し、その教養学術及び文化の向上に寄与することを目的として、調査研究の成果
を展示・刊行物の発行・講演会の開催等の方法により周知するよう図る。

№

ー

施策 ー 基本構想・重視すべき視点 ー

４ 重点施策                 担当課

年度 【進捗状況】（主な取組等） 【評価・査定】

事務事業名 担当
令和5年度 令和6年度

当初予算額当初予算額 決算額

92,720

事務事業の概要

町の文化活動の拠点として、様々なジャンルの優れた作品を鑑賞する機会を提供し
ている。また、町民が自主的な文化活動や創造活動の場として利用できるよう、効
率的な維持管理に努めている。

97,564 102,838

５ 個別事務事業概要 （単位：千円）

令和７年度 ー ー

ー ー

令和４年度 ー

2 郷土資料館事業の充実 図書館

1
ﾋﾞｭｰﾊﾟｰｸ・ｽｶｲﾎｰﾙ
維持管理・運営事業

社会教育課

ー

令和５年度 ー ー

令和６年度 ー ー

令和３年度

事務事業の概要

再掲として、７－４公共施設マネジメントに記載あり

再掲として、７－４公共施設マネジメントに記載あり

再掲として、７－４公共施設マネジメントに記載あり



事務事業の概要
瑞穂町では、先人達が築いてきた文化や歴史、狭山丘陵をはじめ広大な平地林や農地な
ど、里山を代表する自然が今も大切に残されている。しかし、郷土の歴史や自然など各分野
についてまだ知られていない数多くの魅力がある。ふるさとづくり推進事業では、町民が再
度ふるさとを見直すために、歴史、観光、自然の３つの分野を中心に、今後の教養学術及び
地域に根ざす文化の向上を推進する。

合 計 額 216,509

5 ふるさとづくり推進事業 図書館

16 5

208,186 212,899

№ 事務事業名 担当
令和5年度 令和6年度

当初予算額当初予算額 決算額

令和６年度から「文化財保護事業の充実」に統合



 

【目標・成果等】※「目標」はシート作成時、「年度成果」、「課題」、「今後の方向性」は年度終了後に記入
 

●

 

 

●

 

 

Ａ拡大
● Ｂ現状のまま継続
 Ｃ手段等の見直し
 Ｄ縮小
 Ｅ廃止・休止
 Ｆ完了・終了

事務事業名

10年後のめざす姿
スカイホール、耕心館、郷土資料館「けやき館」をはじめ、多様なプログラムの展開と各施設の適正な維持管理により、誰
もが身近に自分の興味に合った質の高い文化・芸術・歴史に親しむ環境が整っています。

長期総合計画基本構
想（重視すべき視点）

施策名
1
1

長期総合計画
施策分野

ビューパーク・スカイホール維持管理・運営事業
   教育部 社会教育課 社会教育係担当部署

作成者 荻野寿郎

基本目標

創生

2
4

令和 5 年度事務事業評価シート
№

年 度
目 標

Ａ町長公約あるいは当該年度重要事業 

説
明

 主催事業、共催事業を開催するに当たり、公演委託料等が発生しないものを限
定する。施設管理、運営については原則直営方式継続の方針だが、施設全体の老
朽化が進行する中で業務委託方式も採り入れながらの刷新が必要となっている。

Ｂ当該年度に新規を含む事業

Ｃ継続事業 

Ｄ規模を縮小していく事業 

根拠計画及び
根拠法令

 内容・目的

（どのようなこと
を行っているの
か・どのような状
態にしようとして
いるのか）

 町の文化ホールとして平成2年にオープンし、開館当時は文化事業課として独立してスカイホールの管理運営をしていた。
 平成10年度までは、年間10本程度の主催事業を中心としたホール運営を行ってきた。
 平成11年度、組織の改編によりスカイホールは教育委員会の拠点施設となり、文化事業課が社会教育課と統合され、社会教育課文
化事業係として業務を継続する。また、財政的な事情から主催事業の凍結が決定し、貸しホール中心の運営形態となった。そのため、
舞台操作のために常駐(委託)していた技術者を引き上げ、専門的な技術を必要とする事業を除き、舞台の打合せ業務や舞台操作業
務を職員が行うこととなった。
 平成14年度から主催事業を再開するが、貸しホール中心の運営形態は変わっていない。
 平成20年度に社会教育係が組織され、生涯学習係と文化事業係の業務が統合された。また、舞台操作は全て専門業者への業務委
託となり、主任技術者を1名常駐(委託)とした。
 平成23年度に組織改正により社会教育係6名が推進係5名となり、スカイホールの維持管理を含めた運営及び社会教育関係事業
等を行っている。平成23年度にスカイホール外壁補修等工事、平成24・25年度で冷温水発生機や個別空調設備、照明・音響設備
の一部の機能復旧工事を行った。平成26年度には競技場管理棟空調設備の改修工事を行った。平成30年度は大・小ホール調光盤
更新工事を行った。令和元年度は経年劣化による修繕のほか、幹線電源の漏電による緊急修繕を行った。令和2年度は調光操作卓
及び大ホール舞台照明設備漏電修繕ほか、随時設備修繕、ジュンサイ池公園関係修繕等を行った。令和3年度は一部水銀灯LED
化、スカイホール機械室空調設備修繕等を行った。令和４年度はジュンサイ池公園防犯カメラ設置工事ほか橋梁修繕等を実施した。
令和5年度は、ジュンサイ池公園の一部水銀灯のＬＥＤ化、フェンス改修工事を予定。

第５次瑞穂町長期総合計画、瑞穂町生涯学習推進計画、瑞穂ビューパークの設置及び管理に関する条例、
瑞穂ビューパークの設置及び管理に関する条例施行規則

事
業
概
要

文化・芸術
公共施設マネジメント

－
文化・芸術の振興
既存施設の適切な維持管理

重点

3
7

豊かなこころを育むまち
総合計画の実現に向けて

〇

視点① 視点② 視点③ 視点④

課題及び
今後の方向性

説
明

内装及び外装については、全体的に劣化が進んでいる状況である。施設の延命のために修繕
及び長寿命化の研究、検討を進めていかなければならない。特に、照明設備については、生産
が終了している機器があるため、早急なLED設備への改修が必要である。また、施設の利用に
ついては、利用者が快適・安全に利用できるよう舞台操作技術者との連携強化を引き続き図
る。

年 度
成 果

Ａ目標を上回って達成できた。

説
明

NHKのど自慢、瑞穂青少年吹奏楽団アーリーサマーコンサート、東京都
交響楽団プレミアムコンサートを開催した。
施設管理では計画的な修繕に加え、ジュンサイ池公園フェンス改修工事
を実施した。

Ｂ目標をほぼ達成できた。

Ｃ目標を半分まで達成できた。

Ｄ目標を一部しか達成できなかった。

 町の文化活動の拠点として、様々なジャンルの優れた作品を鑑賞する機会を提供して
いる。また、町民が自主的な文化活動や創造活動の場として利用できるよう、効率的な維
持管理に努めている。

・スカイホールを利用者が快適に使用できるよう、職員が利用受付や修繕、業務委託等
の契約、消耗品等の購入などの事務を行い、建物の清掃、空調機の運転業務などの日常
業務のほか、大・小ホールの照明設備、音響設備、舞台機構などの設備の定期的保守管
理については専門業者への業務委託により行っている。
・大・小ホールの舞台操作は、平成20年度の係統合による人員削減により、再び舞台操
作を業者委託とし、技術者1名が常駐して行っている。
・スカイホールが建設されてから30年が経過し、各施設の設備の老朽化が進み、随時、
応急処置や修繕、改修工事を行い利用者の安全の確保を図っている。

  経 緯

（いつからどのよ
うに始まったの
か）

 



【予算・決算等の状況】

【事業の適正性】※「人員要求」はシート作成時、「人員要求」査定はヒアリング後、「評価・査定」は年度終了後企画政策課が記入

 必要である
●必要ではない

92,572 97,564

62,307

97

40

1,727

決算額

83 95

565

評価・査定

人員
要求

令和3年4月より社会教育係が新庁舎へ移転したことにより、社
会教育係は実質分散勤務のような体制となり、毎回の書類運搬
や連絡体制等の面で職員は煩雑な勤務を強いられている。単な
る人員増で解決する問題ではなく、組織をスカイホール事業と社
会教育事業に分割する必要性がある。

人員増の必要性

主 管 課

平成2年のスカイホール開館以来更新していな
い機器があり、劣化しているものがあるため、優
先順位を確認し、計画的に更新・改修を進めてい
く必要がある。
令和5年度は、エレベーター更新工事を債務負
担行為で計上。

需用費・役
務費・委託
料はビュー
パーク・ス
カイホール
の維持管
理全般に
要するも
の。償還
金、利子及
び割引料
はスカイ
ホール過年
度申請分
の返還金。

平成2年のスカイ
ホール開館以来更
新していない機器
があり、劣化してい
るものがあるため、
優先順位を確認
し、計画的に更新・
改修を進めていく
必要がある。

令和4年度は、ジュ
ンサイ池周辺防犯
管理のため防犯カ
メラ設置工事、ジュ
ンサイ池橋梁修繕
料等を計上。

査 定

—

平成2年のス
カイホール開
館以来更新し
ていない機器
があり、劣化
しているもの
があるため、
優先順位を確
認し、計画的
に更新・改修
を進めていく
必要がある。

96

24,742

59,357 62,959

24,548

3,144 3,144 3,614

24,040

53

20,950

95 90 90

63

25 231 231

25,000

84

50

1,743

246

62,459

1,747

59

1,298

25

24,548

53

92,720

R6

（単位：千円）

行評要求 当初要求

92,970

1,750

6,842

協働状況
（予定）

●

協働による
効果

（見込み）

実施中

実施予定

検討中

未検討

協働事業名
（予定）

351 50

6,841 6,841 6,837

24,643

査定後 決算額 行評要求

1,750

6,842

26,632

26

1,750

59,35765,362

6,991

1,490

備品購入費

負担金、補助及び交付金

内
訳

地方債及びその他の特定財源

予
算
・
決
算
及
び
コ
メ
ン
ト

予算・決算等の構成

スカイホール主催事業委託

スカイホール維持管理・運営

需用費

コメント

国庫支出金

一般財源

役務費

都支出金

償還金、利子及び割引料

保守関係委託料

使用料及び賃借料

工事関係

原材料

№

R5

102,838

93,420 93,142117,720 117,593

R4R3

92,625

【住民等との協働に関する状況】

117,720 120,737

年度

事務事業名 ビューパーク・スカイホール維持管理・運営事業

担当部署    教育部 社会教育課 社会教育係

事業費

協働できない

1,000 6,082

102,488

92,627

4,900

348

84

4,438

523

1,738

201

53

2,035

6,841

決算額

27,281

63,907



 

【目標・成果等】※「目標」はシート作成時、「年度成果」、「課題」、「今後の方向性」は年度終了後に記入
 

●

 

 

●

 

 

Ａ拡大
● Ｂ現状のまま継続
 Ｃ手段等の見直し
 Ｄ縮小
 Ｅ廃止・休止
 Ｆ完了・終了

事務事業名

10年後のめざす姿
スカイホール、耕心館、郷土資料館「けやき館」をはじめ、多様なプログラムの展開と各施設の適正な維持管理により、誰
もが身近に自分の興味に合った質の高い文化・芸術・歴史に親しむ環境が整っています。

長期総合計画基本構
想（重視すべき視点）

施策名
1・2
1・3

長期総合計画
施策分野

郷土資料館事業の充実
教育部 図書館 文化財担当担当部署

作成者 小山健一

基本目標

創生

2
4

令和 5 年度事務事業評価シート
№

年 度
目 標

Ａ町長公約あるいは当該年度重要事業 

説
明

・収蔵資料の整理を進め、資料の管理・検索の充実を図る。
・郷土の歴史や自然等に関する講演会や企画展、親子で楽しめる体験事業等を実施し、誰もが
参加し楽しめるよう事業の充実を図る。
・隣接する耕心館と連携し、「瑞穂のつるし飾り」や「山野草ウィーク」などの事業を充実させ更な
る集客に努める。

Ｂ当該年度に新規を含む事業

Ｃ継続事業 

Ｄ規模を縮小していく事業 

根拠計画及び
根拠法令

 内容・目的

（どのようなこと
を行っているの
か・どのような状
態にしようとして
いるのか）

・昭和52年  郷土資料館の建設
・平成14年～瑞穂町郷土資料館年報の刊行
・平成15年  施設に事務職員が配置
・平成17年  学芸員の配置
・平成19年  郷土資料館館長の配置
・平成22年～地域の歴史講演会の開始
・平成22・23年 社会教育施設の用地取得
・平成23年  社会教育施設基本設計委託(建築・展示)
・平成24年  郷土資料館実施設計委託(建築・展示)
・平成25・26年  (仮称)新郷土資料館建設工事
・平成25・26年  (仮称)新郷土資料館展示製作委託
・平成25年  郷土資料館管理に関する条例を制定
・平成25年  郷土資料館管理に関する条例規則を制定
・平成26年  郷土資料館指定管理者制度開始
・平成26年  (仮称)新郷土資料館資料等運送委託
・平成26年  新郷土資料館の愛称「けやき館」に決定
・平成26年  新郷土資料館「けやき館」開館 指定管理者制度導入
・平成27年  夜間開館（17時～21時）開始（7月18日～）
・令和元年  開館5周年記念式典実施
・令和2年    来館者20万人達成（1月18日）
・令和4年   郷土資料館管理に関する条例を一部改正
・令和5年    開館時間を9時～17時に変更（1月～）

社会教育法、博物館法、郷土資料館の設置及び管理に関する条例、郷土資料館の設置及び管理に関する
条例施行規則

事
業
概
要

  経 緯

（いつからどのよ
うに始まったの
か）

文化・芸術
公共施設マネジメント

〇
文化・芸術の振興、文化財保護・郷土資料の保管整理
既存施設の適切な維持管理、民間活力の積極的な導入・検討

重点

3
7

豊かなこころを育むまち
総合計画の実現に向けて

〇

課題及び
今後の方向性

説
明

年 度
成 果

Ａ目標を上回って達成できた。

説
明

Ｂ目標をほぼ達成できた。

Ｃ目標を半分まで達成できた。

Ｄ目標を一部しか達成できなかった。

・収蔵資料の整理を進め、資料の管理・検索の充実を図った。
・予定していた各種事業は全て実施することができた。
・隣接する耕心館との連携事業である「瑞穂のつるし飾り」や「山野草ウィーク」な
どを開催した。来館者数は、３０，９８７人となり、前年度を上回った。

 町内外から多くの方に来館していただくため、地域の団体等と連携し、企画展や講演会、講座
や体験教室など魅力ある事業を実施するとともに、広報活動をより充実させ、来館者数の増に
努める。
 使用頻度の多い常設展示室内の機器類について、不具合が発生する回数が増えてきてい
る。指定管理者と協議し、計画的に保守点検等を行う必要がある。

視点① 視点② 視点③ 視点④

・町に関する歴史・文化・教育的資料を収集し、保管及び展示して町民の利用に供する。
・文化・自然等に関する調査研究の成果を、展示・刊行物発行・講演会開催等の手段に
 より周知し、教養学術及び文化の向上に寄与する。
・町の文化財に関する展示や講演会等を開催し、住民へ周知する。
・収蔵資料の適切な管理を行う。
・指定管理者による効率的かつ効果的な管理運営を行う。
・主催事業の充実や耕心館と連携した展示等を行い、来館者の増加を図る。
・様々な情報ツールを活用した情報発信により、事業の開催状況や関連情報を住民等
 に広く周知する。

 



【予算・決算等の状況】

【事業の適正性】※「人員要求」はシート作成時、「人員要求」査定はヒアリング後、「評価・査定」は年度終了後企画課が記入

 必要である
●必要ではない

66,047 61,822 60,465

7

4,787

65,159

決算額

評価・査定

人員
要求

指定管理者制度の導入により効果的な管理運営を行っている。
また、隣接する耕心館と同一の指定管理者であることで一層効
果的な管理運営を行うことができている。
同じ事務所内で文化財担当の町職員と指定管理者の連携がと
れているため、人員については現状維持が必要と考える。

人員増の必要性

主 管 課

指定管理者による郷土資料館の管理・運営事業
実施
村山大島紬の伝統を継承していくため、機織り・
染色体験事業を実施

指定管理者に
よる郷土資料
館の管理・運
営事業実施
機織り・染色
体験事業を実
施
常設展示室空
調環境等改善
業務委託等の
実施に伴う委
託料の増額
除菌用紫外線
照射装置一式
購入等に伴う
備品購入費の
増額

指定管理者
による郷土
資料館の管
理・運営事
業実施
村山大島紬
の伝統を継
承していくた
め、機織り・
染色体験事
業を実施
敷地適正管
理のため委
託料及び公
有財産購入
費の増額

査 定

―

指定管理
者による郷
土資料館
の管理・運
営事業実
施
村山大島
紬の伝統
を継承して
いくため、
機織り・染
色体験事
業を実施

189

3

30,000

3 3

30,00050,000

決算額

30,000 30,000

24

30,000

24

2

27

9

13 7 7

15 15

60,393

5

60,393

13

3

15

97 9

15 15

61,773

31,773

R6

（単位：千円）

行評要求 当初要求

協働状況
（予定）

協働による
効果

（見込み）

資料館が実施する歴史講演会や体験教室などの事業について、各団体等と協働することで、様々な
町の魅力を町内外に発信することができ、多くの集客を見込むことができる。

実施中

実施予定

検討中

未検討

協働事業名
（予定）

地域住民との協働事業

収蔵資料の整理

●

837

13

382727

50,000

59,681

15

3

査定後 決算額 行評要求

38

412

61,352 61,408

15

3

1515

3

61,700

工事費

内
訳

地方債及びその他の特定財源

予
算
・
決
算
及
び
コ
メ
ン
ト

予算・決算等の構成

旅費

需用費

役務費

コメント

国庫支出金

一般財源

委託料

都支出金

公有財産購入費

備品費

負担金

公課費

№

R5

60,638

30,465 30,63831,488 29,753

R4R3

11,260

【住民等との協働に関する状況】

61,488 59,753

年度

11,822

事務事業名 郷土資料館事業の充実

担当部署 教育部 図書館 文化財担当

事業費

協働できない



 

【目標・成果等】※「目標」はシート作成時、「年度成果」、「課題」、「今後の方向性」は年度終了後に記入
 

●

 

 

●

 

 

Ａ拡大
● Ｂ現状のまま継続
 Ｃ手段等の見直し
 Ｄ縮小
 Ｅ廃止・休止
 Ｆ完了・終了

事務事業名

10年後のめざす姿
スカイホール、耕心館、郷土資料館「けやき館」をはじめ、多様なプログラムの展開と各施設の適正な維持管理により、誰
もが身近に自分の興味に合った質の高い文化・芸術・歴史に親しむ環境が整っています。

長期総合計画基本構
想（重視すべき視点）

施策名 2
長期総合計画

施策分野

文化財保護事業の充実
教育部 図書館 文化財担当担当部署

作成者 小山健一

基本目標

創生

2

令和 5 年度事務事業評価シート
№

年 度
目 標

Ａ町長公約あるいは当該年度重要事業 

説
明

・埋蔵文化財包蔵地内等における土木工事に係る届出の徹底を図るための啓発に努める。
・地域の貴重な文化財を保存し後世に伝えるため、登録文化財制度の活用を図る。
・郷土研修会や講演会等を実施し、町民の郷土に対する意識の向上を図る。

Ｂ当該年度に新規を含む事業

Ｃ継続事業 

Ｄ規模を縮小していく事業 

根拠計画及び
根拠法令

 内容・目的

（どのようなこと
を行っているの
か・どのような状
態にしようとして
いるのか）

・昭和53年 文化財保護審議会を制度化し文化財保護を推進
・昭和54年 埋蔵文化財包蔵地内の調査費用の国庫補助制度制定
・平成 2年～郷土歴史講演会の開始
・平成 2年～郷土研修会の開始
・平成13年 東京都補助金制度施行
・平成17年 学芸員を配置したことにより埋蔵文化財包蔵地内の照会・届出指導・試掘調査等
                に対応
・平成21年 瑞穂町文化財保存事業費補助金交付要綱施行
・平成30年 瑞穂町文化財保護条例一部改正（登録文化財制度創設）
・平成31年 登録文化財制度施行
・令和 2年 瑞穂町登録文化財登録（第１号）「石畑の神輿」
・令和 3年 瑞穂町登録文化財登録（第2～6号）「殿ケ谷重松囃子」、「高根あだち流囃子」、
                  「長岡重松囃子」、「箱根ケ崎あだち流囃子」、「石畑祇園囃子」
・令和 4年 瑞穂町登録文化財登録（第7号）「東京狭山茶手もみ製法」、
        瑞穂町登録文化財保持団体認定（第1号）「東京狭山茶手もみ保存会」
・令和５年 町指定天然記念物御嶽神社の欅の指定解除

文化財保護法、東京都文化財保護条例、瑞穂町文化財保護条例、瑞穂町文化財保護条例施行規則、瑞穂
町文化財保存事業費補助金交付要綱

事
業
概
要

文化・芸術

－文化財保護・郷土資料の保管整理 重点

3 豊かなこころを育むまち

－

視点① 視点② 視点③ 視点④

課題及び
今後の方向性

説
明

町指定文化財について、文化財保護審議会と連携して保存状態を継続して把握する必要があ
る。状態によっては、所有者及び文化財保護審議会と協議し、保存のための措置を講じる。
町指定文化財には至らないものの、地域に伝わる貴重な文化財を守るため、登録文化財制度
の更なる推進を図る。

年 度
成 果

Ａ目標を上回って達成できた。

説
明

・埋蔵文化財包蔵地内等における土木工事に係る届出の徹底を図るための啓発に努めた。
・登録文化財保護制度について、文化財保護審議会で審議した。
・郷土研修会及び講演会等を実施し、町民の郷土に対する意識の向上を図った。
・町指定天然記念物御嶽神社の欅の指定解除を行った。

Ｂ目標をほぼ達成できた。

Ｃ目標を半分まで達成できた。

Ｄ目標を一部しか達成できなかった。

・郷土研修会・文化財展・郷土歴史講演会・自然に関する講演会などの事業を実施し、町
 民の郷土に対する意識の向上を図る。
・文化財保護法の規定に基づき、埋蔵文化財包蔵地内等における土木工事等に伴う試
 掘・立会調査を実施し、その結果を記録する。
・町内の貴重な文化財を保護するため、登録文化財制度を推進する。
・町の制度を活用し、文化財所有者等との協働による文化財の保存に努める。
・国や都の補助事業を活用した文化財の修理等について調査・研究を行う。
・文化財保護の必要性について、文化財保護審議会と連携し普及啓発を行う。
・町の魅力である豊かな自然を後世に残すため、自然保護等指針に関する業務を行う。

  経 緯

（いつからどのよ
うに始まったの
か）

 



【予算・決算等の状況】

【事業の適正性】※「人員要求」はシート作成時、「人員要求」査定はヒアリング後、「評価・査定」は年度終了後企画課が記入

 必要である
●必要ではない

2,784 8,024 4,610

1,732

72 2,074

561

237

決算額

評価・査定

人員
要求

埋蔵文化財の試掘調査には国庫補助金1/2・東京都補助金1/4
の補助事業がある。
町指定文化財においては、老朽化のため修復が必要なものが出
ている。国・都・町の補助金の活用が必要である。また、登録文化
財制度により、今後登録された文化財の修復に対しても補助金
の活用が必要になってくる。
人員については現状維持が必要である。

人員増の必要性

主 管 課

埋蔵文化財の調査・保存のため試掘調査実施
収蔵品の管理に伴う環境調査及び燻蒸処理実
施
収蔵資料（穀藏）を保管するための運搬委託実
施
文化財説明看板（吉野岳地蔵堂）修繕の実施に
伴う需要費の増加

埋蔵文化財
の調査・保
存のため試
掘調査実施
収蔵品の管
理に伴う環
境調査及び
燻蒸処理実
施
オリンピック
聖火リレー
トーチ・ユニ
フォーム購
入に伴う備
品購入費の
増加

埋蔵文化財の
調査・保存の
ため試掘調査
実施
収蔵品の管理
に伴う環境調
査及び燻蒸処
理実施
文化財説明看
板設置工事の
実施に伴う工
事請負費の増
加
「殿ヶ谷の山
車」修理事業
支援のため補
助金の増加

査 定

―

埋蔵文化財
の調査・保
存のため試
掘調査実施
収蔵品の管
理に伴う環
境調査及び
燻蒸処理実
施
自然分野に
関する刊行
物発行に伴
う需用費の
増加

251

3,041 2,792

1,000

66 76

決算額

73

1,000 250

70 114

87

656 656 656

655

656

2,792

687

656

76

878787 967

4,343

1,000

2,825

R6

（単位：千円）

750 1,000

1,349

行評要求 当初要求

518

協働状況
（予定）

協働による
効果

（見込み）

指定・登録文化財の所有・管理者と協働することで、町の中の指定・登録文化財の保護と活用が図
られる。

実施中

実施予定

検討中

未検討

協働事業名
（予定）

指定文化財の所有・管理者

登録文化財の所有・管理者

●

97

339

656

114114114

518

687

15 36 36 24

248

査定後 決算額 行評要求

104

2,306

295 679

15

178

2,486

27

576

539

2,8561,334

内
訳

地方債及びその他の特定財源

予
算
・
決
算
及
び
コ
メ
ン
ト

予算・決算等の構成

報酬

報償費

旅費

コメント

国庫支出金

一般財源

需用費

都支出金

委託料

備品購入費

工事請負費

負担金、補助及び補助金

№

R5

3,887

3,092 3,4943,150 3,105

R4R3

1,884

【住民等との協働に関する状況】

4,668 4,623

年度

5,925

事務事業名 文化財保護事業の充実

担当部署 教育部 図書館 文化財担当

事業費

協働できない

518 143 518



 

【目標・成果等】※「目標」はシート作成時、「年度成果」、「課題」、「今後の方向性」は年度終了後に記入
 

●

 

 

●

 

 

Ａ拡大
● Ｂ現状のまま継続
 Ｃ手段等の見直し
 Ｄ縮小
 Ｅ廃止・休止
 Ｆ完了・終了

事務事業名

10年後のめざす姿
スカイホール、耕心館、郷土資料館「けやき館」をはじめ、多様なプログラムの展開と各施設の適正な維持管理により、誰
もが身近に自分の興味に合った質の高い文化・芸術・歴史に親しむ環境が整っています。

長期総合計画基本構
想（重視すべき視点）

施策名
1

1・3

長期総合計画
施策分野

耕心館事業の充実
教育部 図書館 文化財担当担当部署

作成者 上出 貴之

基本目標

創生

2
4

令和 5 年度事務事業評価シート
№

年 度
目 標

Ａ町長公約あるいは当該年度重要事業 

説
明

・経年劣化による修繕等を、優先順位をつけて実施する。
・コンサートや企画展等の主催事業を充実させるとともに、隣接する郷土資料館と
の連携事業を実施し集客増を図る。また、ボランティア主体の「瑞穂のつるし飾り」
では、周辺自治体等と連携し更なる集客を図る。

Ｂ当該年度に新規を含む事業

Ｃ継続事業 

Ｄ規模を縮小していく事業 

根拠計画及び
根拠法令

 内容・目的

（どのようなこと
を行っているの
か・どのような状
態にしようとして
いるのか）

・平成12年 6月  旧細渕家を町が取得、その後社会教育施設として整備
・平成12年11月  町民の文化、芸術の向上に寄与するとともに、町民のくつろぎの場
                       として仮オープン
・平成13年 4月 耕心館本オープン
・平成16年 1月～従来の和室・洋室に加え、展示ギャラリーと多目的大広間を貸室事業
           に追加
・平成20年10月～指定管理者制度を導入し、指定管理者による管理運営を開始
・令和 3年      開館２０周年

社会教育法・瑞穂町耕心館の設置及び管理に関する条例・瑞穂町耕心館の設置及び管理に関する条例施
行規則

事
業
概
要

  経 緯

（いつからどのよ
うに始まったの
か）

文化・芸術
公共施設マネジメント

〇
文化・芸術の振興
既存施設の適切な維持管理、民間活力の積極的な導入・検討

重点

3
7

豊かなこころを育むまち
総合計画の実現に向けて

〇

課題及び
今後の方向性

説
明

年 度
成 果

Ａ目標を上回って達成できた。

説
明

Ｂ目標をほぼ達成できた。

Ｃ目標を半分まで達成できた。

Ｄ目標を一部しか達成できなかった。

・経年劣化による修繕について、公共施設への多摩産材利用促進プロジェクト事業費補助金を
活用し、木製門控え柱の修繕を実施した。
・コンサートの人数制限などの感染拡大防止対策は継続しつつも、予定していた各種事業は全
て実施することができた。来館者数は、２７，688人となり、前年度を上回った。

老朽化による建物内外の修繕が必要な個所については、来館者の安全確保のため、
指定管理者と協議し計画的に実施する。町内外から多くの方に来館していただくた
め、魅力ある事業を実施するとともに、広報活動をより充実させ、来館者数の増に努
める。

視点① 視点② 視点③ 視点④

 町民に心安らぐくつろぎの場を提供する。また、周辺地域の優れた音楽、美術・工芸な
どの鑑賞事業や季節に合わせた事業を実施し、文化・芸術に触れる機会を創出すること
により、町民の文化・芸術振興に寄与する。
①１階「くつろぎの間」を喫茶室として有効活用し、飲食以外にも小物の販売等を行い、
 町民にくつろぎの場を提供する。
②耕心館事業としてサロンコンサート、美術・工芸品等の企画展等を開催する。また、青
 少年の育成とピアノ音楽の普及及び音楽活動発表の場としてジュニア・ピアノコンテス
 トを開催する。
③展示ギャラリーと多目的大広間を、町民の文化・芸術活動の発表の場として提供すると
 ともに、貸室としての利用を促進する。
④指定管理者による効率的かつ効果的な管理運営を行う。
⑤様々な情報ツールを活用した情報発信により、事業の開催状況や関連情報を住民等
 に広く周知する。

 



【予算・決算等の状況】

【事業の適正性】※「人員要求」はシート作成時、「人員要求」査定はヒアリング後、「評価・査定」は年度終了後企画課が記入

 必要である
●必要ではない

43,617 42,618 45,531

1,638

決算額

評価・査定

人員
要求

予算は指定管理者委託料の中で対応しているが、夜間開館によ
る人員の確保が難しいため、シルバー人材センターより１名確保
している。なお、ボランティアの協力により、植物等の管理や瑞穂
のつるし飾り等の事業を実施している。

人員増の必要性

主 管 課

指定管理による耕心館の管理・運営事業実施
老朽化した門扉控柱の修繕

指定管理
による耕心
館の管理・
運営事業
実施
園路等修
繕の実施
による需要
費の増加
空調機更
新工事の
実施による
工事請負
費の増加

指定管理
による耕心
館の管理・
運営事業
実施

査 定

―

指定管理
による耕心
館の管理・
運営事業
実施
老朽化によ
る修繕の
実施

決算額

45,03541,979

341

44,000

496 496 3,500

47,500

47,500

R6

（単位：千円）

行評要求 当初要求

協働状況
（予定）

協働による
効果

（見込み）

耕心館の重要な観光資源である山野草の管理及びつるし飾りは、地域住民で組織された耕心館ボ
ランティアが実施しており、多くの集客が見込める。

実施中

実施予定

検討中

未検討

協働事業名
（予定）

耕心館ボランティア●

44,13643,19642,618

査定後 決算額 行評要求

45,035

1,297

内
訳

地方債及びその他の特定財源

予
算
・
決
算
及
び
コ
メ
ン
ト

予算・決算等の構成

修繕料

委託料

工事請負費

コメント

国庫支出金

一般財源

都支出金

№

R5

45,531

45,298 45,29743,196 44,136

R4R3

41,979

【住民等との協働に関する状況】

43,196 44,136

年度

42,618

事務事業名 耕心館事業の充実

担当部署 教育部 図書館 文化財担当

事業費

協働できない

233 234



 

【目標・成果等】※「目標」はシート作成時、「年度成果」、「課題」、「今後の方向性」は年度終了後に記入
 

●

 

 

●

 

 

Ａ拡大
● Ｂ現状のまま継続
 Ｃ手段等の見直し
 Ｄ縮小
 Ｅ廃止・休止
 Ｆ完了・終了

事務事業名

10年後のめざす姿
スカイホール、耕心館、郷土資料館「けやき館」をはじめ、多様なプログラムの展開と各施設の適正な維持管理により、誰
もが身近に自分の興味に合った質の高い文化・芸術・歴史に親しむ環境が整っています。

長期総合計画基本構
想（重視すべき視点）

施策名 2
長期総合計画

施策分野

ふるさとづくり推進事業
教育部 図書館 文化財担当担当部署

作成者 上出 貴之

基本目標

創生

2

令和 5 年度事務事業評価シート
№

年 度
目 標

Ａ町長公約あるいは当該年度重要事業 

説
明

・町の魅力を多くの方に伝え郷土愛を育むため、瑞穂ふるさと大学及び
瑞穂ふるさと検定を実施し、合格者に活動機会の場を提供する。
・ふるさと学習みずほ学と連携し、小・中学生に町の魅力を伝える。

Ｂ当該年度に新規を含む事業

Ｃ継続事業 

Ｄ規模を縮小していく事業 

根拠計画及び
根拠法令

 内容・目的

（どのようなこと
を行っているの
か・どのような状
態にしようとして
いるのか）

・平成26年11月28日 まち・ひと・しごと創生法の公布及び施行
・平成26年12月27日 「地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金」の創設、同日閣議
                              決定
・平成27年 1月20日 地方創生に関する国の相談窓口設置
・平成27年 1月30日 平成26年度補正予算（国）衆議院議決
・平成27年 2月 3日  平成26年度補正予算（国）参議院議決
・平成27年 3月 5日  国との事前審査を経て実施計画本提出
・平成27年 3月17日 「地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金」申請
                 （地方創生先行型）
・平成27年 3月18日 「地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金」申請
                 （地方消費喚起・生活支援型）
・平成27年 3月31日 「地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金」確定額通知受理
・平成27年 8月    ふるさとづくり推進事業 開始
・平成28年 3月    瑞穂町まち・ひと・しごと創生総合戦略策定
・平成28年 3月    ふるさと図鑑（歴史編）・ふるさとガイド（観光編）作成
・平成29年 3月    ふるさと図鑑（自然編）作成
・平成30年 2月    瑞穂町ふるさとづくり推進プロジェクトチーム設置要綱制定
・平成30年 9月～12月 瑞穂ふるさと大学開校（歴史コース・観光コース・自然コース）
・令和元年～4年   瑞穂ふるさと大学及び瑞穂ふるさと検定実施

まち・ひと・しごと創生法（平成２６年法律第１３６号） 第１０条第１項

事
業
概
要

文化・芸術

－文化財保護・郷土資料の保管整理 重点

3 豊かなこころを育むまち

－

視点① 視点② 視点③ 視点④

課題及び
今後の方向性

説
明

瑞穂ふるさと大学参加者及び瑞穂ふるさと検定合格者への郷土資料館を拠点とした
活動機会に提供を検討する必要がある。また、次世代を担う子供たちへの郷土愛の
情勢を図るため、「ふるさと学習みずほ学」との連携を継続する。

年 度
成 果

Ａ目標を上回って達成できた。

説
明

歴史、自然、観光の３コースでそれぞれ瑞穂ふるさと大学及び瑞穂ふるさ
と検定を実施した。

Ｂ目標をほぼ達成できた。

Ｃ目標を半分まで達成できた。

Ｄ目標を一部しか達成できなかった。

瑞穂町では、先人達が築いてきた文化や歴史、狭山丘陵をはじめ広大な平地林や農地
など、里山を代表する自然が今も大切に残されている。しかし、郷土の歴史や自然など各
分野についてまだ知られていない数多くの魅力がある。ふるさとづくり推進事業では、町
民が再度ふるさとを見直すために、歴史、観光、自然の３つの分野を中心に、今後の教養
学術及び地域に根ざす文化の向上を推進する。
①瑞穂ふるさと図鑑（歴史編・自然編）、瑞穂ふるさとガイド（観光編）を活用し、瑞穂町の
魅力を伝える「みずほふるさと大学」を実施する。
②瑞穂ふるさと検定を実施し、合格者に郷土資料館を中心とした活動機会の場を提供す
る。
③ふるさと学習みずほ学と連携し、児童、生徒に瑞穂町の魅力を伝える。

  経 緯

（いつからどのよ
うに始まったの
か）

 



【予算・決算等の状況】

【事業の適正性】※「人員要求」はシート作成時、「人員要求」査定はヒアリング後、「評価・査定」は年度終了後企画課が記入

 必要である
●必要ではない

31 25 16

決算額

評価・査定

人員
要求

事業実施については、当初業者委託で実施していたが、令和２年
度から直営での対応が可能であると判断し、現有職員数で対応
している。しかし、様々な分野での知識が求められているため、
地域との協働に加え、各課と連携しながら対応していく必要があ
る。

人員増の必要性

主 管 課

瑞穂ふるさと大学及び瑞穂ふるさと検定を実施
し、郷土資料館を中心とした活動機会の場を提
供する。
令和5年度は、これまでの参加者も含めた説明
会を開催し、瑞穂ふるさと大学の目的等を共有し
て、事業の充実を図る。

瑞穂ふるさ
と大学及び
瑞穂ふるさ
と検定を実
施し、郷土
資料館を
中心とした
活動機会
の場を提
供する。

瑞穂ふるさ
と大学及び
瑞穂ふるさ
と検定を実
施し、郷土
資料館を
中心とした
活動機会
の場を提
供する。

査 定

―

瑞穂ふるさ
と大学及び
瑞穂ふるさ
と検定を実
施し、郷土
資料館を
中心とした
活動機会
の場を提
供する。

決算額

58 9

18 10 10 18

27

27

R6

（単位：千円）

行評要求 当初要求

協働状況
（予定）

協働による
効果

（見込み）

都立瑞穂農芸高等学校や地元農家、企業等との協働でふるさと大学を行うことで、新たな人材発掘
が期待できる。

実施中

実施予定

検討中

未検討

協働事業名
（予定）

ふるさと大学地域めぐり●

18

697

査定後 決算額 行評要求

6

23

内
訳

地方債及びその他の特定財源

予
算
・
決
算
及
び
コ
メ
ン
ト

予算・決算等の構成

消耗品費

役務費

コメント

国庫支出金

一般財源

都支出金

№

R5

5

16 527 16

R4R3

31

【住民等との協働に関する状況】

27 16

年度

25

事務事業名 ふるさとづくり推進事業

担当部署 教育部 図書館 文化財担当

事業費

協働できない



【基本目標７ 総合計画の実現に向けて 施策分野４ 公共施設マネジメント】 

の資料について 

 

これまで、行政評価委員会における外部評価では、各施策分野における詳細な資料として、関

連する事務事業評価シートを資料として事前配布していました。 

今回の外部評価の対象となっている基本目標７施策分野４公共施設マネジメントについては、

各施設の管理に関する施策分野であり、他の施策分野と関連した事務事業も多く含まれているこ

とから、外部評価の事前資料として事務事業評価シートの配付はいたしません。 

施策及び事業の詳細については、行政評価委員会当日にご説明いたしますが、令和５年度に策

定した公共施設個別施設計画の概要を資料として配付いたしますので、内容をご確認いただき、

ご意見、ご質問を頂ければと思います。 

 

 



 

１ 基本目標・施策分野の名称

総事業費（計） 3,039,122 2,164,852 2,916,662 0 0

施策の評価（分析）

施 策 分 野 評 価 シ ー ト

418,990 580,182

地方債及びその他の特定財源 754,456 81,881 229,256

基本目標 7  総合計画の実現に向けて

指標名 現状値
実 績 令和7年度 目標値

（実績値）令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

施策分野 4  公共施設マネジメント

10年後のめざす姿
 公共施設等が適切に維持管理され、限られた経費の中で今後の更新、除却などを含め、最適化に向けた見
直しがはかられ、住民の誰もが安全で快適に施設を利用できています。

２ 施策数値指標

ー ー ー ー ー ー ー

ー

ー ー ー ー ー ー ー

ー ー ー ー ー ー

予 算 額

事業費/年度 令和３年度 令和４年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

説明・コメント

３ 予算・決算の状況  （単位：千円）

国庫支出金 424,189 542,564 498,678

一般財源 1,509,632 1,188,522 1,741,069

 （単位：千円）

総事業費（計） 3,108,238 2,312,699 3,005,113 0 0

都支出金 412,851 508,440 475,656

地方債及びその他の特定財源 761,566 73,173 289,710

国庫支出金 426,308 511,151 484,220

都支出金 413,576

決 算 額

事業費/年度 令和３年度 令和４年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

一般財源 1,444,782 1,152,830 1,623,004

 



令和５年度

令和４年度に町で実施したサウンディング市場調査、及び他市の事
例などを瑞穂町PPP/PFI導入ガイドラインへ加えた。今後は、内閣
府が実施する優先的検討規程運用支援事業を活用し、具体的な案
件におけるＰＰＰ/ＰＦＩ活用の可能性を探る。

令和６年度

令和７年度

担当課 企画政策課

施策 2 民間活力の積極的な導入・検討 基本構想・重視すべき視点 危機に備える

年度 【進捗状況】（主な取組等） 【評価・査定】

令和３年度

限られた経費の中で公共施設等が適切に維持管理され、住民が安
全で快適に施設を利用できるよう、ＰＰＰ/ＰＦＩの導入を検討するプロ
ジェクトチームを設置し、持続可能な公共施設の整備・運営手法を研
究した。研究成果として瑞穂町PPP/PFI導入ガイドライン（素案）を
作成し、町長に報告を行った。

施設の維持管理に向けて、町の実情に沿った管
理方法を選択し、ＰＰＰ/ＰＦＩ等の継続的な研究
が必要である。

令和４年度
ＰＰＰ/ＰＦＩに取り組むための各手法について調査し、PPP/PFI導入
ガイドラインに加えた。今後は、町の施策におけるＰＰＰ/ＰＦＩの活用を
検討し、必要に応じてガイドラインの見直しを行う。

PPP/PFI導入ガイドラインを運用していくに当
たり、今後のガイドライン活用施設については、
庁内で議論、見極めが必要である。

企画政策課、都市計画課、
建設課、学校教育課、下水

道課

施策 1 個別施設計画の整備・運用 基本構想・重視すべき視点 資源を磨き生活の質を豊かにする

４ 重点施策                 
担当課

年度 【進捗状況】（主な取組等） 【評価・査定】

令和３年度

国のインフラ長寿命化計画の見直しを踏まえ、各自治体の公共施設等総合管
理計画を見直すよう要請があった。計画を抜本的に見直すものではないが固
定資産台帳等の公会計データを活用するなど、より数値を精緻化し、公共施
設等総合管理計画を一部改訂した。(企画課)
下水道施設の適切な維持管理のため、管渠内清掃、不明水対策工事及び駒
形汚水中継ポンプ場の点検委託を行った。また、駒形汚水中継ポンプ場の改
築計画を策定した。（下水道課）
橋りょう長寿命化修繕計画に基づき、橋の緊急的な補修に対応するため、橋
りょう定期点検を実施した。（建設課）
令和2年度に策定した学校施設長寿命化計画に基づき、令和3年度以降の改
修工事等を研究した。（学校教育課）

建設系公共計画施設及びインフラ施設において
も、予防保全型維持管理を推進し、計画に基づ
く方針を遵守すること。危険性が認められた場
合においては、総合的な判断により、改修等を
検討する。また、これらすべてを包含した公共
施設個別施設計画については、令和４・５年で策
定が完了する予定だが、町の持続可能な未来に
向けた重要な計画であるため、組織が一丸とな
り策定する必要がある。

令和４年度

令和4年度では、町営住宅・橋りょう・学校施設を除いた公共施設についての
計画策定に向けて個別施設計画検討委員会及び部会を構成し、公共施設の
現況把握やあり方及び方向性に関することなど、議論した。また、受託者によ
る専門的見地から各公共施設の現況を調査するとともに、公共施設に関する
住民アンケートを実施した。（企画政策課）
町営住宅の適切な維持保全による良質なストックの確保と、維持・修繕に係る
財政負担の軽減に向けた長寿命化対策を推進するため、町営住宅長寿命化
計画の改定を行った。(都市計画課）
橋の長寿命化に資する補修等に対応するため、「瑞穂町橋りょう長寿命化修
繕計画」を改定した。（建設課）
下水道施設の適切な維持管理のため、管渠内清掃、不明水対策工事を行っ
た。（下水道課）

人口減少、少子高齢化の進展は、公共施設の利
用需要が変化していく。一方で、社会保障関係
費の増加、投資的経費は抑制傾向の中で、長期
的な視点を持って、更新・統廃合・長寿命化など
の対応策を求める。町財政は非常に厳しい状況
に変わりはなく、町公共施設個別施設計画で
は、維持管理・更新等に係る優先順位の考え方、
対策の内容や実施時期など、明記する必要があ
る。

令和５年度

施設担当課のヒアリング及び住民との意見交換会などを実施し、瑞穂町公共
施設個別施設計画を策定した。計画では、各施設の大規模改修及び更新時
期を示すとともに、今後１７年間で約１０施設を削減するなどの目標を設定し
た。（企画政策課）
町営東長岡住宅の施設の老朽化に伴う修繕及び退去時修繕を適宜行った。
また、快適な居住空間と建物の長寿命化を図るため、７戸の浴室改修工事を
実施した。（都市計画課）
「瑞穂町橋りょう長寿命化修繕計画」に基づき、健全度がⅡ（予防保全段階」と
なった4橋（狭山下橋・中宿橋・二本榎橋・狭山橋）のうち、二本榎橋の補修工
事設計を令和６年度に行うため委託料の予算措置をした。（建設課）
下水道施設の適切な維持管理のため、管渠内清掃、浸入水調査業務、元狭
山雨水調整池マンホールポンプ交換工事を行った。（下水道課）

令和６年度

令和７年度



1,287

事務事業の概要
本会議場、委員会室、全員協議会室の設備等の維持管理を行い、議会運営に支障がないようにする。
導入時のままであった全体的な設備は、新庁舎建設に伴い設備等が更新された。新たな設備等の維持
管理を行っていく。

52,723

事務事業の概要

24,599

事務事業の概要
・箱根ケ崎駅自転車等駐車場及び箱根ケ崎駅東西自由通路について、指定管理者制度を導入すること
により、駐輪場利用者への対応や料金収受などの運営管理、清掃、機器の保守点検などの施設管理を
委託しているほか、町の玄関口として駅東西自由通路を活用した町の観光や産業のＰＲを行い、利用者
サービスの向上と、町の活性化に貢献している。・駅利用者の増加に対応した、駐輪場施設の利便性の
向上及び自由通路のサービス向上を図り、必要な修繕を適切に実施し、利用者ニーズに応える。

9,308

事務事業の概要
航空機の騒音によって、著しく生活環境を阻害されている町民の生活文化の向上と社会福
祉の増進に寄与するため、コミュニティ活動の場として10の地区会館を提供している。会館
の設置目的をより効果的に達成するため、地域に精通した地元町内会と会館の維持管理及
び貸出し業務の委託契約を締結し、施設環境整備の充実と利用者の拡大を図っている。
また、利用者の利便性と適正な維持管理を図るため、会館の修繕を行い地域コミュニティ活
動等の推進を図っている。

令和5年度 令和6年度
当初予算額

80,027 77,335

当初予算額 決算額

10,192

事務事業の概要
スポーツ広場等を町で借り上げ、町民に開放し、提供することにより、スポーツ振興と地域コ
ミュニティ活動の活性化及び拡大を図ることを目的とし、12か所のスポーツ広場等につい
て、維持管理に伴う運営費を町内会・自治会へ交付している。町で借り上げているスポーツ
広場等の用地借上料の支払い、維持管理に伴う工事・修繕、樹木の剪定委託及び原材料費
による砂の搬入等が主な内容である。

№ 事務事業名 担当
令和5年度 令和6年度

当初予算額

1 議場の維持管理 議会事務局

3 庁舎管理事務 財政課

66,118 64,402

1,210 1,210

当初予算額 決算額

30,843 27,569

令和5年度 令和6年度
当初予算額

75,860

事務事業の概要

№ 事務事業名 担当

2
（再掲）
公営住宅管理事務

都市計画課
国、都及び町が協力して、健康で文化的な生活を営むに足る住宅を整備し、これを
住宅に困窮する低額所得者に対して低廉な家賃で賃貸することにより、住民生活
の安定と社会福祉の増進に寄与することを目的としている。

№ 事務事業名 担当

当初予算額 決算額

当初予算額 決算額

来庁者及び職員が安全かつ快適に庁舎を利用できるよう必要な維持管理を実施
する。また、庁舎の省エネルギー対策として、空調や照明を適正に管理するととも
に、職員に対し節電の注意喚起を定期的に実施し、節電意識の向上を図る。

№ 事務事業名 担当
令和5年度 令和6年度

当初予算額当初予算額 決算額

№ 事務事業名 担当
令和5年度 令和6年度

当初予算額

4
（再掲）
地区会館管理委託及び修
繕等

協働推進課

5
（再掲）
スポーツ広場等の提供

協働推進課

№ 事務事業名 担当
令和5年度 令和6年度

当初予算額

6
（再掲）
駅駐輪場及び自由通路に
おける利便性の向上

安全・安心課

38,190 32,763

当初予算額 決算額

21,113 21,113

５ 個別事務事業概要 （単位：千円）



リサイクルプラザは、不燃物、資源物、及び粗大ごみの処理、廃棄物の減量並びにリサイクル
の促進による生活環境の向上に寄与することを目的とする。リサイクルプラザでは、施設見
学の受入れや、不用品として搬入された粗大ごみの中から再利用できる家具などを販売し
たり、不用となった傘をリサイクル傘として再利用するなどリサイクルに努めている。

№ 事務事業名 担当
令和5年度 令和6年度

当初予算額

8

（再掲）
リサイクルプラザとエコ
パークの効率的、効果的
な管理

環境課

№ 事務事業名 担当
令和5年度 令和6年度

当初予算額

21,733

事務事業の概要

福祉課

20,252

事務事業の概要
指定管理者制度を導入し、住民だれもが安全、安心に使用できる「瑞穂町ふれあいセンター」（以下「セ
ンター」という。）として、利用者に配慮した会議室の貸し出し方法などを含めた住民サービスの充実を目
標とする。また、一人でも多くの方がセンターを利用してもらえるように、PR活動を行う。

№ 事務事業名 担当
令和5年度

目的：瑞穂町福祉作業所における訓練等給付事業及び心身障害者（児）福祉センターあゆみにおける地
域生活支援事業について、指定管理者と連携し円滑な運営を行い、障がい者（児）の就労機会の拡大、
日中活動の充実、介護者の負担軽減につなげる。
内容：１．瑞穂町福祉作業所：障害者総合支援法に基づく就労継続支援B型事業を実施
２．瑞穂町心身障害者（児）福祉センター：障害者総合支援法の地域生活支援事業に基づく事業を実施

9
（再掲）
ふれあいセンターの施設
管理

当初予算額 決算額

77,686 77,358

№ 事務事業名 担当
令和5年度 令和6年度

当初予算額

7
（再掲）
コミュニティセンターの運
営

協働推進課

66,428

事務事業の概要
コミュニティセンターは、コミュニティ機能、生涯学習機能、役場の連絡所機能（住民関係諸証明の受
付、交付事務）や地域図書室（武蔵野・長岡）体育館的施設（長岡）を備えた複合型施設であり、地域住
民の主体的活動によるコミュニティ形成の場として、また、交流の場として有効活用を図る。

10
（再掲）
心身障害者(児)施設の管
理運営

福祉課

80,642

事務事業の概要

11
（再掲）
精神障害者施設の管理運
営

福祉課

27,533

事務事業の概要
目的：瑞穂町精神障害者地域活動支援センター、瑞穂町精神障害者共同作業所における通
所事業について、指定管理者と連携し円滑な運営を行い、日中活動の自立、社会復帰、介
護者の負担軽減精神障がい者の就労機会の拡大につなげる。
内容：１．精神障害者地域活動支援センター「ひまわり」(旧箱根ケ崎共同作業所）２．精神障
害者共同作業所「ころぼっくる」(旧駒形富士山共同作業所 １、２とも：みずほまち精神保健
福祉会へ指定管理委託

№ 事務事業名 担当
令和5年度 令和6年度

当初予算額当初予算額 決算額

26,427 25,551

19,781

当初予算額 決算額

№ 事務事業名 担当
令和5年度 令和6年度

当初予算額

12
（再掲）
保育園運営業務

子育て応援課

1,686,243

事務事業の概要
瑞穂町には公立2園、私立5園の認可保育所、2園の認定こども園、1園の小規模保育事業所があり、10
園すべてが民間の運営となっている。民間活力の導入により保育ニーズに柔軟に対応するとともに、法
人のノウハウ、活力を活かし、町全体の保育サービスの拡充につなげる施策を実施している。

1,680,139 1,615,557

当初予算額 決算額

令和6年度
当初予算額

18,719 18,719

当初予算額 決算額

当初予算額 決算額

63,351 60,759

19,773



（再掲）
下水道施設の維持管理

下水道課

事務事業の概要
下水道施設の機能を維持するため、管渠内調査、管渠内補修、管渠内清掃及びポンプ施設の管理を行
う。
管渠内調査は汚水管及び雨水管等を調査し、管渠の破損状況等の把握をする。管渠内清掃は、管渠内
や人孔内に溜まった土砂、汚泥を洗浄車や吸泥車で排除し機能の維持を図る。管渠内補修は、管渠内
調査によって得られた異常箇所の補修を行う。
駒形ポンプ場の機能を維持するため、ポンプの運転管理、施設の維持のためにポンプ設備や電気設備、
消防設備等の点検を実施する。

事務事業名 担当
令和5年度 令和6年度

当初予算額

（再掲）
学校施設整備事業
（プール、除湿温度保持機
能復旧、校庭芝生化、
ICT整備、水飲栓直結
化）

学校教育課

267,004

事務事業の概要

№

238,799

№

18
学校教育を進める上で必要な施設等の機能を確保するため、必要な整備等を行う。

17

事務事業名 担当
令和5年度 令和6年度

当初予算額

19,769 19,178

当初予算額 決算額

20,339 19,692

13
（再掲）
学童保育クラブ運営事業

子育て応援課

71,320

事務事業名 担当
令和5年度 令和6年度

当初予算額

№ 事務事業名 担当
令和5年度 令和6年度

当初予算額

14
（再掲）
あすなろ児童館事業

子育て応援課

24,830

事務事業の概要
児童館は、児童福祉法に基づく１８歳未満の児童を対象とする児童厚生施設である。児童の健全育成を
図るとともに、遊びを通した仲間づくりや、健康で心豊かに育つことを助ける場としている。児童館の主
な事業は、子どもたちの自由な活動を見守り・助言する「日常活動」、スポーツ・料理・工作等の「各種教
室」、お楽しみ会・観劇鑑賞会・運動会等の「行事活動」、幼児と保護者を対象とした定期的な活動や、子
育てに関する情報交換の場の提供と相談事業等の「子育て支援活動」、子どもスタッフにより企画・運営
する「子どもまつり」である。

当初予算額 決算額

事務事業の概要
小学校就学児童で、放課後に帰宅しても、保護者が仕事や病気等により適切な監護を受けられない者
を、学童保育クラブで一定時間組織的に指導することにより、児童の健全な育成と福祉の増進に寄与す
ることを目的に事業運営する。
施設は「あすなろ、あすなろ分室、二小、三小、四小、西松原」の6カ所で定員は条例施行規則上264人
（運用上396人）。

№

16
（再掲）
高齢者福祉センター寿楽
改修

高齢者福祉課

790,511

事務事業の概要
平成5年12月に高齢者福祉センター寿楽を開設。それ以後、空調の大規模な改修工事は
行っていない。施設の老朽化により、大規模な改修が必須となっているため、高齢者福祉セ
ンターとしての機能を維持しつつ、入浴設備を廃止し、高齢者在宅サービスセンターを多世
代間の交流に活用できる機能へ変更、第五小学校の学童保育クラブを移転できる機能を有
した施設への改修を行う。

当初予算額 決算額

81,374 93,255

事務事業名 担当
令和5年度 令和6年度

当初予算額

№ 事務事業名 担当
令和5年度 令和6年度

当初予算額

15
（再掲）
子ども家庭支援センター
事業

子育て応援課

17,741

事務事業の概要
子ども家庭支援センターは、１８歳未満の子どもと家庭に関するあらゆる相談や妊婦からの相談を受け、
児童虐待の未然防止や保護者の育児負担の軽減、良好な家庭環境への改善に向けた支援などを行っ
ている。また、保護者同士の交流の場や子育て支援サービスを提供するなど、子育て家庭の総合拠点と
しての役割を果たしているほか、関係機関内で支援が必要な児童の情報共有や支援内容の協議、連携
による支援を行っている。さらに、虐待による重篤な事件を発生させないため、独自に「子どもへの虐待
防止・対応の手引き」（平成２２年度策定 令和２年度改訂）等を活用し、各分野の職員の虐待に対する
意識や専門性の向上、要保護児童対策地域協議会などとの連携強化を図っている。

当初予算額 決算額

68,485 63,814

№

当初予算額 決算額

178,467 129,584

当初予算額 決算額

169,852 210,109



瑞穂町に関する歴史・文化・教育的資料を収集し、保管及び展示して町民の利用に供し、その教養学術
及び文化の向上に寄与することを目的として、調査研究の成果を展示・刊行物の発行・講演会の開催等
の方法により周知するよう図る ほか

24
（再掲）
郷土資料館事業の充実

図書館

60,465 60,638 74,927

事務事業の概要

№ 事務事業名 担当
令和5年度 令和6年度

当初予算額当初予算額 決算額

№ 事務事業名 担当
令和5年度 令和6年度

当初予算額

23
（再掲）
耕心館事業の充実

図書館

46,506

事務事業の概要
町民に心安らぐくつろぎの場を提供する。また、周辺地域の優れた音楽、美術・工芸などの鑑賞事業や季
節に合わせた事業を実施し、文化・芸術に触れる機会を創出することにより、町民の文化・芸術振興に寄
与する。

令和6年度
当初予算額

21
（再掲）
体育施設の維持管理

社会教育課

121,987

事務事業の概要
町民の心と体の健康を維持するため体育施設の維持管理と、第2次瑞穂町スポーツ推進計
画に沿った施設整備を行うとともに、その維持管理を行う。

当初予算額 決算額

69,575 64,795

当初予算額 決算額

45,531 45,531

№ 事務事業名 担当

№ 事務事業名 担当
令和5年度

20
（再掲）
ビューパーク・スカイホー
ル維持管理・運営事業

社会教育課

19

№ 事務事業名 担当
令和5年度 令和6年度

当初予算額

22

92,720

事務事業の概要
町の文化活動の拠点として、様々なジャンルの優れた作品を鑑賞する機会を提供している。
また、町民が自主的な文化活動や創造活動の場として利用できるよう、効率的な維持管理
に努めている。

（再掲）
図書館改修事業

図書館

0

事務事業の概要

令和３年度に、図書館改修事業が完了した。令和４年３月２２日から通常の図書館
業務を開始している。

97,564 102,838

事務事業名 担当
令和5年度 令和6年度

当初予算額

（再掲）
学校施設整備事業
（教室等改修）

学校教育課

19,351

事務事業の概要
各学校とも老朽化がすすみ、各教室における改修が必要な状況となっており、児童・生徒の
安全かつ快適な学習環境及び教職員の効率的な事務執行を支援するため、各校の教室な
どの改修や防犯カメラの更新などを行う。

62,154 57,389

令和5年度 令和6年度
当初予算額

当初予算額 決算額

合 計 額 3,842,496

№

3,005,113 2,916,662

当初予算額 決算額

当初予算額 決算額

0 0

当初予算額 決算額

25 公共施設マネジメント 企画政策課

7,942 7,722 0

事務事業の概要
令和５年度に町営住宅・橋りょう・学校施設を除く公共施設の状況を調査し、個別施設計画を策定した。
今後は、計画に基づいた施設マネジメントを実施するとともに、ＰＰＰ/ＰＦＩなどについてもガイドラインの
作成・見直しのほか、各施設の改修時での活用の方法を検討していく。

№ 事務事業名 担当
令和5年度 令和6年度

当初予算額

令和３年度で事業完了
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1

今後の適正管理⽅針の考え⽅

住⺠サービスを維持、充実させながら、施設
の統廃合等を推進することにより、施設の延床
面積を縮減し、改修・建替えや維持・運営に必
要となるコストの適正化をはかります。

方針１
施設総量の縮減

方針２
施設の⻑寿命化

方針３
運営の適正化

予防保全の維持管理を実施し、⻑期にわたって
計画的に施設の安全性や利便性を確保します。
使⽤年数60年の施設は、⽬標年数をおおむね
80年として⻑寿命化をはかります。

指定管理者制度の範囲拡⼤や⺠間施設への代
替、包括的⺠間委託など、PPP/PFIのさらなる
推進によるコストの縮減をはかります。また、
受益者負担の原則の観点から利⽤料⾦の適正化
をはかります。
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適正管理⽅針

（１）
点検・診断等

（２）
維持管理・修繕・
建替え（更新）

（３）
安全性確保

（４）
災害対応・耐震化

（５）
⻑寿命化
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適正管理⽅針

（６）
整理統合や除却

（７）
総合的かつ計画的な
管理を実現するため

の体制

・個別施設計画の推進にあたっての留意事項

（１）建築物以外の公有財産を含めた総合的な検討の必要性
（２）広域連携の取組方針
（３）PPP/PFIの活用方針



4

公共施設個別施設計画の全体目標

今後１７年以内に８５の対象施設の内

約１０施設を削減

今後、町では、多摩都市モノレール延伸を控えている事から、既存施設
の有効活⽤、⺠間資本の活⽤等をはかるとともに、適正配置について検討
しながら、今後１７年以内に８５の対象施設の内、約１０施設を削減する
ことを目標とします。
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